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本研究における「次世代の学校」とは，平成 28 年 1 月 25 日に策定された「次世代の学校・地
域」創生プランのことを指す。この「次世代の学校・地域」創生プランは，1 億総活躍社会の実
現と地方創生の推進のため，学校と地域が一体となって地域創生に取り組めるよう，中央教育審
























































支援を行う教育行政専門スタッフの採用条件等を明らかにするため，平成 30（2018）年 6 月











ーダーシップ観等を明らかにするため，平成 30（2018）年 1 月から 3 月にかけてインタビュ
ー調査を実施し，当該データを用いて考察を行った。調査対象者として，学力上昇傾向が見ら
れた市町村群（上昇幅が大きかった上位 4 分の 1）に勤務する教育長経験年数がおおむね 3 年




分業体制及び指導主事の人材育成の現状等について明らかにするため，平成 30（2018）年 5 月
及び平成 30（2018）年 11 月から平成 31（2019）年 3 月にかけてインタビュー調査を実施し，
当該データを用いて考察を行った。調査対象として，地域的バランスを考慮し，16 都道府県教
育委員会及び 3 政令指定都市教育委員会を選択した。 
【研究期間：平成 29～30 年度，研究代表者：猿田祐嗣（初等中等教育研究部長）】 
 































【表 3 教育長のリーダーシップの因子間相関と平均・標準偏差・α係数】 
  提案 目標実現 関係構築 事務遂行 平均 標準偏差 α係数
変 革 的リーダーシップ － .730** .792** .689** 3.96 0.79 0.97 
教 育 的リーダーシップ   － .793** .705** 4.00 0.65 0.97 
社会正義リーダーシップ     － .761** 3.72 0.77 0.97 

























                             
2 学力は，調査票【質問 6】（15）貴校の「全国・学習状況調査」の「国語 A」の平均正答数（平成 30 年度実施），
（16）貴校の「全国・学習状況調査」の「国語 B」の平均正答数（平成 30 年度実施），（17）貴校の「全国・学習
状況調査」の「算数数学 A」の平均正答数（平成 30 年度実施），（18）貴校の「全国・学習状況調査」の「算数数




















































































【図 3 リーダーシップ総量スコアと学力変動】 






































































































































































































































































































【図 5 学校事務職員の 
リーダーシップ発揮と学力変動】 























教育相談 行政事務 資質 平均 標準偏差 
信頼性
α係数
研 修 － .715** .670** .440** .648** .648** 2.68 0.50 0.91 
研 究 － .639** .445** .626** .591** 2.55 0.56 0.92 
学校訪問支援 － .543** .660** .608** 2.64 0.55 0.92 
教 育 相 談 － .447** .441** 2.60 0.73 0.96 
行 政 事 務 － .753** 2.94 0.51 0.93 
資 質 － 3.00 0.54 0.92 
 
先行研究及び都道府県・政令指定都市教育センターの所長・指導主事に対する事前調査を踏ま



















































(17)センターの予算を確保すること 63.5% 23.8% 11.1%  1.6% 3.49 0.76 
(16)センターの人員を確保すること 54.0% 25.4% 17.5%  3.2% 3.30 0.87 
(11)指導主事の専門性の向上を図ること 39.7% 46.0% 12.7%  1.6% 3.24 0.73 
(1)一般的に優秀な指導主事を確保すること 36.5% 52.4%  6.3%  4.8% 3.21 0.77 
(7)指導主事の研究の時間を確保すること 36.5% 46.0% 14.3%  3.2% 3.16 0.79 
(2)特別な分野・領域において優秀な指導主事
を確保すること 
36.5% 42.9% 17.5%  3.2% 3.13 0.81 
(12)本庁の指導主事とセンターの指導主事の
連携を図ること 
35.9% 40.6% 23.4%    0% 3.13 0.77 
(4)指導主事の勤務時間の長さ 34.9% 28.6% 25.4% 11.1% 2.87 1.02 
(8)部署や分掌を超えた指導主事の間のコミュ
ニケーションを促すこと 
31.7% 46.0% 17.5%  4.8% 3.05 0.83 
(6)指導主事の事務処理に従事する時間の長さ 31.7% 34.9% 25.4%  7.9% 2.90 0.95 
(5)指導主事のモチベーションを高めること 31.7% 28.6% 36.5%  3.2% 2.89 0.90 































27.0% 34.9% 34.9%  3.2% 2.86 0.86 
(9)教師を育てるプロ集団として励まし高め合
う雰囲気を作ること 
25.0% 40.6% 31.3%  3.1% 2.87 0.83 
(10)センターの指導主事が学習指導要領の説
明会などに直接参加して情報を得ること 
20.6% 31.7% 38.1%  9.5% 2.63 0.92 
(13)本庁とセンターとの業務分担を見直すこ
と 
18.8% 51.6% 29.7%    0% 2.89 0.69 
(15)他の都道府県・政令指定都市の指導主事と
の交流を促すこと 
11.1% 49.2% 33.3%  6.3% 2.65 0.77 
(14)新任指導主事のメンタルヘルスに対処し，
専門性を高めること 























(1)センターで主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 71.9  ** 
(2)本庁で主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 68.8  * * * 
(3)出張・職専免による個人的な研修会等へ参加する機会 60.9  ** ** ** 
(4)出張・職専免による学会へ参加する機会  30.5  * 
(5)出張による文部科学省が主催する説明会等へ参加する機会  53.6  




   
(8)出張による指導主事連絡協議会へ参加する機会  63.1  ** ** ** ** ** 
(9)出張による他のセンターが主催する研究発表会へ参加する機会 36.3  ** 
(10)出張による他のセンターが主催する研究発表会で発表する機会 24.2  * 












(16)センター指導主事としての役割を伝達される機会 66.2  * ** ** 
(17)上司との定期的な面談を受ける機会 87.8  * 
(18)指導主事用学習教材を配付される機会 33.5  
(19)調査研究へ参画する機会 63.3  ** ** ** * ** ** 
(20)調査研究で指導する機会 45.7  ** ** ** * ** ** 
(21)部・課を横断した組織や会議において指導を受ける機会 63.8  * * ** ** 
(22)長期研修生に対して指導する機会 59.4  ** ** * * ** 
(23)研究倫理について学習する機会 35.4  ** ** ** ** ** 
＊＊p＜.01, ＊p＜.05 
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 第 1 は，日本における教育長のリーダーシップ次元の探索である。米国では，教育的・管理的・
政治的リーダーシップの 3 次元モデルが提唱された後，「落ちこぼれを作らないための初等中等教






























 以上の論述を整理すると，本研究の研究課題は，以下の 3 点となる。 
 














除く）であった。また，校長調査については，配布数 2,459 票に対して回収数は 1,157 票であり，
回収率は 47.1%である。回答者の属性等については，巻末資料を参照されたい。なお，当該調査






















































































校管理職協会 web サイト http://www.aasa.org/content.aspx？id=36086）である。比較可能な個
人属性データとしては，平均年齢（日本 63.4 歳，米国 54-55 歳），平均在職年数（日本 3.5 年，
米国 5-6 年），女性割合（日本 3.7%，米国 21.7%），平均報酬（日本（市レベル約 1,008 万・町
レベル約 848 万），米国約 1,364 万）である。このほか，学位については，米国では 60%が博士
課程修了者であることを追記しておきたい。ただし，博士課程において博士号（Ph.D.あるいは
Ed.D.）を取得するケースは，1998 年の 92%から 2013 年には 32.4%に低下しており，実践報告
やポートフォリオの提出にとどまり博士号を取得しないケース（Ed.S; Educational Specialist 









（Education Resources Information Center）データベースを活用することで，教育長のリーダ
ーシップ研究の傾向を把握することができる。「superintendent-leadership」で検索すると，直
近 20 年間で 901 本の論文がヒットした。一方，国立情報学研究所（CiNii）での「教育長 リー
ダーシップ」の検索結果が直近 20 年で 14 本であり，研究量は勝負にならない。驚くことに，日
本の教育長を対象とする計量分析を実施している研究論文は佐々木（2000），露口（2001）の 2
本にとどまる。米国の場合，901 論文の多くは，博士論文（ProQuest 255 件）である。以下，機
関誌論文（School Administrator 108 件，Phi Delta Kappan 17 件，American School Board 
Journal 11 件，Journal of Scholarship & Practice 15 件等）であり，学術雑誌としては，例えば，
International Journal of Educational Leadership Preparation（25 件），Journal of Case in 
Educational Leadership（25 件），Journal of School leadership（21 件），Educational 
Administration Quarterly（12），Journal of Educational Administration（11 件），Journal of 
Staff Development（11 件），International Journal of Leadership in Education（7 件），















長は約 12%），約 14,000 学区のマーケットが米国には存在する。日本との比較においては，資
格・養成制度にとどまらず，労働市場の違いについても確認しておく必要がある。 






（2016）の調査では，給与の分散の大きさは， 低$21,369～ 高$274,625，給与変動額は 低$-















幸福（well-being）の実現に絞り，その上で，10 の基準を設定している（National Policy Board 



















いる（Waters & Marzano 2006）。日本においても，河野（2007，2017）において，管理的・教
育的・政治的リーダーシップ効果の 3 次元役割モデルが調査において採用されている。 
 その後，Kowalski，McCord，Peterson，and Young（2010）は，教育長のリーダーシップ役
割を 5 次元で説明するモデルを提案している。すなわち，第 1 は，教育者（teacher-scholar）で
ある。カリキュラム，指導方法，教育的リーダーシップの知識をもち，教育哲学を実行すること
に焦点をあてる。第 2 は，組織管理者（organizational manager）である。法令・財務・団体交
渉・施設管理の知識をもち，運営に当たる。第 3 は，民主的・政治的リーダー（democratic-political 
leader）である。地域関係づくりのスキルをもち，利害関係の調整・統合や意思決定の共有を図る





 第 1 から第 3 の役割までは，Cuban（1988）や Johnson（1996）の 3 次元モデルとほぼ同様で







（Sauers，Richardson，& Mcleod 2014）。 


















教育長の教育的リーダーシップが校区の学力水準と関連を持つとする Marzano and Water’s
（2009）のメタ分析の結果は，教育的リーダーシップの強調に拍車をかけることとなる。過去 35





分，スタッフの人材育成等をコンピテンシーとして析出している（Marzano & Water's 2009; 
Peterson & Barnett 2005; Williams，Tabernik，& Krivak 2009 等）。 
教育長自身も，教育的リーダーシップの重要性を実感している。アラバマ州の八つのリーダー
シップ基準について，55 名の教育長が各基準の重要度について回答した調査がある（Lewis，Rice，

























































  教育長は，自己のリーダーシップ・スタイルをどのように捉えているのだろうか。Bird and 









































  教育長の意思決定スタイルの解明を試みた研究も報告されている。Noppe，Yager，Webb，and 

































































る（Katz 2012）。また，Burnner（2008）は，男性教育長は半数が 20 歳代（52.8%）から管理




とは，Fenn and Mixon（2011）の計量調査において指摘されている点にも留意しておきたい。 





  Angel，Killacky，and Johnson（2013）は，教育長を志願していないアフリカ系黒人女性の教





















































  教育長の平均就任年齢が 48.6 歳（2000 年頃は約 42 歳）である米国では，若手教育長のワー
ク・ライフ・バランスが問題として顕在化している（Klatt 2014）。Klatt（2014）は，2 名の教











  効果的な教育長のリーダーシップモデルについては，NPBEA（2015）の 10 基準にまとめられ
ている。これは，「資質・能力」に焦点をあてた，教育長養成のカリキュラム開発において有用な
知見である。しかし，日常における教育長のリーダーシップを「態度・行動」の側面から捉える
ツールとしては複雑すぎて有用性に欠ける。そこで，Cuban（1988）や Johnson（1996）の 3 次
元論，Kowalski et al.（2010）の 5 次元論等の，やや抽象度の高いモデルが，教育長の態度・行
動の実態を説明する上では有用である。 
 教育長のリーダーシップには複数の次元があり，同時的に遂行されている。ただし，時代とと
もに，リーダーシップモデルの焦点は徐々に変化している。2002 年の NCLB 法を契機として，
特に教育的リーダーシップへの関心が急激に高まった。カリキュラムや授業実践に対する専門的
















（Marzano & Water's 2009）。しかし，双方の変数を直接的な影響関係として捉えることには違
和感がある。直接的な影響関係を否定する研究（Hough 2014）も，その後報告されている。双方
の変数は，間接的な影響関係として捉えた上で，適切な媒介変数を設定する作業が必要であると
考えられる。先行研究を見ると，媒介変数とは，校長のリーダーシップ（Danna & Spatt 2013），
教員リーダーシップ（Wells et al. 2010），継続的な学校改善及びカリキュラム・授業改善を促進










































究（Angel et al. 2013; Brunner 2008; Fenn & Mixon 2011; Wyland 2016），教育長の失敗事例
研究（Grogan 2008; Schechter 2011; Whitt et al. 2015），リーダーシップの障壁としての教育































（1）National Center for Education Statistics では，人口規模 25 万人以上を大都市学区，10 万人以
上を小都市学区，2 万 5 千人以上を小規模学区，都市部から 5-25 マイルの距離にある学区を田
舎学区と区分している（Noppe et al. 2013）。 
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1 調査の詳細は，前章（露口健司・卯月由佳・澤里翼「研究課題と方法」）を参照のこと。 
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が提示する市町村教育長のリーダーシップの 4 因子及び 3 要素（2）を中心としつつ，本報告書第 4
章「（1）在任期間及び就任前のキャリアに応じた教育長のリーダーシップと職能開発」の知見を
加味して，計 64 項目を設定した。基本的な設問文は，「貴校を所轄する市区町村教育委員会の教
育長の職務行動についてお尋ねします」である。各項目について，5 件法 （1. 全くそう思わない，






 表 1-3-1 は因子分析の結果を示したものであるが，因子負荷量が 3.0 以上のものを基準として，
4 因子が抽出された（表 1-3-1） 3。第 1 因子は，「2. 校長のリーダーシップに期待してくれてい
る」「6. 学校の裁量や自主性を重視している」「10. 校長の仕事ぶりを信頼している」など 18 項
目から構成されている。これらは，校長や学校との信頼形成への教育長の影響力を示している。
上記第 1 項の理論的検討を踏まえて，変革的リーダーシップと命名した。 










第 4 因子は，「54. 首長との信頼関係は，極めて良好である」「56. 教育予算をめぐる首長（部
局）との対応（交渉）は適切である」「58. 教育委員との意思疎通は図られている」など 7 項目か
ら構成されている。これらは，ステークホルダーとの葛藤や調整へ教育長の影響力が見られるも
のである。上記第 1 項の理論的検討を踏まえて，政治的リーダーシップと命名した。 
 なお各リーダーシップ次元における信頼係数（クロンバック α係数）は，第 1 因子である変革





                                                  




3 質問 5_21「都道府県教委や教育事務所と緊密な連携をとる」は，因子負荷量が 0.3 を超えなかった
ために，因子分析から除外している。 
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表 1-3-1 リーダーシップ次元の因子分析の結果 （ 尤（さいゆう）法，プロマックス回転） 
 
因子名と項目 F1 F2 F3 F4 
<F1:変革的リーダーシップ> α=0.974         
問 5_2:校長のリーダーシップへの期待 0.900 0.182 -0.273 -0.016
問 5_6:学校の裁量や自主性の重視 0.894 -0.136 0.009 0.079
問 5_10:校長への信頼 0.890 0.002 -0.021 0.023
問 5_1:校長への傾聴 0.871 -0.066 0.011 0.055
問 5_4:地域の教育実態の把握 0.733 0.230 -0.101 0.018
問 5_16:校長を褒めて士気を高める 0.703 -0.118 0.380 -0.053
問 5_43:校長会との意思疎通 0.655 0.009 0.112 0.145
問 5_63:誠実で謙虚な姿勢 0.637 -0.113 0.245 0.116
問 5_64:リーダーとしての模範 0.507 0.128 0.251 0.065
問 5_19:校長，教員への語り 0.494 0.087 0.464 -0.120
問 5_9:学校教育への魅力的なビジョン 0.423 0.388 0.165 -0.081
問 5_25:校長への個別支援 0.391 -0.045 0.389 0.138
問 5_11:慣習にとらわれない意思決定 0.388 0.376 0.034 0.052
問 5_18:多様な角度からの視点 0.379 0.267 0.287 -0.017
問 5_7:人事における個人の能力・業績の重視 0.376 0.213 0.052 0.161
問 5_29:子供や地域第一の行動 0.370 0.136 0.299 0.100
問 5_22:校長・教員の人材育成 0.347 0.290 0.223 0.073
問 5_13:適材適所の教員人事 0.307 0.141 0.102 0.281
<F2:教育的リーダーシップ> α=0.966  
問 5_3:データ根拠の要求 0.152 0.784 -0.312 -0.049
問 5_41:データや資料に基づく施策の評価 -0.013 0.741 0.019 0.105
問 5_42:学力向上への意欲的取組 0.018 0.684 -0.027 0.122
問 5_50:重点目標の達成要求 -0.363 0.655 0.330 0.049
問 5_33:社会の変化の先取り -0.005 0.633 0.193 0.054
問 5_44:教育施策の学校への徹底 0.043 0.617 0.043 0.116
問 5_51:アイデアの積極的提案 -0.180 0.613 0.489 -0.124
問 5_8:地域教育への明確な教育ビジョン 0.326 0.595 0.066 -0.155
問 5_31:問題解決のための情報収集 0.095 0.583 0.017 0.224
問 5_53:政策評価結果の次年度への活用 -0.024 0.560 0.201 0.169
問 5_5:教育施策の PR 0.231 0.556 0.105 -0.088
問 5_23:教員研修の推進 0.265 0.539 0.042 -0.015
問 5_14:校長に対する指示の明確さ 0.107 0.528 0.208 -0.015
問 5_35:法令の解釈 0.080 0.482 -0.035 0.324
問 5_15:社会教育や生涯学習へのビジョン 0.207 0.474 0.230 -0.049
問 5_24:社会教育や生涯学習を振興する施策 -0.009 0.470 0.298 0.057
問 5_40:教育長自らの研鑽（けんさん） 0.042 0.426 0.345 0.032
問 5_27:決断や対応の迅速さ 0.101 0.416 0.171 0.211
問 5_30:教育課題解決のための施策実施 0.243 0.408 0.143 0.140
問 5_46:教育機関の安全管理の徹底 -0.099 0.404 0.001 0.398
<F3:社会正義リーダーシップ> α=0.974  
問 5_62:保護者や地域住民を魅了する語り 0.094 0.019 0.810 -0.012
問 5_49:地域行事での心に残る挨拶 0.194 0.040 0.746 -0.085
問 5_52:住民との懇談 -0.052 0.092 0.674 0.147
問 5_59:教育委員との意思疎通 0.128 -0.059 0.627 0.209
問 5_57:対応困難な保護者や地域住民の説得 0.005 -0.059 0.588 0.337
問 5_38:校長・教員への指導助言 0.246 0.206 0.575 -0.123
問 5_48:教育現場への訪問 0.213 0.017 0.566 0.051
問 5_17:保護者や地域住民のつながり 0.164 0.084 0.552 0.068
問 5_60:児童生徒の福祉向上への取組 0.113 -0.001 0.551 0.253
問 5_37:学校職員への賛辞 0.451 -0.086 0.545 -0.041
問 5_45:保護者や PTA との対話の重視 0.019 0.147 0.535 0.187
問 5_26:社会教育関係団体や自治会組織との関係強化 -0.067 0.200 0.521 0.174
問 5_39:地域の教育格差問題の解消への意欲 -0.008 0.133 0.501 0.218
問 5_28:研修会等への出席と指導助言 0.225 0.294 0.479 -0.130
問 5_61:地域づくりへの積極的貢献 0.200 0.098 0.475 0.161
問 5_34:献身的な働きぶり 0.339 0.153 0.408 0.032
問 5_36:家庭問題への理解 0.199 0.057 0.382 0.240
問 5_20:住民の意見や要望への傾聴 0.190 0.184 0.328 0.150
<F4:政治的リーダーシップ> α=0.913  
問 5_54:首長との信頼関係 0.023 0.001 -0.060 0.785
－39－
問 5_56:首長（部局）との適切な予算交渉 0.004 0.050 0.059 0.731
問 5_58:校長・教員への指導助言 0.201 -0.057 0.180 0.561
問 5_32:議会や首長に対する調整能力 0.073 0.227 0.062 0.538
問 5_55:教育委員会事務局の統括 0.371 -0.077 0.074 0.535
問 5_12:教育予算の獲得 0.124 0.197 0.027 0.374





   F1 F2 F3 F4
F1:変革的リーダーシップ 3.960 0.786 1.000 0.730 0.792 0.689
F2:教育的リーダーシップ 3.996 0.650 0.730 1.000 0.793 0.705
F3:社会正義リーダーシッ
プ 
3.723 0.774 0.792 0.793 1.000 0.761
F4:政治的リーダーシップ 3.839 0.712 0.689 0.705 0.761 1.000
 
 
表 1-3-2 各変数の記述統計量 
 
 度数 小値 大値 平均値 標準偏差 
問 5_1:校長への傾聴 1004 1 5 4.024 1.000
問 5_2:校長のリーダーシップへの期待 1004 1 5 4.433 0.779
問 5_3:データ根拠の要求 1004 1 5 4.165 0.785
問 5_4:地域の教育実態の把握 1004 1 5 4.241 0.884
問 5_5:教育施策の PR 1004 1 5 4.078 0.852
問 5_6:学校の裁量や自主性の重視 1004 1 5 3.972 0.996
問 5_7:人事における個人の能力・業績の重視 1004 1 5 3.735 0.870
問 5_8:地域教育への明確な教育ビジョン 1004 1 5 4.184 0.880
問 5_9:学校教育への魅力的なビジョン 1004 1 5 3.980 0.954
問 5_10:校長への信頼 1004 1 5 4.093 0.954
問 5_11:慣習にとらわれない意思決定 1004 1 5 3.981 0.905
問 5_12:教育予算の獲得 1004 1 5 3.253 0.904
問 5_13:適材適所の教員人事 1004 1 5 3.491 0.869
問 5_14:校長に対する指示の明確さ 1004 1 5 3.817 0.881
問 5_15:社会教育や生涯学習へのビジョン 1004 1 5 3.907 0.910
問 5_16:校長を褒めて士気を高める 1004 1 5 3.814 1.062
問 5_17:保護者や地域住民のつながり 1004 1 5 3.704 0.943
問 5_18:多様な角度からの視点 1004 1 5 3.954 0.913
問 5_19:校長，教員への語り 1004 1 5 3.825 1.035
問 5_20:住民の意見や要望への傾聴 1004 1 5 3.865 0.847
問 5_21:県教委や教育事務所との連携 1000 1 5 3.923 0.855
問 5_22:校長・教員の人材育成 1004 1 5 3.881 0.866
問 5_23:教員研修の推進 1004 1 5 3.997 0.811
問 5_24:社会教育や生涯学習を振興する施策 1004 1 5 3.676 0.857
問 5_25:校長への個別支援 1004 1 5 3.677 1.056
問 5_26:社会教育関係団体や自治会組織との関係強化 1004 1 5 3.679 0.838
問 5_27:決断や対応の迅速さ 1004 1 5 4.068 0.849
問 5_28:研修会等への出席と指導助言 1004 1 5 3.778 0.991
問 5_29:子供や地域第一の行動 1004 1 5 4.120 0.902
問 5_30:教育課題解決のための施策実施 1004 1 5 4.014 0.823
問 5_31:問題解決のための情報収集 1004 1 5 4.082 0.790
問 5_32:議会や首長に対する調整能力 1004 1 5 3.870 0.881
問 5_33:社会の変化の先取り 1004 1 5 3.970 0.876
問 5_34:献身的な働きぶり 1004 1 5 3.826 0.962
問 5_35:法令の解釈 1004 1 5 4.043 0.801
問 5_36:家庭問題への理解 1004 1 5 3.820 0.891
問 5_37:学校職員への賛辞 1004 1 5 3.752 0.987
問 5_38:校長・教員への指導助言 1004 1 5 3.733 0.993
問 5_39:地域の教育格差問題の解消への意欲 1004 1 5 3.506 0.907
問 5_40:教育長自らの研鑽（けんさん） 1004 1 5 3.920 0.902
問 5_41:データや資料に基づく施策の評価 1004 1 5 3.997 0.817
問 5_42:学力向上への意欲的取組 1004 1 5 4.238 0.758
問 5_43:校長会との意思疎通 1004 1 5 4.005 1.006
問 5_44:教育施策の学校への徹底 1004 1 5 4.089 0.769
問 5_45:保護者や PTA との対話の重視 1004 1 5 3.822 0.848
問 5_46:教育機関の安全管理の徹底 1004 1 5 4.147 0.764
問 5_47:幅広いネットワーク 1004 1 5 3.947 0.843
－40－
問 5_48:教育現場への訪問 1004 1 5 3.715 1.062
問 5_49:地域行事での心に残る挨拶 1004 1 5 3.681 0.992
問 5_50:重点目標の達成要求 1004 1 5 3.778 0.825
問 5_51:アイデアの積極的提案 1004 1 5 3.819 0.882
問 5_52:住民との懇談 1004 1 5 3.709 0.881
問 5_53:政策評価結果の次年度への活用 1004 1 5 3.939 0.800
問 5_54:首長との信頼関係 1004 1 5 4.056 0.854
問 5_55:教育委員会事務局の統括 1004 1 5 4.033 0.925
問 5_56:首長（部局）との適切な予算交渉 1004 1 5 3.684 0.902
問 5_57:対応困難な保護者や地域住民の説得 1004 1 5 3.494 0.895
問 5_58:校長・教員への指導助言 1004 1 5 4.028 0.834
問 5_59:教育委員との意思疎通 1004 1 5 3.655 0.907
問 5_60:児童生徒の福祉向上への取組 1004 1 5 3.759 0.854
問 5_61:地域づくりへの積極的貢献 1004 1 5 3.914 0.903
問 5_62:保護者や地域住民を魅了する語り 1004 1 5 3.609 0.976
問 5_63:誠実で謙虚な姿勢 1004 1 5 3.995 0.976
問 5_64:リーダーとしての模範 1004 1 5 4.066 0.934
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成 30 年度実施），（16）貴校の「全国・学習状況調査」の「国語 B」の平均正答数（平成 30 年度
実施），（17）貴校の「全国・学習状況調査」の「算数数学 A」の平均正答数（平成 30 年度実施），




込み，SPSS Amos ver.23 を用いて因子分析を行った。 
 
表 1-4-1 学校の雰囲気の因子分析の結果（ 尤法，プロマックス回転） 
    F1 F2 F3 
校長のリーダーシップの発揮（α=0.85）  
 Q1_12:校長の傾聴 0.71 -0.09 -0.03 
 Q1_16:校長の教育環境改善への貢献 0.63 -0.04 -0.04 
 Q1_6:ビジョンの提示 0.60 -0.01 0.06 
 Q1_1:教職員の使命の共有 0.58 0.05 0.06 
 Q1_4:働きやすい職場 0.57 0.00 -0.04 
 Q1_22:校長の課題解決への支援 0.52 0.21 -0.11 
 Q1_2:教員の協力 0.51 0.05 0.05 
 Q1_5:授業改善の必要性 0.44 0.09 0.15 
 Q1_15:同僚に対する誠意 0.40 0.34 -0.03 
 Q1_7:学力実態の共有 0.37 0.08 0.13 
 Q1_3:学力向上に向けた理解 0.36 0.16 0.07 
教職員の意識の高まり（α=0.88）   
 Q1_14:研修で獲得した知識の交換 -0.19 0.79 0.08 
 Q1_18:教員間の授業や教育実践についての会話 -0.02 0.72 -0.09 
 Q1_13:授業や教育実践についての知識の交換 -0.06 0.67 0.14 
 Q1_21:自発的な高水準の目標設定 0.10 0.60 0.05 
 Q1_19:ほかの教職員の支援 0.15 0.58 -0.05 
 Q1_20:学校改善に対する責任意識 0.23 0.58 -0.08 
 Q1_17:教員間の教育課題についての会話 0.14 0.57 -0.02 
 Q1_23:教職員の重点目標に関する会話 0.15 0.54 0.01 
 Q1_11:特別支援についての話合い 0.22 0.31 0.09 
授業の相互評価（α=0.88）   
 Q1_9:授業の参観と意見交換 -0.02 -0.05 0.98 
 Q1_8:同僚への授業の公開 0.07 -0.09 0.86 
 Q1_10:同僚からのフィードバック -0.06 0.26 0.63 
         
 因子間相関 F2 0.77 ―  
















表 1-4-2 教職員の教育実践力について因子分析の結果（ 尤法，プロマックス回転） 
   F1 F2 
授業づくり（α=0.92）  
 Q2_4:教材の理解 0.74 -0.05 
 Q2_2:児童生徒の理解 0.74 -0.11 
 Q2_9:学習評価や授業評価の場の設定 0.70 -0.06 
 Q2_1:学習状況の把握と活用 0.70 -0.07 
 Q2_11:適切な発問 0.69 0.01 
 Q2_3:教材教具の選択と使用 0.64 0.03 
 Q2_16:反応による授業の再構成 0.58 0.14 
 Q2_6:目標の明確化と授業計画 0.57 0.09 
 Q2_5:教材の吟味 0.55 0.03 
 Q2_15:児童生徒の思いの導出 0.54 0.19 
 Q2_13:児童生徒の状況把握と対応 0.53 0.19 
 Q2_7:体験的学習，問題解決学習の導入 0.53 0.15 
 Q2_10:構造的な板書 0.52 0.11 
 Q2_12:的確な指示と説明 0.48 0.28 
 Q2_8:適切な学習形態の工夫 0.44 0.23 
 Q2_14:個別指導による学習状況の把握 0.43 0.26 
 Q2_19:興味関心の振起 0.42 0.35 
学級づくり（α=0.78）  
 Q2_17:聞く状況づくり -0.15 0.89 
 Q2_21:学習ルールの定着 -0.05 0.75 
 Q2_18:発言しやすい状況づくり 0.05 0.68 
 Q2_20:教室環境の整備 0.21 0.41 
       
































































































































表 1-5-1 学力向上に対する各リーダーシップ主体の影響力の主観的評価 
項  目 校長回答 教育長回答 
市町村レベル
平均の検定
 n M SD n M SD T 値 
市区町村政治・行政 
市区町村長 1108 3.54 .961 66 4.17 .815 5.35**
市区町村議会 1091 3.15 .900 65 3.54 .920 2.99**
市区町村教育委員会 教育長 1140 4.39 .771 64 4.72 .453 3.49**
市区町村教育委員会 教育委員 1118 3.72 .884 66 4.12 .668 4.39**
市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1134 4.37 .694 66 4.71 .519 4.13**
学校管理職・教員  
学校管理職 1143 4.51 .564 65 4.78 .414 4.20**
主幹教諭 725 4.13 .761 56 4.50 .632 4.24**
指導教諭 590 4.05 .821 45 4.49 .626 3.51**
主任層教員 1090 4.26 .687 66 4.48 .588 2.60**
学級担任・教科担当教員 1143 4.48 .621 65 4.71 .522 2.84**
チーム学校スタッフ  
学校事務職員 1114 3.14 .968 65 3.05 .799 －.99 
スクールカウンセラー 1078 3.25 .919 66 3.26 .882    .47 
スクールソーシャルワーカー 855 3.03 .922 64 3.28 .845 2.27* 
支援員 1029 3.91 .799 65 3.80 .905 －1.30 
家庭  
PTA 1130 3.43 .797 66 3.61 .802 1.45 
各家庭 1138 3.72 .856 66 4.03 .859 2.86**
学習塾 988 3.83 .787 61 4.11 .733 2.72**
地域  
学校運営協議会のメンバー 884 3.38 .778 50 3.60 .782 1.77 
児童クラブ（学童）のスタッフ 825 3.12 .790 62 3.23 .688 1.02 
放課後子供教室のスタッフ 720 3.26 .871 63 3.44 .690 2.15* 
地域の学校教育・社会教育関係団体 1002 3.34 .751 65 3.51 .640 2.04* 
        













表 1-5-2 学校幸福度向上に対する各リーダーシップ主体の影響力の主観的評価 
項  目 校長回答 教育長回答 
市町村レベル
平均の検定
 n M SD n M SD T 値 
市町村政治・行政   
市区町村長 1115 3.87 .916 66 4.56 .585 6.53**
市区町村議会 1106 3.53 .931 66 3.97 .723 3.91**
市区町村教育委員会 教育長 1136 4.34 .782 64 4.70 .460 3.82**
市区町村教育委員会 教育委員 1121 3.85 .859 66 4.26 .664 3.62**
市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1123 4.28 .708 66 4.59 .581 3.25**
学校管理職・教員    
学校管理職 1146 4.60 .553 66 4.76 .432 2.26* 
主幹教諭 722 4.22 .737 56 4.43 .657 2.55* 
指導教諭 598 4.06 .818 45 4.27 .751 1.17 
主任層教員 1066 4.39 .643 66 4.42 .634 －.21 
学級担任・教科担当教員 1144 4.57 .572 66 4.68 .501 1.39 
チーム学校スタッフ    
学校事務職員 1125 3.92 .861 66 3.73 .814 －1.76 
スクールカウンセラー 1093 4.08 .739 66 4.36 .835 2.44* 
スクールソーシャルワーカー 860 3.76 .875 64 4.33 .757 5.11**
支援員 1013 4.13 .733 64 4.13 .882 －.51 
家庭    
PTA 1138 4.03 .683 66 4.15 .749 1.17 
各家庭 1137 4.01 .772 65 4.15 .888 .88 
学習塾 937 2.93 .844 61 3.02 .904 .76 
地域    
学校運営協議会のメンバー 877 3.72 .770 52 3.87 .715 1.20 
児童クラブ（学童）のスタッフ 824 3.56 .805 63 3.76 .756 1.56 
放課後子供教室のスタッフ 713 3.55 .820 63 3.73 .745 1.58 
地域の学校教育・社会教育関係団体 1014 3.55 .787 65 3.82 .705 2.53* 
        




























均値 3.74，標準偏差.48，範囲 2.13～5.00，度数 1151，α=.93 である。子供の学校幸福度を対象
とするリーダーシップ総量（幸福）の記述統計は，平均値 3.98，標準偏差.48，範囲 2.10～5.00，





学力向上の測定においては，校長用質問紙によって，平成 28 年度と平成 30 年度の学力スコア変
動，平成 29 年度と平成 30 年度の学力スコア変動について質問した。「1. 高位水準（全国の平均
正答率よりも約 5 ポイント以上）を維持している」及び「2. 全国平均以上を維持している」を高
位維持群，「3. 全国平均以下から，高位水準に上昇」及び「4. 全国平均以下から，全国平均以上
に上昇」を上昇傾向群，「5. ほぼ全国平均と同値を維持」を全国平均群，「6. 全国平均以上から，





分析の結果は，表 1-5-3 及び図 1-5-2 のとおりである。学力変動の 5 群の中では，上昇傾向群





表 1-5-3 リーダーシップ総量（学力）と学力変動との関係 
 H29 年度からの変動 H28 年度からの変動 
  M SD N Range M SD N Range 
1.低位維持群 3.68 .46 250 2.44-4.94 3.66 .46 252 2.44-4.94 
2.下降傾向群 3.75 .41 89 2.59-4.61 3.74 .40 80 2.80-4.61 
3.全国平均群 3.74 .47 253 2.13-3.84 3.75 .48 257 2.13-4.83 
4.上昇傾向群 3.88 .46 90 2.56-5.00 3.88 .50 93 2.58-5.00 
5.高位維持群 3.75 .48 391 2.20-5.00 3.74 .46 389 2.20-5.00 
合計 3.74 .47 1073 2.13-5.00 3.74 .47 1071 2.13-5.00 
F 検定 F（4/1068）=3.34** F（4/1066）=4.11** 
下位検定 Bonferroni  4 > 1* Bonferroni  4 > 1* 




































































































































































































































学力変動のグループ間の有意差が認められた 7 変数の結果について，表 1-5-4 に示す。学力変
動とともにリーダーシップが認められた主体として，第 1 に，チーム学校のスペシャリストであ
る学校事務職員，スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカーが析出されている。第 2






表 1-5-4 学力向上との間に関連性が認められたリーダーシップ主体 
 学校事務職員 スクールカウンセラー 
  M SD N Range M SD N Range 
1.低位維持群 3.05 .93 248 1.00-5.00 3.12 .93 241 1.00-5.00
2.下降傾向群 3.17 .89 84 1.00-5.00 3.19 .80 80 1.00-5.00
3.全国平均群 3.27 .99 244 1.00-5.00 3.30 .95 237 1.00-5.00
4.上昇傾向群 3.34 1.07 89 1.00-5.00 3.49 .89 83 1.00-5.00
5.高位維持群 3.06 .97 375 1.00-5.00 3.26 .90 366 1.00-5.00
合計 3.14 .97 1040 1.00-5.00 3.25 .92 1007 1.00-5.00
F 検定 F（4/1035）=3.17* F（4/1002）=3.06* 
下位検定 － Bonferroni  4 > 1* 
 スクールソーシャルワーカー PTA 
  M SD N Range M SD N Range 
1.低位維持群 2.88 .94 189 1.00-5.00 3.30 .84 248 1.00-5.00 
2.下降傾向群 3.15 .87 61 1.00-5.00 3.41 .72 88 1.00-5.00 
3.全国平均群 3.05 .93 188 1.00-5.00 3.43 .79 247 1.00-5.00 
4.上昇傾向群 3.39 .84 66 1.00-5.00 3.57 .76 88 2.00-5.00 
5.高位維持群 3.01 .92 293 1.00-5.00 3.46 .81 384 1.00-5.00 
合計 3.03 .92 797 1.00-5.00 3.42 .80 1055 1.00-5.00 
F 検定 F（4/792）=4.21** F（4/1050）=2.50* 
下位検定 Bonferroni  4 > 1* － 
 各家庭 学校運営協議会のメンバー 
  M SD N Range M SD N Range 
1.低位維持群 3.51 .95 247 1.00-5.00 3.32 .74 182 1.00-5.00 
2.下降傾向群 3.57 .98 89 2.00-5.00 3.20 .76 64 2.00-5.00 
3.全国平均群 3.67 .82 250 2.00-5.00 3.30 .80 204 1.00-5.00 
4.上昇傾向群 3.81 .79 90 2.00-5.00 3.65 .76 69 2.00-5.00 
5.高位維持群 3.88 .79 384 1.00-5.00 3.46 .77 303 1.00-5.00 
合計 3.71 .86 1060 1.00-5.00 3.39 .78 822 1.00-5.00 
F 検定 F（4/1055）=8.52** F（4/817）=4.59** 
下位検定 Tamhane 5 > 1*，5 > 3*，4 > 1* Bonferroni  4 > 1* 
 地域の学校教育・社会教育関係団体  
  M SD N Range     
1.低位維持群 3.23 .80 222 1.00-5.00     
2.下降傾向群 3.32 .67 72 1.00-5.00     
－52－
3.全国平均群 3.34 .72 214 1.00-5.00     
4.上昇傾向群 3.61 .74 79 2.00-5.00     
5.高位維持群 3.35 .75 349 1.00-5.00     
合計 3.34 .75 936 1.00-5.00     
F 検定 F（4/931）=3.66**  
下位検定 Bonferroni  4 > 1*  




本研究では，子供の学校幸福度を，QOL（Quality of Life）の視点から捉える。子供の QOL は，
身体的健康（physical well-being），精神的健康（emotional well-being），自尊感情（self-esteem），
家族（family），友達（friends），学校生活（school）の 6 次元から測定することができる（古荘・





子供たちが学校幸福度を脅かす課題に直面していない場合に得点は高く（ 高 18 点），学校幸
福度が脅かされている場合に得点は低い（ 低 6 点）。記述統計は，平均値 12.70，標準偏差 2.46，
範囲 6-18 であった。分析に当たり，度数に基づく 4 分位操作を行い，低位群（6-11 点; 29.0%），














表 1-5-5 リーダーシップ総量と学校幸福度の関連性 
  M SD N Range 
1.低位群 4.03 .49 332 2.10-5.00 
2.中低位群 3.96 .43 254 2.14-5.00 
3.中高位群 3.94 .46 282 2.67-5.00 
4.高位群 3.99 .47 276 2.76-5.00 
合計 3.98 .47 1144 2.10-5.00 




図 1-5-4 学校幸福度グループごとのリーダーシップ主体の影響力評価 
 
表 1-5-6 学校幸福度との間に関連性が認められたリーダーシップ主体 
 学級担任・教科担当教員 スクールソーシャルワーカー 
  M SD N Range M SD N Range 
1.低位群 4.63 .549 329 1.00-5.00 3.92 .890 268 1.00-5.00
2.中低位群 4.50 .582 253 3.00-5.00 3.75 .726 183 1.00-5.00
3.中高位群 4.50 .598 281 2.00-5.00 3.64 .947 209 1.00-5.00
4.高位群 4.64 .552 275 3.00-5.00 3.69 .882 196 1.00-5.00
合計 4.57 .573 1138 1.00-5.00 3.76 .876 856 1.00-5.00
F 検定 F（3/1134）=5.12** F（3/852）=4.86** 
下位検定 Tamhane  1 > 2*，1 > 3*,4 > 2 *，4 > 3* Tamhane  1 > 3*，1 > 4* 
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16．指導教諭 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
17．主任層教員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
18．学級担任・教科担当教員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
19．スクールカウンセラー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
20．スクールソーシャルワーカー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
21．支援員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
22．PTA ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
23．各家庭 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
24．学校運営協議会のメンバー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
25．児童クラブ（学童）のスタッフ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
26．放課後子供教室のスタッフ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
27．学習塾 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
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    事務局本務職員総数    （ ）⼈ 
    うち 指導主事 （ ）⼈ 
充て指導主事    （ ）⼈ 
管理主事 （ ）⼈ 
社会教育主事    （ ）⼈ 
【質問４】教育⻑ご自身のことについてお尋ねします。以下の（１）〜（６）の項目について，当てはま
る番号を〇で囲み，空欄には適切な記述又は数値を入れてください。 
（１）性別 １．男 ２．⼥ 
（２）年齢（調査回答時点） （ ）才 
（３）教育⻑としての通算経験年数 （ ）年 
（４）教育⻑に就任したのはいつですか。過去に何度か教育⻑に就任している場合，現在まで連続する在
職期間の開始時期について記入してください。 




３．地方公務員（教育⻑，教職員，教育委員会関係職員は除く）  ４．国家公務員 
５．⺠間企業の役員・従業員       ６．その他（ ）
（６）過去の経験について，当てはまる番号を全て〇で囲んでください。 
１．教職経験 ２．教育⾏政経験 ３．一般⾏政経験 






































1．教職員の多くは，本校において達成すべき使命を共有している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
2．教員の多くは，何事に対しても協⼒して取り組もうとしている ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
3．児童⽣徒の学⼒向上のためには，どうすればよいかを多くの教員
が理解している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
4．安心して働くことのできる，働きやすい職場である ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
5．授業改善の必要性を，多くの教員が理解している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
6．教職員が努⼒し実現したくなるようなビジョンが⽰されている ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
7．児童⽣徒の学⼒実態を，教職員で共有している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
8．授業を同僚の教員に公開することが習慣化している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
9．同僚の教員の授業を参観し，意⾒交換することが習慣化している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
10．授業に対する同僚の教員からの効果的なフィードバックがある ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
11．特別に配慮する必要のある児童⽣徒に対する支援の方法につい
て，同僚の教員同士で話し合っている ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
12．校⻑は，教職員の話に耳を傾けている ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
13．新しい授業技法や実践についての知識を同僚の教員同士で交換し
あうことがある ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
14．校外での研修等で獲得した知識を，同僚の教員同士で交換しあう
ことがある ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
15．本校の教職員は，同僚に対して誠意をもって接している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
16．校⻑は，教育環境の改善に向けて，児童⽣徒，保護者，教職員に
対して日々貢献している 
４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
17．同僚の教員同士で授業運営や学級経営上の課題についての会話を
交わすことがある ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
18．教員は，休み時間などでも，授業や教育実践に関する話を同僚 
   と交わしている ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
19．多くの教職員が，ほかの教職員を自発的に支援している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
20．多くの教職員が学校改善に対する責任を意識している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
21．多くの教職員が自分自身に高い水準の目標を課している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
22．校⻑は教職員が課題の解決に取り組む際に支援している ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
23．同僚の教職員同士で学校の重点目標に関する会話を交わすことが














し，授業改善のために活用できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
2．児童⽣徒の思考スタイルや性格の特徴を理解し，教材の選択や指
導計画⽴案に⽣かすために活用できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
3．授業のねらいを達成するのにふさわしい教材や教具を選択し，適
切に使用できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
4．教材について正しく理解したり，深く理解したりできる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
5．教材研究に対して時間をかけ，教材の吟味を重ねることができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
6．単元目標や授業目標を明確にし，児童⽣徒の状況に応じて単元の
指導計画や一単位時間の授業を計画することができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
7．学習過程を工夫し，体験的な学習や問題解決的な学習を積極的に
取り入れることができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
8．一⻫学習とグループ学習や個別学習など，適切な学習形態を工夫
することができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
9．適切な学習評価や授業評価の場を設定することができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
10．児童⽣徒の理解や思考に役⽴つような構造的な板書を⾏うことが
できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
11．児童⽣徒の思考を促したり焦点化したりするために適切な発問を
⾏うことができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
12．的確な指⽰を⾏ったり，分かりやすく説明を⾏ったりすることが
できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
13．児童⽣徒の反応や状況を把握し，適切に対応することができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
14．個別指導の中で，個々の児童⽣徒の学習状況を把握し，適切に対
応することができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
15．児童⽣徒の思いや考えを引き出すことができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
16．児童⽣徒の反応を⽣かしながら授業を構成（再構成）することが
できる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
17．先⽣や友達の話をしっかり聞ける状況を作り出すことができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
18．支持的風土づくりに努め，発言しやすい状況を作り出すことがで
きる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
19．児童⽣徒の興味関心を高め，課題意識や学習意欲を持たせること
ができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
20．学習活動とリンクした掲⽰物を掲⽰したり，学習に集中できるよ
うに教室環境を整えたりできる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
21．基本的な学習ルールを定着させて，的確な指⽰を出して学習集団
を動かすことができる ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
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 5．都道府県教育委員会事務局（指導主事等） ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 6．都道府県教育委員会 教育事務所（指導主事等） ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
7. 都道府県教育センター（指導主事等） ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 8．市区町村⻑ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 9．市区町村議会 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
10．市区町村教育委員会 教育⻑ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
11．市区町村教育委員会 教育委員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
12．市区町村教育委員会事務局（指導主事等） ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
13．学校管理職 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
14．学校事務職員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
15．主幹教諭 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
16．指導教諭 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
17．主任層教員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
18．学級担任・教科担当教員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
19．スクールカウンセラー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
20．スクールソーシャルワーカー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
21．支援員 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
22．PTA ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
23．各家庭 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
24．学校運営協議会のメンバー ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
25．児童クラブ（学童）のスタッフ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
26．放課後⼦供教室のスタッフ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
27．学習塾 ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 















1．校⻑の意⾒や提案によく耳を傾ける ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
2．校⻑のリーダーシップに期待してくれている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 3．物事を決めるとき，客観的なデータ根拠を求める  ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 4．地域の教育の実態を正確に把握するよう努めている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 5．教育施策を地域住⺠に積極的に PR し，理解を求める ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 6．学校の裁量や自主性を重視している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 7．人事を⾏う場合は，個人の能⼒・業績を重視する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 8．地域の教育についての明確な教育ビジョンを⽰す ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
 9．学校教育についての魅⼒的なビジョンを⽰している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
10．校⻑の仕事ぶりを信頼している  ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
11．過去の慣習にとらわれずに意思決定できる ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
12．教育予算を思いどおりに獲得している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
13．適材適所の教職員人事を⾏っている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
14．校⻑に対して明確に仕事の指⽰を与える ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
15．地域の社会教育や⽣涯学習についての明確なビジョ
ンを持っている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
16．校⻑を褒めて士気を高めている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
17．保護者や地域住⺠相互のつながりづくりを築く ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
18．多様な角度からものの⾒方や考え方を⽰す ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
19．校⻑・教員を奮い⽴たせるような語りがある ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
20．住⺠（市⺠）の意⾒や要望によく耳を傾ける ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
21．都道府県教委や教育事務所と緊密な連携をとる ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
22．校⻑・教員の人材育成を積極的に進める ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
23．教員研修を積極的に推進している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
24．社会教育や⽣涯学習を振興するための施策を積極的
に打ち出している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
25．校⻑が困っていたら，個別に支援する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
26．社会教育関係団体や自治会組織との関係強化を図る ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
27．決断は素早く，対応も迅速である ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
28．教員研修会等に出席し，適切な指導助言を⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
29．⼦供や地域のことを第一に考えて⾏動している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
30．地域の教育課題解決のため，教育施策を着実に実施
する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
31．問題解決に必要な情報を，素早く収集する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
32．議会や⾸⻑（部局）に対する調整能⼒が優れている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
33．社会の変化を先取りし，新しい教育施策を展開する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
34．献身的な働きぶりが目⽴つ ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
35．法令を適切に解釈して，事務処理（決裁）を⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 












37．学校の職員をよく褒めている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
38．校⻑・教員に対して教育上の専門的指導や助言を適
切に⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
39．地域における教育格差問題の解消に意欲的である ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
40．教育⻑は自らの研修（自⼰けんさん）に積極的である ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
41．教育施策実施後の評価を，データや資料に基づいて
客観的に⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
42．児童⽣徒の学⼒向上に意欲時に取り組んでいる ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
43．校⻑会との意思疎通を⼗分に図っている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
44．教育施策の方針や内容を，学校に徹底させている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
45．保護者や PTA との対話を重視している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
46．学校や公⺠館等の所管の教育機関に対して，安全管
理・危機管理の徹底を求める ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
47．教育関係者以外にも広くネットワークを有している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
48．学校や公⺠館等，教育現場への訪問をよく⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
49．地域の各種⾏事において，心に残る挨拶を⾏う ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
50．学校や公⺠館等の所管の教育機関に対して，教育⾏
政の重点目標の達成を強く求める ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
51．自らの新しい考えやアイデアを積極的に提案する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
52．地域住⺠やその代表者とよく懇談する ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
53．教育施策実施の評価結果を，次年度の教育施策に必
ず⽣かすよう努める ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
54．⾸⻑との信頼関係は，極めて良好である ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
55．教育委員会事務局をうまく統括している ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
56．教育予算をめぐる⾸⻑（部局）との対応（交渉）は適
切である ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
57．対応が難しい保護者や地域住⺠を説得することがで
きる  ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
58．教育委員との意思疎通は図られている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
59．⼦供の意⾒や要望に⼗分に耳を傾けている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
60．児童⽣徒の福祉の向上に意欲的に取り組んでいる ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
61．人づくりを通して地域づくりに積極的に貢献しよう
と努めている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
62．保護者や地域住⺠を魅了する語りがある ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 
63．誠実で謙虚な姿勢を貫いている ５ ―― ４ ―― ３ ―― ２ ―― １ 





（都道府県名︓ ）（市区町村名︓    ） 
（２）貴校の校種   １．小学校 ２．中学校 
    ３．義務教育学校   ４．中等教育学校前期課程 
＊義務教育学校ではない小中一貫型の小学校・中学校の場合は，この調査の対象となっている
校種について，小学校又は中学校のいずれかを選んでください。   
（３）あなたは，ほかの小・中学校を兼務していますか。      １．はい  ２．いいえ 
（４）貴校はコミュニティ・スクール指定校ですか。   １．はい（H  年から） ２．いいえ 
（５）貴校には学校支援地域本部が置かれていますか。 １．はい（H   年から） ２．いいえ 
（６）貴校には地域学校協働本部が置かれていますか。 １．はい（H   年から） ２．いいえ 
（７）貴校（区）には学校と地域をつなぐ地域コーディネーターが配置されていますか。 
 １．はい（H  年から） ２．いいえ 
（８）副校⻑・教頭数 （ ）人 
（９）常勤教員数（講師・再任用を含む）   （ ）人 
（１０）非常勤教員数     （ ）人 
（１１）教員以外の職員数（常勤・非常勤を問わず）     （ ）人 
（１２）児童・⽣徒数      （ ）人 
（１３）学級数（全学年・特別支援学級を含む）  （ ）学級 
（１４）就学援助を受けている児童⽣徒の割合 
１．在籍していない ２．５％未満 ３．５％〜１０％未満 
４．１０％〜２０％未満 ５．２０％〜３０％未満 ６．３０％〜５０％未満 
７．５０％以上 
－67－
（１５）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の「国語 A」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（ ）問 
（１６）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の「国語 B」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（ ）問 
（１７）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の「算数数学 A」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（       ）問 
（１８）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の「算数数学 B」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（       ）問 
（１９）貴校において児童⽣徒の学習への取組状況は， 
    １．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２０）貴校において児童⽣徒を取り巻く環境の安心・安全は， 
    １．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２１）貴校において児童⽣徒の身体的健康は， 
    １．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２２）貴校において児童⽣徒の精神的健康は， 
１．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２３）貴校において児童⽣徒の自尊感情は， 
１．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２４）貴校において児童⽣徒の不登校は， 
１．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
（２５）貴校において児童⽣徒の友達関係は， 
１．大きな課題となっている  ２．やや課題となっている  ３．課題となっていない 
－68－
（２６）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の結果（平成 30 年度の国語と算数数学をあわせたおよその
傾向）は，平成 29 年度と比べて， 
    １．高位水準（全国の平均正答率よりも約 5 ポイント以上）を維持している 
    ２．全国平均以上を維持している 
    ３．全国平均以下から，高位水準に上昇 
４．全国平均以下から，全国平均以上に上昇 
５．ほぼ全国平均と同値を維持 
    ６．全国平均以上から，低位水準（全国平均正答率よりも約 5 ポイント以下）に下降 
    ７．全国平均以上から，全国平均以下に下降  
８．全国平均以下を維持している 
  ９．低位水準（全国の平均正答率よりも約 5 ポイント以下）を維持している 
（２７）貴校の「全国学⼒・学習状況調査」の結果（平成 30 年度の国語と算数数学をあわせたおよその
傾向）は，平成 28 年度と比べて， 
    １．高位水準（全国の平均正答率よりも約 5 ポイント以上）を維持している 
    ２．全国平均以上を維持している 
    ３．全国平均以下から，高位水準に上昇 
    ４．全国平均以下から，全国平均以上に上昇 
    ５．ほぼ全国平均と同値を維持 
    ６．全国平均以上から，低位水準（全国平均正答率よりも約 5 ポイント以下）に下降 
    ７．全国平均以上から，全国平均以下に下降  
  ８．全国平均以下を維持している 





（１）性別  １．男         ２．⼥ 
（２）年齢（調査回答時点）      （      ）才 
（３）出身学部  １．教員養成系学部(国⽴)  ２．教員養成系学部(私⽴)  ３．それ以外 
（４）現在まで勤務した校種について，当てはまる番号を全て〇で囲んでください。 
１．幼稚園    ２．小学校      ３．中学校     ４．義務教育学校 
  ５．高等学校   ６．中等教育学校   ７．特別支援学校 
（５）現在まで経験した職等について，当てはまる番号を全て〇で囲んでください。 
１．指導主事 ２．管理主事 ３．社会教育主事 
４．主幹教諭   ５．指導教諭    ６．教務主任
７．研修主任   ８．学年主任    ９．⽣徒指導主事・主任   
10．進路指導主事  11．事務職員      12．いずれも当てはまらない 
（６）公⽴学校以外で現在まで経験した勤務場所等について，当てはまる番号を全て〇で囲んでくださ
い。 
１．教育委員会     ２．教育研究所・センター 
３．社会教育施設    ４．国⽴大学等の附属学校    ５.その他（  ） 
（７）校⻑登用前の直近の職・勤務先等について，当てはまる番号一つを○で囲んでください。 
１．副校⻑・教頭    ２．教諭       ３．主幹教諭 
４．指導教諭      ５．教育委員会    ６．教育研究所・センター 




（９）副校⻑・教頭としての通算勤務年数  （ ）年 
（１０）校⻑としての通算勤務年数  （ ）年 
（１１）現在の勤務校を含め校⻑として勤務した学校数  （ ）校 













表 1-6-1 校長調査の記述統計量 
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q1_1:教職員の使命の共有 1153 2 4 3.39 0.525
Q1_2:教員の協力 1155 2 4 3.63 0.516
Q1_3:学力向上に向けた理解 1153 2 4 3.09 0.52
Q1_4:働きやすい職場 1151 2 4 3.47 0.561
Q1_5:授業改善の必要性 1151 2 4 3.36 0.602
Q1_6:ビジョンの提示 1154 2 4 3.16 0.548
Q1_7:学力実態の共有 1156 1 4 3.38 0.582
Q1_8:同僚への授業の公開 1153 1 4 3.24 0.746
Q1_9:授業の参観と意見交換 1156 1 4 3.04 0.764
Q1_10:同僚からのフィードバック 1153 1 4 2.92 0.676
Q1_11:特別支援についての話し合い 1156 2 4 3.5 0.558
Q1_12:校長の傾聴 1152 2 4 3.6 0.499
Q1_13:授業や教育実践についての知識の交換 1155 1 4 3.04 0.602
Q1_14:研修で獲得した知識の交換 1155 1 4 2.96 0.641
Q1_15:同僚に対する誠意 1154 2 4 3.48 0.537
Q1_16:校長の教育環境改善への貢献 1152 2 4 3.28 0.507
Q1_17:教員間の教育課題についての会話 1156 2 4 3.38 0.54
Q1_18:教員間の授業や教育実践についての会話 1152 2 4 3.22 0.617
Q1_19:他の教職員の支援 1155 2 4 3.3 0.6
Q1_20:学校改善に対する責任意識 1152 1 4 3.06 0.6
Q1_21:自発的な高水準の目標設定 1154 1 4 2.88 0.577
Q1_22:校長の課題解決への支援 1154 2 4 3.31 0.509
Q1_23:教職員の重点目標に関する会話 1156 1 4 2.88 0.61
Q2_1:学習状況の把握と活用 1156 2 4 2.98 0.447
Q2_2:児童生徒の理解 1156 1 4 2.88 0.501
Q2_3:教材教具の選択と使用 1155 1 4 3.05 0.476
Q2_4:教材の理解 1155 1 4 2.96 0.485
Q2_5:教材の吟味 1153 1 4 2.89 0.605
Q2_6:目標の明確化と授業計画 1156 2 4 2.97 0.532
Q2_7:体験的学習、問題解決学習の導入 1156 1 4 2.95 0.613
Q2_8:適切な学習形態の工夫 1156 1 4 3.17 0.626
Q2_9:学習評価や授業評価の場の設定 1154 1 4 2.84 0.555
Q2_10:構造的な板書 1156 1 4 2.87 0.539
Q2_11:適切な発問 1155 1 4 2.87 0.491
Q2_12:的確な指示と説明 1156 2 4 3.07 0.465
Q2_13:児童生徒の状況把握と対応 1154 2 4 3.04 0.487
Q2_14:個別指導による学習状況の把握 1155 2 4 3.04 0.541
Q2_15:児童生徒の思いの導出 1156 2 4 2.91 0.534
Q2_16:反応による授業の再構成 1154 1 4 2.83 0.562
Q2_17:聞く状況づくり 1152 2 4 3.21 0.529
Q2_18:発言しやすい状況づくり 1154 2 4 3.13 0.528
Q2_19:興味関心の振起 1156 2 4 3.01 0.51
Q2_20:教室環境の整備 1155 1 4 3.01 0.58
Q2_21:学習ルールの定着 1156 1 4 3.24 0.519
Q2_22:ICT の活用 1155 1 4 2.86 0.611
Q3_1:都道府県知事 1038 1 5 3.16 0.978
Q3_2:都道府県議会 1019 1 5 2.87 0.889
Q3_3:都道府県教育委員会 教育長 1043 1 5 3.77 1.007
Q3_4: /都道府県教育委員会 教員委員 1017 1 5 3.23 0.942
Q3_5:都道府県教育委員会事務局（指導主事等） 1033 1 5 3.78 0.981
Q3_6:都道府県教育委員会 教育事務所（指導主事等） 994 1 5 3.78 0.995
Q3_7:都道府県教育センター（指導主事等） 1021 1 5 3.77 0.979
Q3_8:市区町村長 1108 1 5 3.54 0.961
Q3_9:市区町村議会 1091 1 5 3.15 0.9
Q3_10:市区町村教育委員会 教育長 1140 1 5 4.39 0.771
Q3_11:市区町村教育委員会 教育委員 1118 1 5 3.72 0.884
Q3_12:市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1134 1 5 4.37 0.694
Q3_13:学校管理職 1143 2 5 4.51 0.564
－72－
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q3_14:学校事務職員 1114 1 5 3.14 0.968
Q3_15:主幹教諭 725 1 5 4.13 0.761
Q3_16:指導教諭 590 1 5 4.05 0.821
Q3_17:主任層教員 1090 1 5 4.26 0.687
Q3_18:学級担任・教科担当教員 1143 2 5 4.48 0.621
Q3_19:スクールカウンセラー 1078 1 5 3.25 0.919
Q3_20:スクールソーシャルワーカー 855 1 5 3.03 0.922
Q3_21:支援員 1029 1 5 3.91 0.799
Q3_22:PTA 1130 1 5 3.43 0.797
Q3_23:各家庭 1138 1 5 3.72 0.856
Q3_24:学校運営協議会のメンバー 884 1 5 3.38 0.778
Q3_25:児童クラブ（学童）のスタッフ 825 1 5 3.12 0.79
Q3_26:放課後子供教室のスタッフ 720 1 5 3.26 0.871
Q3_27:学習塾 988 1 5 3.83 0.787
Q3_28:地域の学校教育・社会教育関係団体 1002 1 5 3.34 0.751
Q4_1:都道府県知事 1030 1 5 3.33 0.971
Q4_2:都道府県議会 1016 1 5 3.1 0.931
Q4_3:都道府県教育委員会 教育長 1028 1 5 3.67 1.002
Q4_4: 都道府県教育委員会 教員委員 1003 1 5 3.31 0.934
Q4_5:都道府県教育委員会事務局（指導主事等） 1018 1 5 3.61 0.955
Q4_6:都道府県教育委員会 教育事務所（指導主事等） 981 1 5 3.6 0.966
Q4_7:都道府県教育センター（指導主事等） 1003 1 5 3.55 0.954
Q4_8:市区町村長 1115 1 5 3.87 0.916
Q4_9:市区町村議会 1106 1 5 3.53 0.931
Q4_10:市区町村教育委員会 教育長 1136 1 5 4.34 0.782
Q4_11:市区町村教育委員会 教育委員 1121 1 5 3.85 0.859
Q4_12:市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1123 1 5 4.28 0.708
Q4_13:学校管理職 1146 1 5 4.6 0.553
Q4_14:学校事務職員 1125 1 5 3.92 0.861
Q4_15:主幹教諭 722 1 5 4.22 0.737
Q4_16:指導教諭 598 1 5 4.06 0.818
Q4_17:主任層教員 1066 1 5 4.39 0.643
Q4_18:学級担任・教科担当教員 1144 1 5 4.57 0.572
Q4_19:スクールカウンセラー 1093 1 5 4.08 0.739
Q4_20:スクールソーシャルワーカー 860 1 5 3.76 0.875
Q4_21:支援員 1013 1 5 4.13 0.733
Q4_22:PTA 1138 1 5 4.03 0.683
Q4_23:各家庭 1137 1 5 4.01 0.772
Q4_24:学校運営協議会のメンバー 877 1 5 3.72 0.77
Q4_25:児童クラブ（学童）のスタッフ 824 1 5 3.56 0.805
Q4_26:放課後子供教室のスタッフ 713 1 5 3.55 0.82
Q4_27:学習塾 937 1 5 2.93 0.844
Q4_28:地域の学校教育・社会教育関係団体 1014 1 5 3.55 0.787
Q5_1:校長への傾聴 1145 1 5 4.02 1.002
Q5_2:校長のリーダシップへの期待 1149 1 5 4.43 0.785
Q5_3:データ根拠の要求 1136 1 5 4.16 0.778
Q5_4:地域の教育実態の把握 1143 1 5 4.24 0.883
Q5_5:教育施策の PR 1138 1 5 4.05 0.863
Q5_6:学校の裁量や自主性の重視 1143 1 5 3.97 0.994
Q5_7:人事における個人の能力・業績の重視 1132 1 5 3.72 0.877
Q5_8:地域教育への明確な教育ビジョン 1141 1 5 4.17 0.887
Q5_9:学校教育への魅力的なビジョン 1141 1 5 3.98 0.946
Q5_10:校長への信頼 1145 1 5 4.09 0.955
Q5_11:慣習にとらわれない意思決定 1141 1 5 3.97 0.906
Q5_12:教育予算の獲得 1139 1 5 3.23 0.898
Q5_13:適材適所の教員人事 1134 1 5 3.48 0.869
Q5_14:校長に対する指示の明確さ 1139 1 5 3.8 0.89
Q5_15:社会教育や生涯学習へのビジョン 1137 1 5 3.9 0.906
Q5_16:校長を褒めて士気を高める 1144 1 5 3.81 1.065
Q5_17:保護者や地域住民のつながり 1139 1 5 3.7 0.945
Q5_18:多様な角度からの視点 1139 1 5 3.94 0.908
Q5_19:校長、教員への語り 1145 1 5 3.81 1.042
Q5_20:住民の意見や要望への傾聴 1132 1 5 3.85 0.845
－73－
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q5_21:県教委や教育事務所との連携 1119 1 5 3.91 0.858
Q5_22:校長・教員の人材育成 1137 1 5 3.86 0.873
Q5_23:教員研修の推進 1137 1 5 3.99 0.805
Q5_24:社会教育や生涯学習を振興する施策 1133 1 5 3.66 0.857
Q5_25:校長への個別支援 1132 1 5 3.65 1.069
Q5_26:社会教育関係団体や自治会組織との関係強化 1125 1 5 3.66 0.84
Q5_27:決断や対応の迅速さ 1133 1 5 4.05 0.861
Q5_28:研修会等への出席と指導助言 1136 1 5 3.76 0.997
Q5_29:子供や地域第一の行動 1140 1 5 4.11 0.897
Q5_30:教育課題解決のための施策実施 1136 1 5 4 0.823
Q5_31:問題解決のための情報収集 1131 1 5 4.07 0.796
Q5_32:議会や首長に対する調整能力 1124 1 5 3.85 0.881
Q5_33:社会の変化の先取り 1132 1 5 3.95 0.883
Q5_34:献身的な働きぶり 1128 1 5 3.81 0.967
Q5_35:法令の解釈 1123 1 5 4.04 0.797
Q5_36:家庭問題への理解 1130 1 5 3.81 0.892
Q5_37:学校職員への賛辞 1135 1 5 3.73 0.991
Q5_38:校長・教員への指導助言 1139 1 5 3.72 1
Q5_39:地域の教育格差問題の解消への意欲 1125 1 5 3.49 0.906
Q5_40:教育長自らの研鑽 1115 1 5 3.91 0.897
Q5_41:データや資料に基づく施策の評価 1128 1 5 3.99 0.816
Q5_42:学力向上への意欲的取り組み 1142 1 5 4.23 0.754
Q5_43:校長会との意思疎通 1140 1 5 4 0.999
Q5_44:教育施策の学校への徹底 1139 1 5 4.08 0.771
Q5_45:保護者や PTA との対話の重視 1134 1 5 3.81 0.845
Q5_46:教育機関の安全管理の徹底 1126 1 5 4.13 0.777
Q5_47:幅広いネットワーク 1114 1 5 3.93 0.84
Q5_48:教育現場への訪問 1127 1 5 3.69 1.061
Q5_49:地域行事での心に残る挨拶 1124 1 5 3.66 0.992
Q5_50:重点目標の達成要求 1126 1 5 3.75 0.83
Q5_51:アイデアの積極的提案 1132 1 5 3.8 0.887
Q5_52:住民との懇談 1109 1 5 3.69 0.887
Q5_53:政策評価結果の次年度への活用 1125 1 5 3.94 0.8
Q5_54:首長との信頼関係 1117 1 5 4.05 0.851
Q5_55:教育委員会事務局の統括 1128 1 5 4.03 0.923
Q5_56:首長（部局）との適切な予算交渉 1110 1 5 3.66 0.906
Q5_57:対応困難な保護者や地域住民の説得 1106 1 5 3.47 0.905
Q5_58:校長・教員への指導助言 1119 1 5 4.02 0.835
Q5_59:教育委員との意思疎通 1112 1 5 3.64 0.906
Q5_60:児童生徒の福祉向上への取り組み 1121 1 5 3.74 0.86
Q5_61:地域づくりへの積極的貢献 1124 1 5 3.9 0.906
Q5_62:保護者や地域住民を魅了する語り 1120 1 5 3.59 0.976
Q5_63:誠実で謙虚な姿勢 1134 1 5 4 0.972
Q5_64:リーダーとしての模範 1138 1 5 4.06 0.934
Q6_2:校種 1146 1 2 1.34 0.474
Q6_3:兼務の有無 1150 1 2 1.97 0.165
Q6_4:コミュニティースクール 1151 1 2 1.8 0.399
Q6_4year:開始年 200 16 31 27.34 3.388
Q6_5:学校支援地域本部 1138 1 2 1.88 0.319
Q6_5year:開始年 97 17 32 26.55 3.382
Q6_6:地域学校協働本部 1136 1 2 1.94 0.236
Q6_6year:開始年 50 19 33 27.4 3.037
Q6_7:地域コーディネーター 1145 1 2 1.61 0.489
Q6_7year:開始年 276 16 31 25.55 3.497
Q6_8:副校長・教頭数 1150 0 3 1.04 0.217
Q6_9:常勤教員数 1139 0 185 22.45 12.317
Q6_10:非常勤教員数 1134 0 22 2.14 2.576
Q6_11:教員以外の職員数 1133 0 66 6.99 6.063
Q6_12:児童・生徒数 1144 5 1385 397.59 237.904
Q6_13:学級数 1144 1 60 15.18 7.158
Q6_14:就学援助の割合 1090 1 7 3.84 1.174
Q6_15:「国語 A」の平均正当数 932 0 32 13.582 7.6082
Q6_15p:「国語 A」の平均正当率 987 7.2 97.5 72.393 9.4658
－74－
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q6_16:「国語 B」の平均正当数 920 0.3 17 4.828 0.922
Q6_16p:「国語 B」の平均正当率 986 3.3 87.8 57.553 7.7691
Q6_17:「数学 A」の平均正当数 920 0.9 105 13.943 7.9109
Q6_17p:「数学 A」の平均正当率 987 6.1 95 64.753 8.0155
Q6_18:「数学 B」の平均正当数 920 0.4 47 5.76 1.8469
Q6_18p:「数学 B」の平均正当率 985 2.9 90 50.565 8.4054
Q6_19:児童生徒の学習の取り組み状況 1149 1 3 1.74 0.61
Q6_20:児童生徒を取り巻く環境の安心・安全 1151 1 3 2.07 0.61
Q6_21:児童生徒の身体的健康 1151 1 3 2.35 0.562
Q6_22:児童生徒の精神的健康 1150 1 3 2.15 0.608
Q6_23:児童生徒の自尊感情 1151 1 3 1.99 0.593
Q6_24:児童生徒の不登校 1151 1 3 1.98 0.682
Q6_25:児童生徒の友達関係 1151 1 3 2.17 0.546
Q6_26:学力調査結果の平成 29 年度との比較 1077 1 9 4.6 2.606
Q6_27:学力調査結果の平成 28 年度との比較 1075 1 9 4.59 2.609
Q7_1:性別 1147 1 2 1.14 0.35
Q7_2:年齢 1138 45 65 57.03 2.412
Q7_3:出身学部 1133 1 3 1.7 0.881
Q7_4:勤務した校種 2 0 2 1 1.414
Q7_4_1:幼稚園 1155 0 1 0.03 0.183
Q7_4_2:小学校 1155 0 1 0.75 0.434
Q7_4_3:中学校 1155 0 1 0.55 0.497
Q7_4_4:義務教育学校 1155 0 1 0 0.066
Q7_4_5:高等学校 1155 0 1 0.04 0.185
Q7_4_6:中等教育学校 1155 0 1 0 0.059
Q7_4_7:特別支援学校 1155 0 1 0.05 0.227
Q7_5:経験した職 1 0 0 0 . 
Q7_5_1:指導主事 1155 0 1 0.44 0.497
Q7_5_2:管理主事 1155 0 1 0.07 0.254
Q7_5_3:社会教育主事 1155 0 1 0.05 0.222
Q7_5_4:主幹教諭 1155 0 1 0.18 0.387
Q7_5_5:指導教諭 1155 0 1 0.03 0.167
Q7_5_6:教務主任 1155 0 1 0.63 0.483
Q7_5_7:研修主任 1155 0 1 0.51 0.5
Q7_5_8:学年主任 1155 0 1 0.72 0.449
Q7_5_9:生徒指導主事・主任 1155 0 1 0.49 0.5
Q7_5_10:進路指導主事 1155 0 1 0.22 0.417
Q7_5_11:事務職員 1155 0 1 0.01 0.083
Q7_5_12:いずれも当てはまらない 1155 0 1 0.01 0.088
Q7_6:経験した勤務場所 1 0 0 0 . 
Q7_6_1:教育委員会 1155 0 1 0.47 0.5
Q7_6_2:教育研究所・センター 1155 0 1 0.13 0.34
Q7_6_3:社会教育施設 1155 0 1 0.05 0.217
Q7_6_4:国立大学等の付属学校 1155 0 1 0.06 0.242
Q7_6_5:その他 1155 0 1 0.08 0.265
Q7_7:就任直前の職 1140 1 7 1.99 1.768
Q7_8:同一学校種経験 1135 1 2 1.24 0.425
Q7_9year:副校長・教頭としての勤務年数 1140 0 19 4.53 2.597
Q7_9month:副校長・教頭としての勤務月数 19 0 9 5.11 2.923
Q7_10year:校長としての勤務年数 1135 0 15 3.78 2.652
Q7_10month:校長としての勤務月数 32 0 8 4.69 1.23
Q7_11:勤務した学校数 1142 0 30 1.97 1.672
Q7_12year:現在の勤務校の勤務年数 1135 0 38 2.06 1.939
Q7_12month:現在の勤務校の勤務月数 36 0 6 4.58 1.052
Q7_13:学校改善の手ごたえ 1128 1 4 1.97 0.494




表 1-6-2 教育長調査の記述統計量 
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q1_1:都道府県知事 978 2 5 3.81 0.865
Q1_2:都道府県議会 978 1 5 3.41 0.982
Q1_3:都道府県教育委員会_教育長 1031 2 5 4.44 0.631
Q1_4:_都道府県教育委員会_教員委員 1014 2 5 3.8 0.73
Q1_5:都道府県教育委員会事務局（指導主事等） 1031 2 5 4.3 0.578
Q1_6:都道府県教育委員会_教育事務所（指導主事等） 953 2 5 4.09 0.718
Q1_7:都道府県教育センター（指導主事等） 986 2 5 4.18 0.695
Q1_8:市区町村長 1110 2 5 4.28 0.817
Q1_9:市区町村議会 1099 1 5 3.93 0.937
Q1_10:市区町村教育委員会_教育長 1095 4 5 4.74 0.441
Q1_11:市区町村教育委員会_教育委員 1110 3 5 4.26 0.688
Q1_12:市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1110 3 5 4.68 0.536
Q1_13:学校管理職 1107 4 5 4.71 0.452
Q1_14:学校事務職員 1110 1 4 3.23 0.86
Q1_15:主幹教諭 979 3 5 4.49 0.583
Q1_16:指導教諭 720 3 5 4.48 0.582
Q1_17:主任層教員 1110 3 5 4.54 0.555
Q1_18:学級担任・教科担当教員 1100 3 5 4.78 0.481
Q1_19:スクールカウンセラー 1110 1 5 3.57 0.97
Q1_20:スクールソーシャルワーカー 1070 1 5 3.62 0.904
Q1_21:支援員 1088 1 5 4.04 0.833
Q1_22:PTA 1110 1 5 3.91 0.827
Q1_23:各家庭 1110 2 5 4.23 0.878
Q1_24:学校運営協議会のメンバー 844 2 5 3.79 0.745
Q1_25:児童クラブ（学童）のスタッフ 971 2 5 3.3 0.763
Q1_26:放課後子供教室のスタッフ 984 2 5 3.49 0.751
Q1_27:学習塾 1007 3 5 4.19 0.706
Q1_28:地域の学校教育・社会教育関係団体 1031 2 5 3.54 0.631
Q2_1:都道府県知事 978 2 5 3.74 0.851
Q2_2:都道府県議会 993 1 5 3.47 0.983
Q2_3:都道府県教育委員会_教育長 1031 2 5 4.26 0.655
Q2_4:_都道府県教育委員会_教員委員 1014 2 5 3.76 0.799
Q2_5:都道府県教育委員会事務局（指導主事等） 1031 2 5 4.16 0.816
Q2_6:都道府県教育委員会_教育事務所（指導主事等） 953 2 5 3.86 0.881
Q2_7:都道府県教育センター（指導主事等） 966 1 5 3.73 0.904
Q2_8:市区町村長 1110 3 5 4.63 0.502
Q2_9:市区町村議会 1110 2 5 4.13 0.585
Q2_10:市区町村教育委員会_教育長 1095 4 5 4.69 0.463
Q2_11:市区町村教育委員会_教育委員 1110 3 5 4.29 0.639
Q2_12:市区町村教育委員会事務局（指導主事等） 1110 3 5 4.57 0.624
Q2_13:学校管理職 1110 4 5 4.73 0.444
Q2_14:学校事務職員 1110 1 5 3.66 0.879
Q2_15:主幹教諭 979 3 5 4.45 0.642
Q2_16:指導教諭 720 3 5 4.32 0.685
Q2_17:主任層教員 1110 3 5 4.49 0.628
Q2_18:学級担任・教科担当教員 1110 3 5 4.66 0.543
Q2_19:スクールカウンセラー 1110 1 5 4.49 0.736
Q2_20:スクールソーシャルワーカー 1070 2 5 4.43 0.693
Q2_21:支援員 1088 1 5 4.19 0.927
Q2_22:PTA 1110 2 5 4.25 0.782
Q2_23:各家庭 1106 2 5 4.37 0.854
Q2_24:学校運営協議会のメンバー 850 2 5 3.99 0.607
Q2_25:児童クラブ（学童）のスタッフ 971 2 5 3.78 0.7
－76－
質問項目 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q2_26:放課後子供教室のスタッフ 984 2 5 3.73 0.751
Q2_27:学習塾 1006 1 5 3.15 0.801
Q2_28:地域の学校教育・社会教育関係団体 1031 3 5 3.77 0.706
Q3_2_1:事務局本務職員総数 1110 6 1098 224.44 248.648
Q3_2_2:指導主事 1110 0 109 28.44 31.187
Q3_2_3:充て指導主事 1110 0 134 6.96 23.838
Q3_2_4:管理主事 1110 0 13 1.46 3.366
Q3_2_5:社会教育主事 1110 0 13 1.9 3.082
Q4_1:性別 1110 1 2 1.06 0.235
Q4_2:年齢 1110 51 71 62.81 3.715
Q4_3year:教育長としての通算経験年数（年） 1110 0 12 3.15 2.682
Q4_3month:教育長としての通算経験月数 1080 0 10 1.16 2.429
Q4_4year:就任時期（年） 1110 2006 2018 2014.82 2.828
Q4_4month:就任時期（月） 1110 1 12 5.46 2.723
Q4_5:就任直前の職 1110 1 6 2.57 1.312
Q4_6:過去の経験 1080 0 0 0 0
Q4_6_1:教職経験 1110 0 1 0.64 0.48
Q4_6_2:教育行政経験 1110 0 1 0.94 0.245
Q4_6_3:一般行政経験 1110 0 1 0.39 0.488
Q4_6_4:民間企業経験 1110 0 0 0 0





















































図 1-6-8 Q6_4 コミュニティースクール 
 
 





図 1-6-10 Q6_5 学校支援地域本部 
 
 




図 1-6-12 Q6_6 地域学校協働本部 
 
 






図 1-6-14 Q6_7 地域コーディネーター 
 
 




























1．在籍していない 2．5％未満       3．5％～10％未満 
4．10％～20％未満 5．20％～30％未満 06．30％～50％未満 
7．50％以上 
 
図 1-6-21 Q6_14 就学援助の割合 
 
（15）貴校の「全国学力・学習状況調査」の「国語 A」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（16）貴校の「全国学力・学習状況調査」の「国語 B」の平均正答数（平成 30 年度実施） 
（17）貴校の「全国学力・学習状況調査」の「算数数学 A」の平均正答数（平成 30 年度実施） 









1．大きな課題となっている  2．やや課題となっている  3．課題となっていない 
 
図 1-6-23 Q6 子どもの幸福感関係 
 
（26）貴校の「全国学力・学習状況調査」の結果（平成 30 年度の国語と算数数学をあわせたおよ
その傾向）は，平成 29 年度と比べて， 





6．全国平均以上から，低位水準（全国平均正答率よりも約 5 ポイント以下）に下降 
7．全国平均以上から，全国平均以下に下降  
8．全国平均以下を維持している 
9．低位水準（全国の平均正答率よりも約 5 ポイント以下）を維持している 
 





その傾向）は，平成 28 年度と比べて， 





6．全国平均以上から，低位水準（全国平均正答率よりも約 5 ポイント以下）に下降 
7．全国平均以上から，全国平均以下に下降  
8．全国平均以下を維持している 
9．低位水準（全国の平均正答率よりも約 5 ポイント以下）を維持している 
 

































































































事務局本務職員総数    （      ）人 
 
図 1-6-42 Q3_2_1 事務局本務職員総数 
 
指導主事      （      ）人 
 
図 1-6-43 Q3_2_2 指導主事 
  
－97－
充て指導主事     （      ）人 
 
図 1-6-44 Q3_2_3 充て指導主事 
 
管理主事     （      ）人 
 




社会教育主事     （      ）人 
 





（1）性別   1．男   2．女 
 




（2）年齢（調査回答時点）  （     ）才 
 
図 1-6-48 Q4_2 年齢 
 
（3）教育長としての通算経験年数  （     ）年 
 





1．教職員           2．教育委員会関係職員 
3．地方公務員（教育長，教職員，教育委員会関係職員は除く）   4．国家公務員 
5．民間企業の役員・従業員   6．その他 
 
図 1-6-50 Q4_5 就任直前の職 
 
（6）過去の経験について，当てはまる番号を全て〇で囲んでください。 
1．教職経験     2．教育行政経験   3．一般行政経験 
4．民間企業経験   5．その他（            ） 
 









調査対象者の選定は，「全国学力・学習状況調査」（平成 25 年度と平成 29 年度）の 2 回の結果
を用いて，この間にスコアの上昇傾向がみられた市町村群（上昇幅が大きかった上位 4 分の 1）








教育委員会数は表 1-7-1 のとおりである。 
 
表 1-7-1 類型別教育委員会数 




総数 14 100.0 100.0 
市 6 42.9 43.6
特別区 1 7.1 1.3
町 7 50.0 40.8
村 0 0 10.0
一部事務組合 0 0 4.1
共同設置教育委員会 0 0 0.1





な構成比とおおむね一致する。人口規模別の教育委員会数は表 1-7-2 のとおりである。 
 
表 1-7-2 人口規模別市町村教育委員会数 




総数 14 100.0 100.0 
50 万人以上 1 7.1 2.0 
30 万人以上 50 万人未満 0 0.0 2.8 
10 万人以上 30 万人未満 0 0.0 11.5 
5 万人以上 10 万人未満 4 28.6 15.6 




1.5 万人以上 3 万人未満 6 42.9 16.9 
8 千人以上 1.5 万人未満 1 7.1 13.5 
5 千人以上 8 千人未満 0 0.0 9.4 
5 千人未満 0 0.0 14.2 
（出典：筆者作成） 
 
本調査の対象となった自治体は 1.5 万人から 3 万人の区分が 多の 42.9%となった。全国的な
構成比からすると 2 倍以上となっている。また，本調査では 10 万人以上 30 万人未満規模の自治
体が調査対象とはならなかった。なお，各学校段階において複数の学校が存在する自治体を調査
対象としたことから，全体の約 23%を占める 8 千人未満の自治体が含まれなかった可能性がある。 








得られた 14 名の教育長の平均在職期間は 5.7 年目であった。教職経験の有無に注目すると，教職
経験がある教育長の平均在職年数は 6.6 年目であり，教職経験が無い教育長の平均在職年数は 4.6
年目であった。 




 （本山 敬祐） 
  
                                                  
1 調査対象の選定時（平成 29（2017）年 12 月時点）において各教育長の在職が何年目かという基準














a 「いたばし学力向上基本方針」（平成 25（2013）年 11 月策定，平成 26（2014）年度より実




























                                                  
2 板橋区教育委員会ウェブサイトより



















4 電子黒板やタブレット PC，実物投影機などの ICT 機器や思考ツールを効果的に活用して，













年 7 月に現職に就任した。板橋区の教育行政において，中川教育長就任前後の平成 27，28（2015，
2016）年度は，一つのターニングポイントの時期であった。教育支援センターの開設（平成 27
（2015）年 4 月），電子黒板の全教室への配備（小：平成 27（2015）年度，中：平成 28（2016）
年度），教育大綱の策定（平成 28（2016）年 1 月），「板橋区教育ビジョン 2025」「いたばし学び















に加筆修正が加えられている。そこに示された経営理念は，表 1-7-3 のとおりである。 
 


































































                                                  








現在でも稲作を中心にイチゴやフキなど施設園芸も行われている（総面積は 22.15 ㎢。小学校 3






















































































































表 1-7-5 教育長のリーダーシップ行動の特徴 
リーダーシップ行動 
・背中を押す ・ボトムアップ ・トップダウン ・権限移譲 ・信頼 ・ほめる 
・コミュニケーション ・聞くコミュニケーション（傾聴） ・対面でのコミュニケーション 
・情報共有 ・定量化 ・見える化 ・新規事業の立案 ・条件整備 ・人材育成  



































表 1-7-6 教育長の資質・能力，リーダーシップを発揮できる条件・環境の特徴 
資質・能力 条件・環境 
・交渉力（説得） ・判断力 ・積極性 





















は自然が育む質の高い農産物を生産している（総面積は 286.51 ㎢，小学校 8 校，中学校 7 校）。























































































































表 1-7-8 教育長のリーダーシップ行動の特徴 
リーダーシップ行動 
・背中を押す ・ボトムアップ ・トップダウン ・権限移譲 ・信頼 ・ほめる 
・コミュニケーション ・聞くコミュニケーション（傾聴） ・対面でのコミュニケーション
・情報共有 ・定量化 ・見える化 ・新規事業の立案 ・条件整備 ・人材育成 
































表 1-7-9 教育長の資質・能力，リーダーシップを発揮できる条件・環境の特徴 
資質・能力 条件・環境 
・交渉力（説得） ・判断力 ・積極性 
・行動力  ・人間関係 ・協調性 
・発信力  ・覚悟 


















面積は 33.76 ㎢の町である。林 保一教育長は平成 22（2010）年 4 月に着任し，当初より熊野町
の特産品である筆をはじめとする地域の魅力・強みを生かした，「熊野町教育」の創造に向け，精
力的に教育改革を推進してきた。なお，熊野町内には，私立幼稚園が 3 園，私立保育所・園が 4































































































































































































000 人，面積は 13.86 ㎢の町である。久御山町内には，町立幼保連携型認定こども園が 3 園，町
立小学校が 3 校，町立中学校が 1 校，府立高等学校が 1 校，設置されている。 
京都府久御山町教育委員会の山本悦三教育長は，昭和 48 年 4 月に久御山町職員として採用さ






























































































厳しいということで，現在は，2 校に 1 校にしか配置ができない状況である。それでも，他市町
村にくらべると，充実しているように感じる。なお，新学習指導要領において，小学校での英語
























































を向上させるとともに，適切な行動ができるように支援する「Positive Behavioral Interventions 
and Supports：PBIS」プログラムから構成される。 












































































































































































































三重県名張市教育委員会の上島和久教育長は，昭和 47 年 4 月に三重郡明和中学校に教諭とし
て採用されてから，名張市立赤目中学校，名張中学校の教頭，比奈知小学校校長，三重県教育委
員会上野教育事務所所長を歴任され，平成 17 年 4 月より名張市教育長を 4 期目，三重県市町教


























































































































































面積は 22.15 ㎢，小学校 2 校，中学校 1 校）。20～30km 圏内に福岡市，佐賀市，久留米市があ
り，JR 基山駅から博多駅，久留米駅までは約 20 分で通勤には格好の地にあり，福岡都市圏の住
宅地として注目され，佐賀県の中でも人口が増加していたが，近年，徐々に減少に転じている（基








































































































































表 1-7-11 教育長のリーダーシップ行動の特徴 
リーダーシップ行動 
・背中を押す ・ボトムアップ ・トップダウン ・権限移譲 ・信頼 ・ほめる 
・コミュニケーション ・聞くコミュニケーション（傾聴） ・対面でのコミュニケーション
・情報共有 ・定量化 ・見える化 ・新規事業の立案 ・条件整備 ・人材育成 




表 1-7-12 教育長の資質・能力，リーダーシップを発揮できる条件・環境の特徴 
資質・能力 条件・環境 
・交渉力（説得） ・判断力 ・積極性 









































































































○聖光野球部の活躍が素晴らしい。8/16 甲子園にて応援（対聖心ウルスラ 5：4） 
 8/19 広島広陵 4：6 で惜敗。全国に聖光の強さを示す。 
 ・8/12 梁川町でのふる里祭「オンザロード」の合唱や演奏が大きな感動。 
  ～協力に心より感謝 ユーチューブ「伊達市新オラトリオ」で検索 
 ・8/20 だてな太鼓祭・霊山太鼓祭。8/27 ももの里マラソン大会の協力に感謝。 
 

















市学力向上（3 本の矢））」を挙げた。この 3 本の矢とは，伊達市のさらなる学力向上を目指すた




















































































矢掛町は中国地方に所在し，人口は約 14,000 人，面積は 90 ㎢で，小規模自治体といえる。市
町村合併は，昭和 36（1961）年を 後にない。管内の学校数は，7 小（40～200 人規模）・1 中


































































































例えば，就寝時刻は，年少・年中・年長では午後 9 時までに，小学校では低学年が午後 9 時まで
に，中学年では午後 9 時 30 分までに，高学年では午後 10 時をめやすに，中学校 1 年生では午後








3 年生で 3 学期にスポーツを通した交流授業を，4 年生で 9 月に 3 日間，7 小学校を 2 グループ











平成 29（2016）年 8 月から始まった新しい取組ではあるが，地元大学の教育学部生が講師とな
って，学習塾に通っていない小 5・6（平成 30 年度からは小 4～6），中 1・2（同じく中 1～3）対






































































































年 8～11 月の間に 1 日，東京都内で開催されている。教育長は対象外で，平成 28（2016）年度か
らは全国都道府県教育委員協議会，指定都市教育委員会協議会との共催となっている。 
 目的は，「教育及び教育行政全般について，都道府県及び指定都市教育委員会の教育委員の理解






 平成 29（2017）年度については，10 月 26 日に開催され，65 名の参加があった。当日のプロ






テーマの下，2 県 1 市の計 3 名の教育委員が登壇し，インタビュアーを文部科学省初等中等教育
局初等中等教育企画課長が務めた。次の 4 点について，インタビュアーからの問いかけに登壇者
が答えた。第 1 に，教育委員就任時に困惑したこととその克服方法，第 2 に，新しい教育委員会
制度における教育委員の役割について，第 3 に，教育委員会事務局の職員との関わり方について，
第 4 に，いじめ問題をはじめとした緊急時の教育委員の役割について，であった。 
「対談」の後，2 時間半程度の研究分科会が行われた。三つの分科会が設定され，事前に参加者
は参加希望の分科会を申し出ている。第 1 分科会は「『主体的・対話的で深い学び』について」，















 平成 29（2017）年度については，次の 4 回が実施された。表 1-8-1 を参照されたい。 
 
表 1-8-1 平成 29（2017）年度市町村教育委員研究協議会実施概要 
 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 
実施日 平成 29 年 9 月 29 日 平成 30 年 1 月 16 日 平成 30 年 1 月 25 日 平成 30 年 2 月 16 日
場所 富山市 大阪市 文部科学省 文部科学省 















第 1 分科会 新教育委員会制度を通じた首長との連携，教育委員会運営の活性化について 





第 3 分科会 いじめ・不登校支援について 
グローバル化に対応した外国語教育の 
推進について 
第 4 分科会  特別支援教育の推進について 
第 5 分科会 いじめ・不登校支援について 





育委員会事務局職員を対象とし，毎年 8～12 月までの間に 2 日間，東日本（第 1 ブロック）と西
















表 1-8-2 平成 29（2017）年度市町村教育委員会研究協議会実施概要 
 第 1 ブロック 第 2 ブロック 
開催地 茨城県つくば市 沖縄県浦添市・那覇市 
実施日 平成 29 年 11 月 8-9 日 平成 29 年 11 月 16-17 日 
参加者数 461 名 425 名 



































































各 2～3 名程度（指定都市を除く），指定都市から各 1～2 名程度の募集を行った。さらに，平成
28 年度の 1 会場（つくば市）から以下のように，神戸，東京，札幌の 3 会場での開催へと拡充し
た。 
＜平成 29 年 10 月 28 日（土曜日）＞ 
神戸会場（兵庫教育大学神戸ハーバーランドキャンパス）定員 60 名程度 
＜平成 29 年 11 月 13 日（月曜日）＞ 
東京会場（TKP 御茶ﾉ水カンファレンスセンター）定員 70 名程度 
＜平成 29 年 12 月 1 日（金曜日）＞ 
札幌会場（ホテルライフォート札幌）定員 60 名程度 
セミナーは 3 会場に分かれたが，統一テーマを「多様化する教育課題に，教育行政はどう立ち
向かうか」と設定し，セミナーの趣旨を以下のように示した。 















































 本節では，次の三つの団体が主催する研修の実施概要を述べることとする。第 1 に，全国都市




 本協議会は，802 の都市が加盟しており（指定都市・特別区含む），毎年 1 回，定期総会と併せ
て研究大会を開催している。開催地は八つのブロックの持ち回りである。 
 平成 30（2018）年度は，岩手県一関市で第 70 回大会として，3 日間にわたり開催された
（2018.5.17-19）。1 日目の午前中，1 時間程度，文部科学省による行政説明（テーマ：初等中等
教育施策の動向）が行われた。午後には，「教育研究部会」として，表 1-8-3 のような三つの部会
が設定され，文部科学省による講演の後，発表や意見交換が 2 時間半にわたり行われた。2 日目
の午前中には，2 時間程度「分野別研究発表」が行われ，教育行財政・学校教育・生涯学習のテー
マ担当ブロック内の 1 市により，発表が行われた（表 1-8-4 を参照）。1～2 日目は 230 名が参加
した。 
 
表 1-8-3 平成 30（2018）年度全国都市教育長協議会「教育研究部会」概要 
 第 1 研究部会 第 2 研究部会 第 3 研究部会 
テーマ 教育行財政 学校教育 生涯学習 











































表 1-8-4 平成 30（2018）年度全国都市教育長協議会「分野別研究発表」概要 
 第 1 研究部会 第 2 研究部会 第 3 研究部会 



















1,600 の市町村が加盟しており（指定都市・特別区除く），毎年 1 回，東京で開催される定期総会




表 1-8-5 平成 29（2017）年度会議等における講話概要 
 講話テーマ 









第 3 回常任理事・理事会（2017.10.19） 新学習指導要領について 











表 1-8-6 平成 29（2017）年度地区研修活動参加者数 
地区 参加者数 
北海道市町村教育委員会連合会研修会 730 名 
東北六県市町村連合会教育委員・教育長研修会 608 名 
関東甲信越静市町村教育委員会連合会・研究大会 1,229 名 
東海北陸六県市町村教育委員会連合会理事会総会研修会 77 名 
近畿市町村教育委員会連合会研修大会 539 名 
中国地区市町村教育委員会連合会研修大会 110 名 
四国地区市町村教育委員会連合会協議会研修会 90 名 




 同会は 926 の町村が加盟し，年に 1 回，定期総会に併せて研究大会を開催している（2 日間・
東京開催）。平成 30（2018）年度については，表 5 の通りで，約 600 名の参加があった。この他，
年に 2 回開催される理事会（50 名程度）で研修会を設け，文部科学省からの行政説明を聴講して
いる（表 1-8-7 を参照）。 
 






















表 1-8-8 平成 29（2017）年度全国町村教育長会理事会研修会文部科学省行政説明内容 


























































































調査は，2018 年 10 月から 11 月にかけて，都道府県・政令指定都市の 67 の教育委員会に調査
協力を依頼し，承諾の得られた 64 の教育委員会の教育センターに調査を実施した。教育委員会よ
り提供されたデータに依拠し，都道府県・政令指定都市の所長 64 名，指導主事 2,246 名を調査対
象者とし，2018 年 11 月から 12 月にかけて，無記名・郵送質問紙法で行った。その結果，所長 64
名，指導主事 1,533 名より回答が得られ，回収率は所長 100%，指導主事 68.25%となった。得ら
れたデータのうち，フェイスシートと自由記述以外の問において欠損値のあるものを除いた所長
64 名，指導主事 1,533 名のデータを分析対象とした。所長の属性を表 2-1-1，指導主事の属性を
表 2-1-2 に示す。なお，分析においては IBM SPSS Statistics 25.0 を使用した。 
 
表 2-1-1 所長の基本属性 
性別 
1．女  性 9.4%
2．男  性 90.6%
年齢 
平    均 57.9
標 準 偏 差 2.1
所長の経験年数 
平    均 1.6




※ n=64。合計が 100%にならないのは無回答者等を含めて算出したためである。 
 
表 2-1-2 指導主事の基本属性 
性別 
1．女  性 30.4%
2．男  性 68.9%
年齢（n=1,507） 
平    均 57.9
標 準 偏 差 2.1
指導主事としての経験年数（n=1,507） 
平    均 3.7
標 準 偏 差 2.8
教育センター指導主事としての経験年数
（n=1,502） 
平    均 2.9












し，各項目に対して，「なかった」「あった」の 2 件法で回答してもらった。 
 
（b）教員時代も含めた業務経験（問 2） 
本研究において 9 教育委員会の所長と指導主事にヒアリングを行った内容を参考に， 教員時代
も含めた業務経験に関する調査項目 28 項目を作成した。指導主事に対しては，「この 1 年間に，
あなたに対して，貴センターから以下のような機会の提供はありましたか。」と質問し，各項目に
対して，「ない」「少しある」「やや多い」「非常に多い」の 4 件法で回答してもらった。 
 
（c）1 年間の仕事上のリアリティショック・負担感・困難（問 3） 
本研究において 9 教育委員会の所長と指導主事にヒアリングを行った内容に加えて，伊藤
（2000），木村（2012）を参考に，1 年間の仕事上のリアリティショック・負担感・困難に関する
調査項目 16 項目を作成した。指導主事に対しては，「この 1 年間に，あなたが仕事をする上で，
以下のそれぞれの項目について実際にどのくらい意識したり，行動したりしていましたか。」と質
問し，各項目に対して，「全く当てはまらない」「余り当てはまらない」「やや当てはまる」「とて
















































































る」「とても重要である」の 4 件法で回答してもらった。 
 
（b）教育センター指導主事の資質・能力向上のために重要な経験（問 2） 
















































































































表 2-2-3 登用までの経緯 
①センターから打診があり採用された 2.9 
































                                                  
1 http://www.nits.go.jp/education/centres/（2018 年 12 月 19 日 終取得） 
－160－













ａ主査 10 ａ指導主事 43 ａ研修指導主事 28
ａ副参事（指導主
事）













2 ａ主任研究主事 9 ａ指導主事 29
ａ主任研究研修主事 7 ｂ義務教育課長 1 ｂ主任研修指導主事 11 ａ次長（指導主事） 12 ａ指導主事 25 ｂ主任指導主事 3 ｂ主任指導主事 3 ａ指導主事 38 ａ副主幹 13 ｂ主任指導主事 2 ａ指導主事兼所員 47 ａ指導主事 10 ｂ統括指導主事 16
ａ主査（兼）指導主
事




ａ研究研修主事 22 ｂ高校教育課長 1 ｃ研修指導員 4 ａ主幹（指導主事） 22 ｂ主幹（兼班長） 3 ｂ研究・情報課長 1 所長 1 ｂ教科教育課長 1 ａ指導主事 28 ｃ主幹専門員 1
ｂ企画調整担当主任
指導主事（ＧＬ）





























































1 主事 1 ｂ主任指導主事 1 ｂ教育相談部長 1 次長 1
ｂ指導相談担当指導
主事兼所員（ＧＬ）
1 ｂ主席研究指導主事 5 企画課長 1 ｃ教育指導員 18
ｂ教育研究班長・副
参事（指導主事）
1 ｂ企画課長 1 ｂ基本研修課長 1
所長 1 副所長 1 主任主査 1 副所長 2 総務 4
総務主査（兼）総務
係長
































総務部長 1 主幹（総務副課長） 1 主任 1 教育推進部長 1
主任指導主事（兼
務）






1 ｃ嘱託（非常勤） 3 次長 1 専門教育向上課長 1 管理課長 1 所長 1 所長 1 ｂ教育相談課長 1
管理課長 1 主幹 3 主事 3 次長 1
外国語指導助手/教
育専門監






6 次長兼総務課長 1 教育開発課長 1 副主幹 1 次長 副所長 1 ｂ担当課長 1
主査（総括） 1 主事 1 外国語指導助手 1 非常勤 2 宿泊棟管理員 1 主任実習講師 1 企画管理課長 1 所長 1
補佐（教育情報推進
係長）
1 所長 1 副主幹 5 課長代理 6 主査 2 総務課長（次長） 1 総務支援課長 1 ｃ非常勤嘱託 2




1 学校教育相談員 2 係長 1 次長 1
補佐（特別支援研究
係長）
1 総合企画長 1 主査 1 主任 4 主任主事 2 副参事（庶務係長） 1 副主幹 3 ｃ主任指導主事 1
主任 6 外国語指導助手 1 自立支援相談員 2
スクールソーシャル
ワーカー
2 ALT 1 長期研究員 15 主事 1 総務部長（兼）
補佐（幼児教育セン
ター長）
1 副所長 2 副主査 1 主事 6 主事 1 主査 1 係長 1 所長 1
事業課長 1 専任当直員 2 学校教育参与 1 臨時 1 幼児発達相談専門員 1 臨時職員 1 部長補佐（総括） 1
補佐（子ども教育相
談係長）
1 副所長兼江南支所長 1 主事 3 主任指導主事 1 企画広報課長 1 非常勤職員 1 主任 6 次長 1







研究主幹 1 教育相談補助員 2 係長 2 主任 1
教育主幹兼主任指導
主事




研究・相談部長 1 非常勤事務員 3 主査 1 嘱託 7 総務担当部長 1 一般職非常勤職員 86 教育人材育成課長 1 外国語指導助手 1 研修員 1 企画管理専門員 2
指導員 8 主任 2 臨時 1 主任 2 教育課題研究課長 1 教育相談業務嘱託員 1 外国人指導助手 1 主任主事 1
主事 1 研究員 2 主任専門員 2 教育相談部長 1 長期研修員 5 研修顧問 1 主事 0




臨時補助員 2 嘱託（非常勤） 1
特別支援教育推進課
長




1 管理業務専門員 2 高等学校巡回指導員 2 嘱託職員 1
生涯学習相談員 2 司書 1 事務補助員 4 ネット監視員 1 外国語指導助手 1
幼児教育センター顧
問









嘱託（面接相談） 1 教育相談専門員 4































































































ａ主任 21 ａ主幹・指導主事 18 ａ専門主事 31 ａ指導主事 16 ａ教育主幹 10
ａ研究部研究指導主
事
7 ａ研修主事 26 ａ研修指導主事 14
ａ主任研究主事兼指
導主事
8 ａ主任指導主事 18 ａ主任指導主事 10 ａ主査（指） 20 ａ指導主事 22 ａ指導主事 13 ａ指導主事 30 ａ指導主事 49 ａ指導主事 36













18 ａ指導主事 39 ａ指導主事 15 ｂ教育企画係長 1 ｂ研修課長 1 ｂ指導主査 1
ｂ企画・研修スタッ
フ企画幹













1 ｂ企画研究部長 1 ｂ教育企画部長 1
ｂ主任指導主事兼課
長、班長
6 ｂ研修企画係長 1 ｂ学校支援課長 1 ｂ係長 1
ｂ研究・情報スタッ
フ企画幹
1 次長 1 所長 1
ｂ課長 7 ａ主査・指導主事 4
ｂ主幹指導主事兼教
職教育部長
1 ｂ専門研修係長 1 ｂ研修課長 1
ａ情報教育部研究指
導主事






3 ｂ学校教育支援係長 1 ｂ学力対策課長 1 所長 1
ｂ教育相談スタッフ
企画幹























3 ｂ研究部室長 2 ｃ指導専門嘱託員 3 ｂ科学教育係長 1 ｂ教育相談部長 1 ｃ主任専門員 1 管理部長 1 ｂICT教育係長 1 所長 1 課長補佐 1
ｂ教育相談スタッフ
企画幹（支所）
1 主幹 2 企画部長 1
副所長 3 ｂ次長 1 所長 1 管理調整監 1 所長 1 ｂ研修部長 1 研修総務班長 1 ｂ主査（教職） 2 ｂ地域教育支援部長 1 所長 1
教務部長兼高校教育
課参事
1 ｂ特別支援教育係長 1 副所長 2 主事 1 所長 1 主任 1 教科教育部長 1











1 主査 1 主事 1 総合支援部長 1 ｂ相談部室長 2 臨床心理相談専門員 6 次長 2 次長 1 総務課長 1 主任 1 所長 1 非常勤（一般事務） 1 総務課長 1 教育経営部長 1 主査 1
教職研修センター長 1 ｂ小・中部長 1 主任 1 司書 1
参事兼生涯学習企画
課長




















6 業務補助職員 3 主任主事 1 技師 1
教職員支援担当指導
員







1 所長 1 司書 1
学力向上推進担当指
導主事等
23 研修員 2 研究開発部長 1 教育相談員 11 情報教育部長 1
メンタルヘルス相談
員
2 副主査 1 研修派遣教員 5 総務課長 1 次長兼総務部長 1
主幹（兼）　(本･教
職員課主幹)
1 研究員 1 図書室事務委託員 1 特別支援教育部長 1 長期研究員 4 研修指導員 1
ＳＣ・ＳＳＷ 8 主事 1 班長（行政職） 2 総務部 9 教育相談員 3 非常勤嘱託員 52 主幹 1 教育相談員 1
教育相談臨任 1 専門員 1 主査 5 農業教育共同実習所 7
指導員（指導改善研
修担当）
2 非常勤作業員 3 調整員（行政） 1 派遣職員 2
ALT 1 主任 1 非常勤職員他 22 主任研究員 2 長期研究生 7 主事（短再） 1
非常勤嘱託 36 主事 4 研究員 16 主査（短再） 2
臨時職員 2 特任等（非常勤） 9 嘱託 5
外国語指導講師 1 非常勤嘱託 12
非常勤嘱託員等 26 日々雇用 5
長期研修員等 12 巡回アドバイザー 2
体力向上支援員 3
長期研修員 7
島根県愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県
京都府総合教育センター 大阪府教育センター 兵庫県立教育研修所 奈良県立教育研究所 和歌山県教育センター
学びの丘
鳥取県教育センター
兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県
島根県教育センター 岡山県総合教育センター 広島県立教育センター
24 35 31 16 38 40 26 14 26 57 25 20 22
福井県教育総合研究所 山梨県総合教育センター 長野県総合教育センター 岐阜県総合教育センター 静岡県総合教育センター 愛知県総合教育センター 三重県教育委員会事務局 滋賀県総合教育センター
13 28 49 36
7 6 6 4 13 12 9 7 5 11 6 7
2 0 0 0 3
4 2 5 0










a 指導主事数 15 15 33 33 29 29 34 34 18 18 32 32 36 36 17 17 23 23 30 30 53 53 12 12 16 16 12 12 15 15
b 統括クラスの指




0 0 0 0 4 4 5 5 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 9 3 3 0 0
自治体提出構成員
詳細データ
ａ研究指導主事 30 ａ指導主事 27 ａ指導主事 5 ａ指導主事 37 ａ指導主事 28 ａ指導主事 34 ａ指導主事 18 ａ係長（教育職） 8 ａ指導主事 36 ａ指導主事 17 ａ指導主事 23 ａ研究主事 30 ａ研究主事 32 ａ指導主事 12 ａ指導主事 16 ａ主任指導主事 8 ａ指導主事 15
ｂ教育研修部長 1 ｂ班長 8 ｂ教育研究課長 1 ｂ室長 6 ａ主任指導主事 1
ｂ参事兼主任指導主
事・総括
3 ｂ係長 7 ａ指導主事 24 ｂ室長 5 ｂ特別支援教育部長 1 所長 1 ｂ係長 8 ａ指導主事 10 ｂ主任 3 ｂ主任指導主事 3 ａ指導主事 4 ｂ主任指導主事 5
ｂ班長（ふれあい・
サポート主査含む）
6 所長 1 ｂ教職員研修課長 1 所長 1 ｂチーフ 10
ｂ主任指導主事・総
括










ｂ教育支援部長 1 副所長（総務課長） 1 ｂ教育相談課長 1 課長 1
ｃ若年教員育成アド
バイザー
5 ｂ主任指導主事 17 ｂ研究課長 1 ｂ副部長 1 ｂ主幹 1
ｂ指導主事兼課長補
佐
2 副主幹 4 ｂ教科教育研修課長 1
ｂ学校支援総括兼班
長































1 学習研修課長 1 ｂ教育相談課長 1 ｂ理科研修班長 1
幼児教育センター担
当課長
1 所長 1 ｃ主査 3 主事 2
次長（兼）企画室長 1 係長 2 主任 3 主任主事 1 主幹 1 教育指導部長 1 総務課長 1 課長（行政職） 1 副所長 1 教育相談部長 1 教育支援課長 1 所長 1 ｂ産業教育班長 1 教育研究員 18 主幹 2 所長 1 嘱託職員 50
主査（総務） 1 課長 5 主任指導主事 10 長期研修生 2 主事 1 教育経営部長 1 主査 3 係長（行政職） 1
審議員兼情報教育研
修部長




2 嘱託 8 教職研修部長 1 産業・情報教育部長 1 主事 1 主任主事（行政職） 1
審議員兼経営研修部
長
1 主任 1 企画調査課長 1 次長兼研修部長 1 所長 1 臨時職員 3 係長 1
非常勤嘱託員（研修
指導員）






19 主任管理主事 1 総務課長 1 研修員 25 参事 2 長期派遣研修生 5 主査 2 主査 2 嘱託職員 6
長期研究員 7 ALT 1 事業計画課長 1 嘱託 5
教科研修部長（副所
長と兼務）
0 不登校対応対策教員 4 教育相談員 2 主任 3 臨時職員 3
長期研修生（研究
生）
2 副長 2 嘱託 2 非常勤職員 6 51 主事（臨任） 1 長期研修員 6
教科専門研修生 5 係員 5 国内留学研修生 4 用務員 1
臨時的任用職員 2 非常勤職員 1 外国語指導助手 1
研修生 1 情報処理教育指導員 2

























































ａ指導主事 28 ａ指導主事 32 ａ指導主事 14 ａ指導主事 10 ａ指導主事 10 ａ指導主事 6 ａ指導主事 33 ａ首席指導主事 2 ａ指導主事 16 ａ指導主事 9 ａ指導主事 21 ａ指導主査 1 ａ主任指導主事 1 ａ指導主事 10 ａ主任指導主事 12 ａ指導主事 8
ｂ首席指導主事 3 所長 1 ｂ担当課長 3 ｂ指導主事(主任) 4
ｂ所長補佐兼企画係
長
1 ｂ所長 1 ｂ研修部長 1 ａ主任指導主事 8 ｂ総括指導主事 9 ａ指導員 4 ｂ首席指導主事 2 ａ指導副主査 11 ａ指導主事 9 ｂ指導主事 1 ａ指導主事 4 ｂ主任指導主事 1
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分析に当たり，「指導主事」の名称を 67 自治体の全体のパーセンテージが 100％となるよう，
図 2-2-1 の八つの型に分類した。 
 
 
図 2-2-1 「指導主事」の定義に合致する役職の名称 
 
一つ目に，定義に合致する職名が「指導主事」という名称のみの自治体を A「『指導主事』型」
として該当する自治体を調べたところ，35 自治体（全体の 52.2％）が該当した。 
二つ目に，定義に合致する職名が「○○指導主事」という名称のみの自治体を B「『○○指導
主事』型」として該当する自治体を調べたところ，4 自治体（全体の 6.0％）が該当した。 
三つ目に，「指導主事」という名称がほかの名称と併記されていたり兼任の職の一つとして記
されていたりしたもののみの自治体を C「『指導主事』併記・兼任型」として該当する自治体を
調べたところ，5 自治体（全体の 7.5％）が該当した。 




「A+B 併存型」として該当する自治体を調べたところ，9 自治体（全体の 13.4％）が該当した。 
六つ目に，A「『指導主事』型」の名称と D「行政的別名称型」が併存している自治体を F「A+D
併存型」として該当する自治体を調べたところ，4 自治体（全体の 6.0％）が該当した。 
七つ目に，A「『指導主事』型」の名称と B「『○○指導主事』型」の名称，C「『指導主事』
併記・兼任型」の名称が併存している自治体を G「A+B+C 併存型」として該当する自治体を調べ
たところ，1 自治体（全体の 1.5％）が該当した。 
－165－
八つ目に，A「『指導主事』型」の名称と B「『○○指導主事』型」の名称，D「行政的別名称
型」が併存している自治体を H「A+B+D 併存型」として該当する自治体を調べたところ，1 自治
体（全体の 1.5％）が該当した。 
このパーセンテージを分析すると，「指導主事」の名称については，A「『指導主事』型」が




































人数が 15.7 人であった。 大人数は都道府県が 66 人，政令指定都市が 33 人， 少人数は都道府















 ここでは，「統括クラスの指導主事」の定義に合致する職がある 63 自治体について，その役職
の名称について分析する。 
 分析に当たり，「統括クラスの指導主事」の定義に合致する職のある 63 自治体の全体のパーセ
ンテージが 100％となるよう，その名称を図 2-2-2 の六つの型に分類した。 
 
 
図 2-2-2 「統括クラスの指導主事」の定義に合致する役職の名称 
 
一つ目に，定義に合致する職名が「指導主事」という名称のみの自治体を A「『指導主事』型」
として該当する自治体を調べたところ，1 自治体（全体の 1.6％）が該当した。 
二つ目に，定義に合致する職名が「○○指導主事」という名称のみの自治体を B「『○○指導
主事』型」として該当する自治体を調べたところ，11 自治体（全体の 17.5％）が該当した。 
三つ目に，「指導主事」という名称がほかの名称と併記されていたり兼任の職の一つとして記
されていたりしたもののみの自治体を C「『指導主事』併記・兼任型」として該当する自治体を
調べたところ，2 自治体（全体の 3.2％）が該当した。 





「B+D 併存型」として該当する自治体を調べたところ，13 自治体（全体の 20.6％）が該当した。 
六つ目に，C「『指導主事』併記・兼任型」と D「行政的別名称型」が併存している自治体を調
べたところ．1 自治体（全体の 1.6％）が該当した。 
このパーセンテージを分析すると，「統括クラスの指導主事」の名称については，D「行政的別
名称型」が も多く全体の 55.6％を占め，次いで，E「B+D 併存型」が 20.6％であることがわか
った。「指導主事」「○○指導主事」ではない「行政的別名称」が含まれる型が 76.2％に上るこ
とから，「統括クラスの指導主事」の名称は行政的な役職名であることが多いことがわかる。そ
の反面，「指導主事」の定義では も多かった A「『指導主事』型」は 1 自治体（1.6％）のみで
あり，「指導主事」という言葉が含まれる名称の場合は，「○○指導主事」のように「指導主事」
に上位的な言葉が付加される形の名称になることが多いことがわかる（B「『○○指導主事』型」









フ」（2 自治体），「参事」（2 自治体），「（○○）主査」（2 自治体），「主任」（2 自治体），
「研究主幹」，「（○○）専門員」，「調整員（指）」，「指導主査」「○○スタッフ企画幹」で
あった。行政の幹部職に見られる名称が多く，特に「課長」（16 自治体），「部長」（11 自治体），















定都市の平均人数が 3.8 人であった。 大人数は都道府県が 29 人，政令指定都市が 9 人， 少人










べた結果，定義に合致する役職がある自治体は 47.8％（32 自治体），ない自治体は 52.2％（35
自治体）であった。 
ここでは，定義に合致する職がある 32 自治体について，その役職の名称について分析する。 
分析に当たり，「再任用等で指導主事相当の業務を主とする方」の定義に合致する職のある 32
自治体の全体のパーセンテージが 100％となるよう，その名称を図 2-2-3 の八つの型に分類した。 
 
 
図 2-2-3 「再任用等で指導主事相当の業務を主とする方」の定義に合致する役職の名称 
 
 一つ目に，定義に合致する職名が「（○○）指導主事」という名称のみの自治体を I「『（○○）
指導主事』型」として該当する自治体を調べたところ，3 自治体（全体の 9.4％）が該当した。 
二つ目に，定義に合致する職名が「（○○）指導員」という名称のみの自治体を J「『（○○）
指導員』型」として該当する自治体を調べたところ，4 自治体（全体の 12.5％）が該当した。 
三つ目に，定義に合致する職名が「（○○）専門員」という名称のみの自治体を K「『（○○）
専門員』型」として該当する自治体を調べたところ，5 自治体（全体の 15.6％）が該当した。 
四つ目に，定義に合致する職名が A～C 以外の別の名称のみである自治体を L「その他の名称」
として該当する自治体を調べたところ，14 自治体（全体の 43.8％）が該当した。 
五つ目に，I「『（○○）指導主事』型」の名称と L「その他の名称」が併存している自治体を
M「I+L 併存型」として該当する自治体を調べたところ，1 自治体（全体の 3.1％）が該当した。 
六つ目に，J「『（○○）指導員』型」の名称と L「その他の名称」が併存している自治体を N
「J+L 併存型」として該当する自治体を調べたところ，3 自治体（全体の 9.4％）が該当した。 
七つ目に，I「『（○○）指導主事』型」の名称と K「『（○○）専門員』型」の名称，L「そ
の他の名称」が併存している自治体を O「I+K+L 併存型」として該当する自治体を調べたところ，
1 自治体（全体の 3.1％）が該当した。 
八つ目に，I「『（○○）指導主事』型」の名称と J「『（○○）指導員』型」の名称，K「『（○
○）専門員』型」と L「その他の名称」が併存している自治体を P「I+J+K+L 併存型」として該
－169－
























平均人数が 7.2 人，政令指定都市の平均人数が 15.8 人であった。 大人数は都道府県が 44 人，
政令指定都市が 54 人， 少人数は都道府県が 1 人，政令指定都市が 2 人であった。標準偏差は
















「10～20 キロ」，C「20～30 キロ」，D「30 キロ以上」の四つに分けて分類した（図 2-2-4）。 
 
 
図 2-2-4 都道府県の本庁と教育センターの物理的距離 
 
 A「10 キロメートル以内」は 16 自治体（全体の 34.0％），B「10～20 キロメートル」は 16 自
治体（全体の 34.0％），C「20～30 キロメートル」は 6 自治体（全体の 12.8％），D「30 キロメ
ートル以上」は 9 自治体（全体の 19.1％）であった。 
都道府県の本庁と教育センターの物理的距離は， 長で 86.9 キロメートル， 短で 0.8 キロメ
ートルであった。平均値は 19.4 キロメートル，中央値は 13.7 キロメートルであった。標準偏差






図 2-2-5 政令指定都市の本庁と教育センターの物理的距離 
－171－
 A「10 キロメートル以内」は 15 自治体（全体の 75.0％），B「10～20 キロメートル」は 4 自
治体（全体の 20.0％），C「20～30 キロメートル」は 1 自治体（全体の 5.0％），D「30 キロメー
トル以上」の自治体はなかった。 
政令指定都市の本庁と教育センターの物理的距離は， 長で 21.2 キロメートル， 短で 0 キロ















































表 2-3-1 指導主事の資質・能力の重要度・実行度の単純集計結果 


































 【研修について】    
① 受講者の実態やニーズを把握し研修を企画することができる 0.0 0.0 14.1 85.9 0.5 0.3 11.5 87.7  1.5 22.5 67.4 8.5
② 教員育成指標とのつながりを意識した研修を企画することができる 0.0 1.6 28.1 70.3 0.6 1.4 22.3 75.7  4.5 33.0 55.6 6.9
③ 教職員の発達や成長についての理論に基づいて研修を実施することができる 0.0 4.7 50.0 45.3 0.6 2.8 33.7 62.9  8.0 41.9 45.6 4.5
④ センターが実施する研修の全体像を見渡した上で，研修を実施することができる 0.0 3.2 38.1 58.7 0.7 2.1 31.9 65.3  6.7 37.8 48.6 6.8
⑤ 先端の理論や情報に基づいた研修を実施することができる 0.0 1.6 52.4 46.0 0.6 1.4 28.4 69.5  7.4 40.4 44.6 7.6
⑥ 研修において知識や情報を受講者に分かりやすく伝えることができる 0.0 0.0 20.3 79.7 0.4 0.5 11.0 88.2  2.0 25.1 61.8 11.0




0.0 0.0 17.2 82.8  0.4 0.7 16.4 82.5  2.1 19.0 61.9 17.0
⑨ 研修の成果や課題を検証することができる 0.0 0.0 23.8 76.2 0.5 1.8 25.6 72.2  5.5 39.6 48.6 6.3
⑩ 研修の効果検証によって得られた知見を次回の研修に生かすことができる 0.0 0.0 20.3 79.7 0.5 1.1 21.2 77.1  3.7 31.7 55.0 9.5
 【研究について】    
① 研究倫理を正しく理解し，遵守しようとすることができる 0.0 3.1 39.1 57.8 0.5 2.9 31.6 65.0  7.2 32.5 50.5 9.7
② データや資料を適切に保管し，研究に生かすことができる 0.0 1.6 45.3 53.1 0.4 1.9 30.0 67.8  5.5 32.4 52.5 9.6
③ 現場の課題に即した実践的な研究をすることができる 0.0 0.0 18.8 81.3 0.4 0.7 19.5 79.4  5.7 31.5 52.7 10.2




0.0 3.1 39.1 57.8  0.8 4.3 35.1 59.8  7.4 37.8 45.9 8.9
⑥ 大学等の研究機関と連携して研究を進めることができる 1.6 9.4 64.1 25.0 0.7 9.1 48.5 41.7  17.8 47.1 29.0 6.0
⑦ 長期研修生の研究指導を適切に行うことができる 3.1 4.7 45.3 46.9 1.1 6.8 41.2 50.9  9.2 35.6 44.8 10.3
⑧ 調査したデータを適切に分析することができる 0.0 1.6 34.4 64.1 0.5 2.7 34.2 62.6  9.0 38.4 46.4 6.2
⑨ 分析した結果から課題やエビデンスを抽出することができる 0.0 1.6 29.7 68.8 0.5 2.2 31.7 65.7  8.7 44.0 41.8 5.5
⑩ 研修に生かすことのできる研究を行うことができる 0.0 0.0 40.6 59.4 0.5 2.7 30.4 66.4  9.3 39.1 44.2 7.4
 【学校訪問支援（コンサルテーション）について】    
① 学校に寄り添って学校を改善するという姿勢を持って学校訪問支援をすることができる 0.0 0.0 10.9 89.1 0.4 0.5 17.2 81.9  3.7 19.2 62.0 15.1
② 学校に継続的に関与する等，中長期的な視野で学校改善を支援することができる 0.0 6.3 48.4 45.3 0.4 2.1 29.8 67.7  9.4 46.2 38.6 5.8
③ センターとしての方針を踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0 3.1 40.6 56.3 0.5 3.8 35.6 60.1  5.9 27.2 57.2 9.7
④ 学校の現状やニーズを踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0 0.0 21.9 78.1 0.4 0.7 19.3 79.6  3.9 22.3 61.8 12.0
⑤ 学校を多角的に分析し，学校の現状や課題を把握することができる 0.0 0.0 47.6 52.4 0.5 2.8 31.8 64.9  8.4 46.9 39.7 5.0
⑥ 管理職・研究主任等との良好な関係構築を行いつつ，学校訪問支援をすることができる 0.0 3.1 34.4 62.5 0.4 2.2 31.6 65.9  5.0 24.0 59.0 12.0




0.0 4.7 39.1 56.3  0.5 3.2 31.2 65.2  3.9 26.8 56.5 12.8
⑨ 学校訪問支援の際には，教職員が納得する形で実践の評価（価値付け）を行うことができる 0.0 7.8 28.1 64.1 0.4 2.8 29.9 66.9  4.9 35.9 51.8 7.5
⑩ 学校訪問支援の際には，大学など関係機関とのネットワーク構築や連携を促すことができる 0.0 23.4 53.1 23.4 1.6 14.6 45.6 38.2  22.4 52.0 22.1 3.5
 【教育相談について】    
① 児童生徒に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 7.9 27.0 63.5 1.0 3.1 25.0 70.9  6.7 27.7 43.5 22.1
② 保護者に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 9.5 25.4 63.5 0.9 3.6 24.8 70.6  7.4 28.1 42.9 21.6
③ 学校に対して教育相談に関する指導・助言をすることができる 0.0 3.2 28.6 68.3 0.6 1.6 22.1 75.7  8.2 33.3 41.7 16.8
④ 学校以外の関係機関と連携をとって教育相談に関する対応をとることができる 0.0 6.3 41.3 52.4 0.7 2.0 27.0 70.2  9.7 38.6 36.5 15.2
⑤ 現場の教員向けの教育相談に係る事例集や手引き，教材などを作成することができる 0.0 12.7 42.9 44.4 0.6 5.1 36.5 57.9  12.5 45.7 31.7 10.1
⑥ 教育相談に係る研修講座を実施することができる 0.0 3.2 38.1 58.7 0.7 2.6 30.1 66.6  11.7 35.9 35.9 16.5
⑦ 特別支援教育に係る教材を作成することができる 0.0 20.6 44.4 34.9 0.9 5.4 34.1 59.6  16.9 43.3 28.9 10.8
－174－
⑧ 教育相談に関する基本的な知識・技能を身に付けることができる 0.0 6.3 30.2 63.5 0.6 1.2 26.1 72.1  9.3 35.0 40.8 14.9
⑨ 教育相談の関係機関につなげることができる 0.0 4.8 34.9 60.3 0.7 2.3 27.7 69.3  8.9 34.5 40.8 15.9
⑩ 特別支援教育の関係機関につなげることができる 0.0 9.5 33.3 57.1 0.8 2.0 28.2 69.0  10.3 37.2 38.9 13.6


































 【教育行政について】    
① 法律や規則等の事務処理上のルールを理解し，適正に事務処理することができる 0.0 1.6 40.6 57.8 0.4 1.0 21.3 77.3  2.2 20.3 62.9 14.6
② 起案の仕組みを理解した上で，起案文書を作成することができる 0.0 1.6 52.4 46.0 0.5 1.6 27.4 70.6  1.4 13.1 62.8 22.7
③ 上司・同僚と相談しつつ仕事を進めることができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.3 0.3 15.6 83.8  1.3 6.7 56.7 35.3
④ 様々なニーズや考え方を総合し，バランスの取れた判断をすることができる 0.0 1.6 21.9 76.6 0.3 0.4 20.3 79.0  2.0 18.7 64.9 14.4
⑤ 国・都道府県・政令指定都市の教育政策・教育施策を踏まえた上で仕事を進めることができる 0.0 1.6 29.7 68.8 0.3 1.2 21.8 76.6  2.1 22.0 61.8 14.1
⑥ 説明責任を意識した仕事を進めることができる 0.0 1.6 26.6 71.9 0.3 0.6 20.8 78.3  1.9 19.2 62.0 17.0
⑦ 本庁の方針と一貫して，仕事を進めることができる 0.0 1.6 35.9 62.5 0.3 1.3 25.2 73.2  2.8 21.8 61.3 14.1
⑧ 学校訪問支援の準備等の各種調整業務を適切に行うことができる 0.0 1.6 39.1 59.4 0.3 1.5 28.6 69.6  2.2 17.6 64.6 15.5
⑨ 所属センターの業務目標や当面の課題を正確に理解した上で仕事を進めることができる 0.0 0.0 25.0 75.0 0.3 0.8 24.7 74.1  1.8 20.8 62.5 14.9
⑩ 費用対効果を意識して，事業計画を企画・立案することができる 0.0 3.1 53.1 43.8 0.5 2.8 33.4 63.3  5.2 36.3 49.3 9.2
 【資質について】    
① 児童生徒の成長を願って仕事に取り組むことができる 0.0 0.0 7.8 92.2 0.4 0.1 11.0 88.5  1.0 8.4 52.7 37.9
② メンタルヘルスに留意しながら仕事を進めることができる 0.0 0.0 34.4 65.6 0.5 1.4 25.1 73.0  6.0 25.5 50.9 17.5
③ 業務を円滑に進めるために説得や傾聴をすることができる 0.0 1.6 28.1 70.3 0.4 0.9 23.3 75.4  2.2 15.4 61.7 20.8
④ 課題を持って学び続けることができる 0.0 0.0 15.6 84.4 0.4 0.3 19.2 80.1  1.9 17.3 57.7 23.0
⑤ 社会の動きに関しての情報を収集することができる 0.0 0.0 29.7 70.3 0.3 0.7 21.4 77.6  2.0 24.5 58.0 15.5
⑥ 学校現場の実状を理解し，寄り添うことができる 0.0 0.0 17.2 82.8 0.4 0.3 15.9 83.4  1.8 20.5 59.8 18.0
⑦ これからの教育の在り方に関する自分なりの考え方を持って仕事をすることができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.4 1.3 21.2 77.0  2.3 19.4 56.6 21.6
⑧ 研究・研修を通じて教職員の成長を支援する仕事に誇りを持って，仕事に取り組むことができる 0.0 0.0 12.5 87.5 0.5 1.3 21.8 76.5  2.9 18.0 54.6 24.4
⑨ 学校教育の社会的使命を自覚し，仕事をすることができる 0.0 0.0 29.7 70.3 0.5 0.9 22.8 75.9  2.5 15.9 59.6 22.0
⑩ 学習指導要領など担当業務についての 先端の知識を収集することができる 0.0 0.0 10.9 89.1 0.3 0.5 16.4 82.8  1.8 19.8 58.6 19.9











り重要でない」2 点，「やや重要である」3 点，「とても重要である」4 点を与え平均点を求めた。
指導主事の実行度に関しては，「業務ではない」を分析から除外し，「できていない」1 点，「余り
















① 受 講 者 の 実 態 や ニ ー ズ を 把 握 し 研 修 を 企 画
⑦ 研 修 で 充 実 し た 学 び が で き る よ う コ ー デ ィ ネ ー ト
⑧ 研 修 の 目 的 に 応 じ て 組 み 合 わ せ た 研 修 を 実 施
⑥ 研 修 で 知 識 や 情 報 を 分 か り や す く 伝 え る
⑩ 研 修 の 効 果 検 証 で の 知 見 を 次 回 の 研 修 に 生 か す
⑨ 研 修 の 成 果 や 課 題 を 検 証
② 教 員 育 成 指 標 と の つ な が り を 意 識 し た 研 修 企 画
④ セ ン タ ー 実 施 の 研 修 全 体 像 を 見 渡 し 研 修 を 実 施
⑤ 最 先 端 の 理 論 や 情 報 に 基 づ い た 研 修 を 実 施
③ 教 職 員 の 発 達 や 成 長 理 論 に 基 づ い て 研 修 を 実 施
③ 現 場 の 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
⑨ 分 析 し た 結 果 か ら 課 題 や エ ビ デ ン ス を 抽 出
⑧ 調 査 し た デ ー タ を 適 切 に 分 析
④ 自 治 体 が 直 面 す る 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
⑩ 研 修 に 生 か す こ と の で き る 研 究
① 研 究 倫 理 を 正 し く 理 解 し 遵 守
⑤ パ ン フ レ ッ ト 等 や 研 究 発 表 会 を 通 し て 研 究 成 果 を 伝 え る
② デ ー タ や 資 料 を 適 切 に 保 管 し 研 究 に 生 か す
⑦ 長 期 研 修 生 の 研 究 指 導 を 適 切 に 行 う
⑥ 大 学 等 の 研 究 機 関 と 連 携 し て 研 究 を 進 め る
① 学 校 に 寄 り 添 っ て 改 善 す る 姿 勢 を 持 っ て 学 校 訪 問 支 援
④ 学 校 の 現 状 や ニ ー ズ を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
⑦ 学 校 訪 問 の 際 に 実 践 の 改 善 に 向 け た 具 体 的 情 報 を 提 供
⑥ 管 理 職 等 と の 良 好 な 関 係 構 築 を 行 い 学 校 訪 問 支 援
⑨ 学 校 訪 問 の 際 に 納 得 す る 形 で 実 践 の 評 価 （ 価 値 付 け ）
③ セ ン タ ー と し て の 方 針 を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
⑤ 学 校 を 多 角 的 に 分 析 し 学 校 の 現 状 や 課 題 を 把 握
⑧ 学 校 訪 問 の 際 に 学 校 や 教 職 員 が 勇 気 づ け ら れ る 感 情 面 の 支 援
② 学 校 に 継 続 的 に 関 与 す る 等 ， 中 長 期 的 な 視 野 で 学 校 改 善 を 支 援
⑩ 学 校 訪 問 の 際 に 関 係 機 関 と の ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 や 連 携 を 促 す
③ 学 校 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 指 導 ・ 助 言
⑧ 教 育 相 談 に 関 す る 基 本 的 な 知 識 ・ 技 能 を 身 に 付 け る
⑥ 教 育 相 談 に 係 る 研 修 講 座 を 実 施
⑨ 教 育 相 談 の 関 係 機 関 に つ な げ る
① 児 童 生 徒 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
② 保 護 者 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
⑩ 特 別 支 援 教 育 の 関 係 機 関 に つ な げ る
④ 学 校 以 外 の 関 係 機 関 と 連 携 を と っ て 教 育 相 談 の 対 応
⑤ 現 場 教 員 向 け の 教 育 相 談 事 例 集 や 教 材 な ど を 作 成
⑦ 特 別 支 援 教 育 に 係 る 教 材 を 作 成
③ 上 司 ・ 同 僚 と 相 談 し つ つ 仕 事 を 進 め る
④ 様 々 な ニ ー ズ や 考 え 方 を 総 合 し バ ラ ン ス の 取 れ た 判 断
⑨ 所 属 セ ン タ ー の 業 務 目 標 や 課 題 を 理 解 し た 上 で 仕 事
⑥ 説 明 責 任 を 意 識 し た 仕 事 を 進 め る
⑤ 自 治 体 の 教 育 政 策 ・ 教 育 施 策 を 踏 ま え 仕 事 を 進 め る
⑦ 本 庁 の 方 針 と 一 貫 し て 仕 事 を 進 め る
⑧ 学 校 訪 問 支 援 の 準 備 等 の 各 種 調 整 業 務 を 適 切 に 行 う
① 法 律 や 規 則 等 の 事 務 処 理 上 の ル ー ル を 理 解 し 事 務 処 理
② 起 案 の 仕 組 み を 理 解 し た 上 で ， 起 案 文 書 を 作 成
⑩ 費 用 対 効 果 を 意 識 し て ， 事 業 計 画 を 企 画 ・ 立 案
① 児 童 生 徒 の 成 長 を 願 っ て 仕 事 に 取 り 組 む
⑩ 学 習 指 導 要 領 な ど 担 当 業 務 に つ い て の 最 先 端 の 知 識 を 収 集
⑦ こ れ か ら の 教 育 の 在 り 方 に 関 す る 自 分 の 考 え 方 を 持 っ て 仕 事
⑧ 研 究 ・ 研 修 を 通 じ 教 職 員 成 長 ・ 支 援 の 仕 事 に 誇 り を 持 っ て 仕 事
④ 課 題 を 持 っ て 学 び 続 け る
⑥ 学 校 現 場 の 実 状 を 理 解 し ， 寄 り 添 う
⑤ 社 会 の 動 き に 関 し て の 情 報 を 収 集
⑨ 学 校 教 育 の 社 会 的 使 命 を 自 覚 し ， 仕 事
③ 業 務 を 円 滑 に 進 め る た め に 説 得 や 傾 聴


















































































































































































ることができる」0.13 の 2 項目であることがわかった。 















































⑨ 研 修 の 成 果 や 課 題 を 検 証
⑩ 研 修 の 効 果 検 証 で の 知 見 を 次 回 の 研 修 に 生 か す
⑦ 研 修 で 充 実 し た 学 び が で き る よ う コ ー デ ィ ネ ー ト
⑧ 研 修 の 目 的 に 応 じ て 組 み 合 わ せ た 研 修 を 実 施
① 受 講 者 の 実 態 や ニ ー ズ を 把 握 し 研 修 を 企 画
② 教 員 育 成 指 標 と の つ な が り を 意 識 し た 研 修 企 画
④ セ ン タ ー 実 施 の 研 修 全 体 像 を 見 渡 し 研 修 を 実 施
⑥ 研 修 で 知 識 や 情 報 を 分 か り や す く 伝 え る
③ 教 職 員 の 発 達 や 成 長 理 論 に 基 づ い て 研 修 を 実 施
⑤ 最 先 端 の 理 論 や 情 報 に 基 づ い た 研 修 を 実 施
⑧ 調 査 し た デ ー タ を 適 切 に 分 析
⑨ 分 析 し た 結 果 か ら 課 題 や エ ビ デ ン ス を 抽 出
③ 現 場 の 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
⑤ パ ン フ レ ッ ト 等 や 研 究 発 表 会 を 通 し て 研 究 成 果 を 伝 え る
④ 自 治 体 が 直 面 す る 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
⑩ 研 修 に 生 か す こ と の で き る 研 究
① 研 究 倫 理 を 正 し く 理 解 し 遵 守
⑦ 長 期 研 修 生 の 研 究 指 導 を 適 切 に 行 う
② デ ー タ や 資 料 を 適 切 に 保 管 し 研 究 に 生 か す
⑥ 大 学 等 の 研 究 機 関 と 連 携 し て 研 究 を 進 め る
① 学 校 に 寄 り 添 っ て 改 善 す る 姿 勢 を 持 っ て 学 校 訪 問 支 援
④ 学 校 の 現 状 や ニ ー ズ を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
③ セ ン タ ー と し て の 方 針 を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
⑦ 学 校 訪 問 の 際 に 実 践 の 改 善 に 向 け た 具 体 的 情 報 を 提 供
⑥ 管 理 職 等 と の 良 好 な 関 係 構 築 を 行 い 学 校 訪 問 支 援
⑨ 学 校 訪 問 の 際 に 納 得 す る 形 で 実 践 の 評 価 （ 価 値 付 け ）
⑤ 学 校 を 多 角 的 に 分 析 し 学 校 の 現 状 や 課 題 を 把 握
⑧ 学 校 訪 問 の 際 に 学 校 や 教 職 員 が 勇 気 づ け ら れ る 感 情 面 の 支 援
⑩ 学 校 訪 問 の 際 に 関 係 機 関 と の ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 や 連 携 を 促 す
② 学 校 に 継 続 的 に 関 与 す る 等 ， 中 長 期 的 な 視 野 で 学 校 改 善 を 支 援
⑥ 教 育 相 談 に 係 る 研 修 講 座 を 実 施
③ 学 校 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 指 導 ・ 助 言
⑨ 教 育 相 談 の 関 係 機 関 に つ な げ る
⑧ 教 育 相 談 に 関 す る 基 本 的 な 知 識 ・ 技 能 を 身 に 付 け る
① 児 童 生 徒 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
② 保 護 者 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
⑩ 特 別 支 援 教 育 の 関 係 機 関 に つ な げ る
⑤ 現 場 教 員 向 け の 教 育 相 談 事 例 集 や 教 材 な ど を 作 成
④ 学 校 以 外 の 関 係 機 関 と 連 携 を と っ て 教 育 相 談 の 対 応
⑦ 特 別 支 援 教 育 に 係 る 教 材 を 作 成
③ 上 司 ・ 同 僚 と 相 談 し つ つ 仕 事 を 進 め る
⑨ 所 属 セ ン タ ー の 業 務 目 標 や 課 題 を 理 解 し た 上 で 仕 事
④ 様 々 な ニ ー ズ や 考 え 方 を 総 合 し バ ラ ン ス の 取 れ た 判 断
⑥ 説 明 責 任 を 意 識 し た 仕 事 を 進 め る
⑤ 自 治 体 の 教 育 政 策 ・ 教 育 施 策 を 踏 ま え 仕 事 を 進 め る
⑧ 学 校 訪 問 支 援 の 準 備 等 の 各 種 調 整 業 務 を 適 切 に 行 う
⑦ 本 庁 の 方 針 と 一 貫 し て 仕 事 を 進 め る
① 法 律 や 規 則 等 の 事 務 処 理 上 の ル ー ル を 理 解 し 事 務 処 理
⑩ 費 用 対 効 果 を 意 識 し て ， 事 業 計 画 を 企 画 ・ 立 案
② 起 案 の 仕 組 み を 理 解 し た 上 で ， 起 案 文 書 を 作 成
⑧ 研 究 ・ 研 修 を 通 じ 教 職 員 成 長 ・ 支 援 の 仕 事 に 誇 り を 持 っ て 仕 事
⑦ こ れ か ら の 教 育 の 在 り 方 に 関 す る 自 分 の 考 え 方 を 持 っ て 仕 事
⑩ 学 習 指 導 要 領 な ど 担 当 業 務 に つ い て の 最 先 端 の 知 識 を 収 集
④ 課 題 を 持 っ て 学 び 続 け る
① 児 童 生 徒 の 成 長 を 願 っ て 仕 事 に 取 り 組 む
⑥ 学 校 現 場 の 実 状 を 理 解 し ， 寄 り 添 う
⑨ 学 校 教 育 の 社 会 的 使 命 を 自 覚 し ， 仕 事
② メ ン タ ル ヘ ル ス に 留 意 し な が ら 仕 事 を 進 め る
③ 業 務 を 円 滑 に 進 め る た め に 説 得 や 傾 聴




























































































































































⑤ 最 先 端 の 理 論 や 情 報 に 基 づ い た 研 修 を 実 施
⑨ 研 修 の 成 果 や 課 題 を 検 証
③ 教 職 員 の 発 達 や 成 長 理 論 に 基 づ い て 研 修 を 実 施
② 教 員 育 成 指 標 と の つ な が り を 意 識 し た 研 修 企 画
⑦ 研 修 で 充 実 し た 学 び が で き る よ う コ ー デ ィ ネ ー ト
④ セ ン タ ー 実 施 の 研 修 全 体 像 を 見 渡 し 研 修 を 実 施
⑥ 研 修 で 知 識 や 情 報 を 分 か り や す く 伝 え る
⑩ 研 修 の 効 果 検 証 で の 知 見 を 次 回 の 研 修 に 生 か す
① 受 講 者 の 実 態 や ニ ー ズ を 把 握 し 研 修 を 企 画
⑧ 研 修 の 目 的 に 応 じ て 組 み 合 わ せ た 研 修 を 実 施
⑨ 分 析 し た 結 果 か ら 課 題 や エ ビ デ ン ス を 抽 出
⑩ 研 修 に 生 か す こ と の で き る 研 究
④ 自 治 体 が 直 面 す る 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
③ 現 場 の 課 題 に 即 し た 実 践 的 な 研 究
⑧ 調 査 し た デ ー タ を 適 切 に 分 析
⑥ 大 学 等 の 研 究 機 関 と 連 携 し て 研 究 を 進 め る
② デ ー タ や 資 料 を 適 切 に 保 管 し 研 究 に 生 か す
① 研 究 倫 理 を 正 し く 理 解 し 遵 守
⑤ パ ン フ レ ッ ト 等 や 研 究 発 表 会 を 通 し て 研 究 成 果 を 伝 え る
⑦ 長 期 研 修 生 の 研 究 指 導 を 適 切 に 行 う
② 学 校 に 継 続 的 に 関 与 す る 等 ， 中 長 期 的 な 視 野 で 学 校 改 善 を 支 援
⑤ 学 校 を 多 角 的 に 分 析 し 学 校 の 現 状 や 課 題 を 把 握
⑩ 学 校 訪 問 の 際 に 関 係 機 関 と の ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 や 連 携 を 促 す
⑨ 学 校 訪 問 の 際 に 納 得 す る 形 で 実 践 の 評 価 （ 価 値 付 け ）
⑦ 学 校 訪 問 の 際 に 実 践 の 改 善 に 向 け た 具 体 的 情 報 を 提 供
④ 学 校 の 現 状 や ニ ー ズ を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
① 学 校 に 寄 り 添 っ て 改 善 す る 姿 勢 を 持 っ て 学 校 訪 問 支 援
⑥ 管 理 職 等 と の 良 好 な 関 係 構 築 を 行 い 学 校 訪 問 支 援
③ セ ン タ ー と し て の 方 針 を 踏 ま え た 学 校 訪 問 支 援
⑧ 学 校 訪 問 の 際 に 学 校 や 教 職 員 が 勇 気 づ け ら れ る 感 情 面 の 支 援
⑦ 特 別 支 援 教 育 に 係 る 教 材 を 作 成
⑤ 現 場 教 員 向 け の 教 育 相 談 事 例 集 や 教 材 な ど を 作 成
④ 学 校 以 外 の 関 係 機 関 と 連 携 を と っ て 教 育 相 談 の 対 応
⑧ 教 育 相 談 に 関 す る 基 本 的 な 知 識 ・ 技 能 を 身 に 付 け る
⑩ 特 別 支 援 教 育 の 関 係 機 関 に つ な げ る
③ 学 校 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 指 導 ・ 助 言
⑥ 教 育 相 談 に 係 る 研 修 講 座 を 実 施
⑨ 教 育 相 談 の 関 係 機 関 に つ な げ る
② 保 護 者 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
① 児 童 生 徒 に 対 し て 教 育 相 談 に 関 す る 対 応
⑩ 費 用 対 効 果 を 意 識 し て ， 事 業 計 画 を 企 画 ・ 立 案
⑤ 自 治 体 の 教 育 政 策 ・ 教 育 施 策 を 踏 ま え 仕 事 を 進 め る
④ 様 々 な ニ ー ズ や 考 え 方 を 総 合 し バ ラ ン ス の 取 れ た 判 断
① 法 律 や 規 則 等 の 事 務 処 理 上 の ル ー ル を 理 解 し 事 務 処 理
⑦ 本 庁 の 方 針 と 一 貫 し て 仕 事 を 進 め る
⑥ 説 明 責 任 を 意 識 し た 仕 事 を 進 め る
⑨ 所 属 セ ン タ ー の 業 務 目 標 や 課 題 を 理 解 し た 上 で 仕 事
⑧ 学 校 訪 問 支 援 の 準 備 等 の 各 種 調 整 業 務 を 適 切 に 行 う
② 起 案 の 仕 組 み を 理 解 し た 上 で ， 起 案 文 書 を 作 成
③ 上 司 ・ 同 僚 と 相 談 し つ つ 仕 事 を 進 め る
② メ ン タ ル ヘ ル ス に 留 意 し な が ら 仕 事 を 進 め る
⑤ 社 会 の 動 き に 関 し て の 情 報 を 収 集
⑥ 学 校 現 場 の 実 状 を 理 解 し ， 寄 り 添 う
⑩ 学 習 指 導 要 領 な ど 担 当 業 務 に つ い て の 最 先 端 の 知 識 を 収 集
④ 課 題 を 持 っ て 学 び 続 け る
⑦ こ れ か ら の 教 育 の 在 り 方 に 関 す る 自 分 の 考 え 方 を 持 っ て 仕 事
③ 業 務 を 円 滑 に 進 め る た め に 説 得 や 傾 聴
⑧ 研 究 ・ 研 修 を 通 じ 教 職 員 成 長 ・ 支 援 の 仕 事 に 誇 り を 持 っ て 仕 事
⑨ 学 校 教 育 の 社 会 的 使 命 を 自 覚 し ， 仕 事

































































































各分野 10 項目を用いてそれぞれ 尤法により因子抽出を行った結果，【研修】【研究】【学校訪
問支援】【教育相談】【行政事務】【資質】のいずれにおいても固有値が 1 以上の因子は一つしかな
かった。すなわち実行度の各分野はそれぞれ 1 因子構造になっていることが確認された。実行度
の各因子間の相関係数と平均，標準偏差，クロンバックのα係数を表 2-3-2 に示す。 
 
表 2-3-2 実行度の因子（分野）間相関と平均・標準偏差・信頼性 
 研 修 研 究 
学校訪問
支援 
教育相談 行政事務 資 質 平均 標準偏差 
信頼性
α係数
研  修 － .715** .670** .440** .648** .648** 2.68 0.50 0.907 
研  究  － .639** .445** .626** .591** 2.55 0.56 0.916 
学校訪問支援   － .543** .660** .608** 2.64 0.55 0.923 
教育相談    － .447** .441** 2.60 0.73 0.957 
行政事務    － .753** 2.94 0.51 0.928 




野が一つの因子を構成していると想定し，これら 6 分野の各平均点を用いて分析を行う。 
 
（イ）属性別重要度の比較 















人数 df F p   
研  修 
一般の指導主事 3.74 0.37 1189
2, 1553 0.556 0.574 n.s. 統括クラスの指導主事 3.73 0.34 306
所長 3.70 0.27 61
研  究 
一般の指導主事 3.59 0.44 1181
2, 1550 0.936 0.392 n.s. 統括クラスの指導主事 3.56 0.45 308
所長 3.54 0.35 64
学校訪問 
支  援 
一般の指導主事 3.63 0.43 1189
2, 1558 1.301 0.273 n.s. 統括クラスの指導主事 3.60 0.42 309
所長 3.55 0.37 63
教育相談 
一般の指導主事 3.64 0.48 1178
2, 1543 3.80 0.023 * 統括クラスの指導主事 3.63 0.45 305
所長 3.48 0.48 63
行政事務 
一般の指導主事 3.73 0.41 1195
2, 1567 1.595 0.203 n.s. 統括クラスの指導主事 3.73 0.40 312
所長 3.64 0.36 63
資   質 
一般の指導主事 3.78 0.37 1185
2, 1557 0.838 0.433 n.s. 統括クラスの指導主事 3.75 0.37 311
所長 3.80 0.27 64
*p<0.05  **p<0.01      
 






人数 df F p  
研   修 
30 代 3.75 0.40 91
2, 1542 0.796 0.451 n.s. 40 代 3.75 0.36 944
50 代以上 3.73 0.34 497
研   究 
30 代 3.56 0.48 90
2, 1539 0.453 0.636 n.s. 40 代 3.59 0.44 947
50 代以上 3.57 0.42 505
学校訪問 
支  援 
30 代 3.63 0.47 91
2, 1547 1.840 0.159 n.s. 40 代 3.64 0.42 947
50 代以上 3.59 0.42 512
教育相談 
30 代 3.56 0.56 90
2, 1534 3.898 0.020 * 40 代 3.66 0.45 937
50 代以上 3.61 0.49 510
行政事務 
30 代 3.74 0.47 91
2, 1557 1.029 0.358 n.s. 40 代 3.73 0.40 955
50 代以上 3.70 0.41 514
資 質 
30 代 3.79 0.40 91
2, 1547 0.588 0.556 n.s. 40 代 3.78 0.36 946
50 代以上 3.76 0.37 513











人数 df t p  
研  修 
女性 3.79 0.36 463
3.686 858.219 0.000 ** 
男性 3.72 0.35 1097
研  究 
女性 3.64 0.44 464
3.253 870.674 0.001 ** 
男性 3.56 0.43 1093
学校訪問 
支  援 
女性 3.67 0.43 466
2.959 854.968 0.003 ** 
男性 3.60 0.42 1099
教育相談 
女性 3.70 0.47 455
3.253 859.657 0.001 ** 
男性 3.61 0.47 1095
行政事務 
女性 3.79 0.41 468
4.032 870.767 0.000 ** 
男性 3.70 0.40 1106
資  質 
女性 3.83 0.37 461
3.941 842.679 0.000 ** 
男性 3.75 0.36 1103



















表 2-3-6 実行度の年代別比較［指導主事のみ・60 代以上除く］（分散分析・多重比較結果） 
実行度（平均） 年代 平均 標準偏差 人数 df F p 
Bonferroni
の多重比較
研  修 
30 代 2.49 0.54 83
2, 1394 14.378 0.000 ** 
30-40 代 ** 
40 代 2.66 0.50 890 30-50 代 ** 
50 代 2.77 0.47 424 40-50 代 ** 
研  究 
30 代 2.37 0.64 48
2, 1069 8.821 0.000 ** 
30-40 代   
40 代 2.52 0.55 674 30-50 代 ** 
50 代 2.65 0.55 350 40-50 代 ** 
学校訪問 
支  援 
30 代 2.45 0.54 62
2, 1161 11.343 0.000 ** 
30-40 代   
40 代 2.61 0.55 739 30-50 代 ** 
50 代 2.74 0.53 363 40-50 代 ** 
教育相談 
30 代 2.42 0.74 33
2, 653 3.984 0.019 * 
30-40 代   
40 代 2.55 0.72 397 30-50 代   
50 代 2.70 0.73 226 40-50 代 * 
行政事務 
30 代 2.79 0.51 78
2, 1303 11.436 0.000 ** 
30-40 代   
40 代 2.91 0.52 821 30-50 代 ** 
50 代 3.03 0.45 407 40-50 代 ** 
資  質 
30 代 2.85 0.56 90
2, 1438 10.416 0.000 ** 
30-40 代   
40 代 2.97 0.55 919 30-50 代 ** 
50 代 3.08 0.49 432 40-50 代 ** 












人数 df t p  
研  修 
女性 2.66 0.48 430
1416 1.053 0.293 n.s. 
男性 2.69 0.51 988
研  究 
女性 2.45 0.55 306
1084 3.595 0.000 ** 
男性 2.59 0.56 780
学校訪問 
支  援 
女性 2.61 0.54 352
1179 1.174 0.240 n.s. 
男性 2.65 0.55 829
教育相談 
女性 2.64 0.73 192
667 0.974 0.331 n.s. 
男性 2.58 0.72 477
行政事務 
女性 2.91 0.49 399
1322 1.391 0.165 n.s. 
男性 2.95 0.51 925
資  質 
女性 3.03 0.50 445
1457 1.445 0.149 n.s. 
男性 2.98 0.55 1014
























事の回答である。選択肢の 3 と 4 を合計した選択率の高い項目（所長の回答）の順に並び替えて



























































0 0 57.8 42.2 100.0 3.42 0.498
0.8 31.8 43.4 23.9 67.3 2.9 0.763
13 同僚指導主事からの助言 
0 1.6 56.3 42.2 98.5 3.41 0.526
2.7 37.1 40.2 19.9 60.1 2.77 0.793
1 様々な授業研究会等への見学・参加 
0 1.6 50 48.4 98.4 3.47 0.534
0.7 32.5 44.4 22.3 66.7 2.88 0.751 
7 研修会や説明会での講師の経験 
1.6 1.6 50 46.9 96.9 3.42 0.612
5.6 35.9 37.3 21.2 58.5 2.74 0.854
21 学校への訪問支援の経験 
0 3.1 45.3 51.6 96.9 3.48 0.563
8 38.2 31.5 22.2 53.7 2.68 0.908
17 先輩指導主事とともに仕事をする経験 
0 4.7 31.3 64.1 95.4 3.59 0.583
2.6 28.1 41.8 27.6 69.4 2.94 0.81
8 研究授業での助言者の経験 
1.6 3.1 51.6 43.8 95.4 3.37 0.63




0 4.7 56.3 39.1 95.4 3.34 0.57
35.3 49.6 12.6 2.6 15.2 1.82 0.742
14 他の自治体の指導主事との交流・情報交換 
0 4.7 62.5 32.8 95.3 3.28 0.548
12.2 59.5 22.9 5.4 28.3 2.22 0.722
18 同僚指導主事とともに仕事をする経験 
1.6 3.1 40.6 54.7 95.3 3.48 0.642
1.9 18.7 44.3 35.1 79.4 3.13 0.773
5 書籍等による自己研鑽（けんさん） 
0 4.7 50 45.3 95.3 3.41 0.583
3.1 29.3 44.4 23.2 67.6 2.88 0.797
6 研修会の企画・運営 
0 6.3 51.6 42.2 93.8 3.36 0.601
6.3 31 37.2 25.4 62.6 2.82 0.885
15 専門が異なる指導主事との交流・情報交換 
0 6.3 57.8 35.9 93.7 3.3 0.582
6.6 50.7 31.4 11.3 42.7 2.47 0.78
28 研究主任・センター職員として研究活動をする経験
0 9.4 64.1 26.6 90.7 3.17 0.579
26.9 41.4 21.4 10.3 31.7 2.15 0.934
22 児童生徒・保護者への教育相談活動 
0 9.4 60.9 29.7 90.6 3.2 0.596
24.4 34.7 25.5 15.5 41.0 2.32 1.008
4 研究会や研修会への学習者としての参加 
1.6 9.4 60.9 28.1 89.0 3.16 0.648
2.4 32.2 43.3 22.2 65.5 2.85 0.785 
16 他の指導主事が行っている研修会の見学 
0 12.5 67.2 20.3 87.5 3.08 0.572
12.7 57.1 24.2 5.9 30.1 2.23 0.743
19 職務上での学校長との関わり 
0 15.6 43.8 40.6 84.4 3.25 0.713
3.2 42.7 37.3 16.9 54.2 2.68 0.787
10 調査研究等の業務の担当 
1.6 15.6 59.4 23.4 82.8 3.05 0.677
21.9 43.6 23 11.4 34.4 2.24 0.922
20 教職以外の他業種の方との交流 
0 17.2 53.1 29.7 82.8 3.12 0.678




0 18.8 43.8 37.5 81.3 3.19 0.732
69.1 24.8 5 1.2 6.2 1.38 0.638
11 研究発表会の運営 
1.6 17.2 73.4 7.8 81.2 2.87 0.549
16.2 45.4 26.7 11.7 38.4 2.34 0.884
－189－
23 大学教員からの助言 
0 20.3 62.5 17.2 79.7 2.97 0.616




3.1 21.9 50 25 75.0 2.97 0.776
13.7 29.4 34.6 22.3 56.9 2.65 0.973 
9 長期研修生への指導 
3.1 25 51.6 20.3 71.9 2.89 0.758
35.3 36.6 18.4 9.6 28.0 2.02 0.96



























7.8 26.6 50 15.6 65.6 2.73 0.821
  
24 大学教員とともに仕事をする経験 
0 35.9 46.9 17.2 64.1 2.81 0.71




4.7 31.3 56.3 7.8 64.1 2.67 0.691
  
3 地域での教育研究会などでの役職の経験 
6.3 53.1 35.9 4.7 40.6 2.39 0.681
30.3 32.8 24.6 12.3 36.9 2.19 1.002 
 
※上段は所長の回答，下段は指導主事の回答である 
※選択肢は，所長が「4 とても重要である」，「3 やや重要である」，「2 あまり重要でない」，「1 重
要でない」を，指導主事が「4 非常に多い」，「3 やや多い」，「2 少しある」，「1 ない」を意味
している。 
※選択肢の 3 と 4 を合計した選択率の高い項目（所長の回答）の順に並び替えている。指導主事の回
答の上位 5 項目を太字で，下位 5 項目を下線で示している。 

















































6 出張による全教連，所長協が主催する研修会等へ参加する機会 96.9  41.7  
17 上司との定期的な面談を受ける機会 95.3  87.8  




93.7  52.7  
1 センターで主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 92.2  71.9  
19 調査研究へ参画する機会 92.2  63.3  
11 出張・職専免による所外の研修会へ参加する機会 90.6  63.1  
8 出張による指導主事連絡協議会へ参加する機会 90.6  63.1  
2 本庁で主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 89.1  68.8  
16 センター指導主事としての役割を伝達される機会 89.1  66.2  
21 部・課を横断した組織や会議において指導を受ける機会 89.1  63.8  





84.4  33.7  
3 出張・職専免による個人的な研修会等へ参加する機会 82.8  60.9  
9 出張による他のセンターが主催する研究発表会へ参加する機会 82.8  36.3  
20 調査研究で指導する機会 78.1  45.7  
24 センターで主催した新任指導主事対象の研修会へ参加する機会 68.7  （設問無し） 
10 出張による他のセンターが主催する研究発表会で発表する機会 62.5  24.2  
4 出張・職専免による学会へ参加する機会 59.4  30.5  




51.6  37.6  
23 研究倫理について学習する機会 46.9  35.4  




14.1  14.5  
 
※項目を提供した（所長の回答）の割合が順に並び替えている。指導主事の回答の上位 5 項目を太字







 指導主事の資質・能力の重要度認識を，教育センターから提供される学びの機会 23 項目におい
て，提供が「なかった」「あった」別に【研修】【研究】【学校訪問支援】【教育相談】【行政事務】






























（4）出張・職専免による学会へ参加する機会    
（5）出張による文部科学省が主催する説明会










































れる機会 ** * ** ** ** ** 
全て「あり」が
高い 
（17）上司との定期的な面談を受ける機会   
（18）指導主事用学習教材を配付される機会   
（19）調査研究へ参画する機会   




（22）長期研修生に対して指導する機会 **   
（23）研究倫理について学習する機会 * ** ** ** * 全て「あり」が高い 
























教育相談 行政事務 資質 平均値の高低
（1）センターで主催した指導主事対象の研修会
へ参加する機会 
 **     「あり」が高い
（2）本庁で主催した指導主事対象の研修会へ参
加する機会 





 ** ** **   
全て「あり」が
高い 
（4）出張・職専免による学会へ参加する機会    *    「あり」が高い
（5）出張による文部科学省が主催する説明会等
へ参加する機会  
        
（6）出張による全教連，所長協が主催する研修
会等へ参加する機会 
        
（7）出張による独立行政法人教職員支援機構が
主催する研修会へ参加する機会 
        
（8）出張による指導主事連絡協議会へ参加する
機会  ** ** ** 





  **    「あり」が高い
（10）出張による他のセンターが主催する研究
発表会で発表する機会 
  *    「あり」が高い
（11）出張・職専免による所外の研修会へ参加す
る機会 




        
（13）出張による教職大学院が主催する研修会
で講師を担当する機会 
  **    「あり」が高い
（14）センター職員としての身分を有したまま
教職大学院で大学院生として学ぶ機会 




  *    「あり」が高い
（16）センター指導主事としての役割を伝達さ
れる機会 




（17）上司との定期的な面談を受ける機会      * 「あり」が高い
（18）指導主事用学習教材を配付される機会         
（19）調査研究へ参画する機会 ** ** ** * ** ** 
全て「あり」が
高い 




を受ける機会 * * ** 
  ** 全て「あり」が高い 
（22）長期研修生に対して指導する機会 ** ** *  * ** 
全て「あり」が
高い 
（23）研究倫理について学習する機会 ** ** **  ** ** 
全て「あり」が
高い 
















































1 一般的に優秀な指導主事を確保すること 4.8 6.3 52.4 36.5 88.9 3.21 0.77
17 センターの予算を確保すること 1.6 11.1 23.8 63.5 87.3 3.49 0.76
11 指導主事の専門性の向上を図ること 1.6 12.7 46 39.7 85.7 3.24 0.73




3.2 17.5 42.9 36.5 79.4 3.13 0.81








0 23.4 40.6 35.9 76.5 3.13 0.77
13 本庁とセンターとの業務分担を見直すこと 0 29.7 51.6 18.8 70.4 2.89 0.69




3.1 31.3 40.6 25 65.6 2.87 0.83
4 指導主事の勤務時間の長さ 11.1 25.4 28.6 34.9 63.5 2.87 1.02








6.3 33.3 49.2 11.1 60.3 2.65 0.77








9.5 38.1 31.7 20.6 52.3 2.63 0.92
 
※選択肢の 3 と 4 を合計した選択率の高い項目の順に並び替えている。 






































資質因子 Q2-1 Q2-2 Q2-3 Q2-4 Q2-5 Q2-6 Q2-7 Q2-8 Q2-9 Q2-10 Q2-11 Q2-12 Q2-13 Q2-14 Q2-15 Q2-16 Q2-17 Q2-18 Q2-19 Q2-20 Q2-21 Q2-22 Q2-23 Q2-24 Q2-25 Q2-26 Q2-27 Q2-28 Q3-9 Q3-10 Q3-11 Q3-12 Q3-13 Q3-14 Q3-15 Q3-16 M SD N
r 0.715 ** 0.670 ** 0.440 ** 0.648 ** 0.623 ** 0.206 ** 0.182 ** 0.202 ** 0.193 ** 0.267 ** 0.305 ** 0.323 ** 0.284 ** 0.235 ** 0.279 ** 0.279 ** 0.152 ** 0.136 ** 0.240 ** 0.276 ** 0.265 ** 0.174 ** 0.209 ** 0.252 ** 0.214 ** 0.259 ** 0.115 ** 0.208 ** 0.217 ** 0.227 ** 0.193 ** 0.231 ** 0.286 ** -0.130 ** -0.151 ** -0.120 ** -0.149 ** -0.232 ** -0.237 ** -0.196 ** -0.036
N 1056 1150 658 1271 1379 1422 1423 1427 1425 1426 1420 1424 1426 1424 1426 1427 1427 1424 1427 1426 1425 1424 1427 1425 1425 1428 1426 1427 1412 1410 1412 1410 1409 1409 1410 1411 1409 1409 1409 1410 1405
r 0.639 ** 0.445 ** 0.626 ** 0.591 ** 0.190 ** 0.183 ** 0.213 ** 0.199 ** 0.233 ** 0.265 ** 0.282 ** 0.259 ** 0.302 ** 0.351 ** 0.319 ** 0.138 ** 0.082 ** 0.228 ** 0.230 ** 0.247 ** 0.118 ** 0.145 ** 0.240 ** 0.207 ** 0.271 ** 0.143 ** 0.224 ** 0.264 ** 0.213 ** 0.178 ** 0.303 ** 0.384 ** -0.163 ** -0.149 ** -0.147 ** -0.170 ** -0.234 ** -0.259 ** -0.143 ** -0.047
N 961 624 1010 1067 1092 1093 1095 1093 1096 1090 1092 1094 1093 1094 1096 1094 1094 1096 1095 1095 1093 1096 1094 1095 1096 1095 1096 1080 1079 1080 1077 1079 1077 1077 1080 1079 1078 1078 1080 1077
r 0.543 ** 0.600 ** 0.608 ** 0.239 ** 0.202 ** 0.204 ** 0.219 ** 0.237 ** 0.273 ** 0.314 ** 0.307 ** 0.188 ** 0.272 ** 0.258 ** 0.185 ** 0.181 ** 0.247 ** 0.262 ** 0.249 ** 0.192 ** 0.232 ** 0.311 ** 0.210 ** 0.375 ** 0.146 ** 0.221 ** 0.222 ** 0.206 ** 0.152 ** 0.223 ** 0.262 ** -0.106 ** -0.141 ** -0.122 ** -0.156 ** -0.223 ** -0.189 ** -0.149 ** -0.062 *
N 643 1127 1156 1186 1187 1189 1188 1188 1183 1186 1188 1188 1189 1189 1189 1188 1190 1189 1189 1187 1190 1188 1190 1190 1189 1190 1174 1172 1174 1171 1172 1171 1171 1174 1173 1172 1172 1173 1168
r 0.447 ** 0.441 ** 0.134 ** 0.178 ** 0.110 ** 0.151 ** 0.181 ** 0.179 ** 0.146 ** 0.071 0.074 0.181 ** 0.119 ** 0.063 0.059 0.150 ** 0.142 ** 0.104 ** 0.080 * 0.091 * 0.164 * 0.170 * 0.169 * 0.434 * 0.173 * 0.192 * 0.039 * 0.042 * 0.130 * 0.151 ** -0.086 * -0.086 * -0.059 -0.101 ** -0.092 * -0.146 ** -0.066 ** -0.030
N 658 662 670 671 673 672 672 669 671 673 672 672 673 673 673 673 673 672 670 673 671 673 673 672 673 663 662 663 662 661 660 661 663 662 662 663 663 662
r 0.753 ** 0.163 ** 0.170 ** 0.141 ** 0.136 ** 0.219 ** 0.236 ** 0.242 ** 0.237 ** 0.210 ** 0.223 ** 0.224 ** 0.131 ** 0.120 ** 0.198 ** 0.257 ** 0.225 ** 0.130 ** 0.193 ** 0.272 ** 0.178 ** 0.265 ** 0.103 ** 0.184 ** 0.187 ** 0.170 ** 0.123 ** 0.184 ** 0.253 ** -0.153 ** -0.186 ** -0.103 ** -0.136 ** -0.163 ** -0.156 ** -0.168 ** -0.050
N 1297 1330 1332 1334 1333 1333 1327 1331 1333 1331 1333 1334 1334 1331 1334 1334 1333 1331 1334 1333 1334 1335 1334 1335 1318 1317 1318 1315 1316 1315 1314 1317 1316 1315 1315 1316 1311
r 0.234 ** 0.201 ** 0.196 ** 0.233 ** 0.292 ** 0.259 ** 0.271 ** 0.261 ** 0.196 ** 0.225 ** 0.201 ** 0.160 ** 0.153 ** 0.206 ** 0.271 ** 0.228 ** 0.171 ** 0.203 ** 0.268 ** 0.200 ** 0.263 ** 0.145 ** 0.189 ** 0.204 ** 0.164 ** 0.113 ** 0.207 ** 0.257 ** -0.178 ** -0.205 ** -0.099 ** -0.116 ** -0.215 ** -0.208 ** -0.192 ** -0.083 **
N 1465 1465 1468 1467 1467 1461 1465 1467 1465 1467 1468 1467 1464 1468 1467 1466 1465 1468 1466 1466 1469 1467 1468 1453 1451 1453 1450 1450 1451 1450 1452 1450 1451 1450 1451 1447
r 0.339 0.403 ** 0.578 ** 0.374 ** 0.402 ** 0.403 ** 0.390 ** 0.138 ** 0.244 ** 0.385 ** 0.304 ** 0.240 ** 0.286 ** 0.274 ** 0.232 ** 0.221 ** 0.222 ** 0.327 ** 0.209 ** 0.357 ** 0.165 ** 0.309 ** 0.269 ** 0.264 ** 0.198 ** 0.338 ** 0.330 ** -0.124 ** -0.097 ** -0.120 ** -0.096 ** -0.152 ** -0.177 ** -0.127 ** -0.027
N 1524 1526 1524 1525 1519 1524 1526 1522 1525 1526 1524 1522 1526 1525 1524 1523 1526 1524 1524 1527 1525 1526 1509 1507 1509 1506 1506 1508 1506 1508 1506 1507 1506 1507 1502
r 0.401 ** 0.370 ** 0.220 ** 0.286 ** 0.302 ** 0.271 ** 0.161 ** 0.233 ** 0.388 ** 0.202 ** 0.158 ** 0.193 ** 0.212 ** 0.154 ** 0.131 ** 0.153 ** 0.304 ** 0.188 ** 0.300 ** 0.205 ** 0.204 ** 0.184 ** 0.184 ** 0.136 ** 0.271 ** 0.319 ** -0.071 ** -0.100 ** -0.118 ** -0.127 ** -0.169 ** -0.190 ** -0.078 ** -0.033
N 1527 1525 1526 1521 1524 1526 1523 1526 1528 1525 1524 1527 1526 1525 1524 1527 1525 1525 1528 1526 1527 1510 1508 1510 1507 1507 1509 1507 1509 1507 1508 1507 1508 1503
r 0.509 ** 0.254 ** 0.340 ** 0.331 ** 0.278 ** 0.145 ** 0.236 ** 0.405 ** 0.207 ** 0.193 ** 0.278 ** 0.264 ** 0.217 ** 0.180 ** 0.153 ** 0.273 ** 0.153 ** 0.252 ** 0.157 ** 0.260 ** 0.255 ** 0.258 ** 0.198 ** 0.336 ** 0.290 ** -0.102 ** -0.086 ** -0.129 ** -0.133 ** -0.173 ** -0.166 ** -0.150 ** -0.063 *
N 1530 1530 1524 1528 1530 1527 1530 1531 1529 1527 1531 1530 1529 1528 1531 1529 1529 1532 1530 1531 1514 1512 1514 1511 1511 1511 1510 1513 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.456 ** 0.385 ** 0.383 ** 0.301 ** 0.144 ** 0.242 ** 0.407 ** 0.337 ** 0.287 ** 0.317 ** 0.300 ** 0.246 ** 0.254 ** 0.244 ** 0.333 ** 0.209 ** 0.328 ** 0.229 ** 0.319 ** 0.285 ** 0.264 ** 0.204 ** 0.354 ** 0.337 ** -0.075 ** -0.064 * -0.107 ** -0.115 ** -0.168 ** -0.189 ** -0.067 ** -0.039
N 1528 1522 1526 1528 1525 1528 1529 1527 1525 1529 1528 1527 1526 1529 1527 1527 1530 1528 1529 1512 1510 1512 1509 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.326 ** 0.386 ** 0.303 ** 0.189 ** 0.252 ** 0.305 ** 0.232 ** 0.211 ** 0.239 ** 0.265 ** 0.240 ** 0.173 ** 0.211 ** 0.295 ** 0.194 ** 0.284 ** 0.165 ** 0.259 ** 0.258 ** 0.201 ** 0.179 ** 0.297 ** 0.320 ** -0.083 ** -0.015 -0.030 -0.016 -0.080 ** -0.096 ** -0.092 ** 0.006
N 1523 1527 1529 1526 1529 1530 1528 1526 1530 1529 1528 1527 1530 1528 1528 1531 1529 1530 1513 1511 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.671 ** 0.529 ** 0.269 ** 0.357 ** 0.467 ** 0.297 ** 0.272 ** 0.299 ** 0.327 ** 0.298 ** 0.276 ** 0.325 ** 0.387 ** 0.252 ** 0.381 ** 0.138 ** 0.311 ** 0.301 ** 0.327 ** 0.264 ** 0.272 ** 0.307 ** -0.011 -0.023 -0.074 ** -0.083 ** -0.124 ** -0.135 ** -0.062 * 0.021
N 1521 1523 1520 1524 1525 1522 1521 1524 1523 1522 1521 1524 1522 1522 1525 1523 1524 1507 1505 1507 1504 1504 1504 1503 1506 1504 1504 1504 1505 1500
r 0.661 ** 0.367 ** 0.414 ** 0.477 ** 0.294 ** 0.291 ** 0.370 ** 0.383 ** 0.281 ** 0.302 ** 0.343 ** 0.408 ** 0.255 ** 0.487 ** 0.159 ** 0.346 ** 0.325 ** 0.358 ** 0.297 ** 0.358 ** 0.393 ** -0.030 -0.031 -0.037 -0.050 -0.106 ** -0.125 ** -0.064 * 0.066 *
N 1528 1524 1527 1528 1526 1524 1528 1527 1526 1525 1528 1526 1526 1529 1527 1528 1511 1509 1511 1508 1508 1508 1507 1510 1508 1508 1508 1509 1504
r 0.351 0.411 ** 0.431 ** 0.238 ** 0.234 ** 0.353 ** 0.349 ** 0.282 ** 0.229 ** 0.284 ** 0.397 ** 0.207 ** 0.542 ** 0.074 ** 0.273 ** 0.293 ** 0.389 ** 0.274 ** 0.279 ** 0.349 ** -0.008 0.008 -0.018 -0.045 -0.068 ** -0.100 ** -0.087 ** 0.034
N 1527 1529 1530 1528 1526 1530 1529 1528 1527 1530 1528 1528 1531 1529 1530 1513 1511 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.393 ** 0.301 ** 0.180 ** 0.180 ** 0.249 ** 0.290 ** 0.213 ** 0.176 ** 0.229 ** 0.214 ** 0.102 ** 0.295 ** 0.116 ** 0.230 ** 0.218 ** 0.197 ** 0.138 ** 0.274 ** 0.366 ** -0.049 -0.048 -0.076 ** -0.046 -0.107 ** -0.102 ** -0.064 * 0.042
N 1526 1527 1526 1525 1527 1526 1525 1525 1528 1525 1525 1528 1526 1527 1510 1508 1510 1507 1507 1507 1506 1509 1507 1507 1507 1508 1503
r 0.503 0.215 ** 0.227 ** 0.317 ** 0.305 ** 0.255 ** 0.235 ** 0.272 ** 0.281 ** 0.203 ** 0.342 ** 0.136 ** 0.312 ** 0.312 ** 0.290 ** 0.242 ** 0.333 ** 0.516 ** -0.059 * -0.053 * -0.060 * -0.051 * -0.150 ** -0.163 ** -0.088 ** -0.011
N 1530 1528 1526 1530 1529 1528 1527 1530 1528 1528 1531 1529 1530 1513 1511 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.322 ** 0.265 ** 0.365 ** 0.322 ** 0.270 ** 0.198 ** 0.215 ** 0.350 ** 0.227 ** 0.365 ** 0.188 ** 0.369 ** 0.350 ** 0.353 ** 0.306 ** 0.423 ** 0.463 ** -0.074 ** -0.042 -0.092 ** -0.092 ** -0.160 ** -0.186 ** -0.132 ** -0.025
N 1529 1528 1531 1530 1529 1528 1531 1529 1529 1532 1530 1531 1514 1512 1514 1511 1511 1511 1510 1513 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.734 ** 0.320 ** 0.444 ** 0.373 ** 0.534 ** 0.473 ** 0.336 ** 0.201 ** 0.282 ** 0.176 ** 0.326 ** 0.239 ** 0.276 ** 0.222 ** 0.202 ** 0.242 ** -0.080 ** -0.155 ** -0.166 ** -0.191 ** -0.230 ** -0.209 ** -0.010 0.032
N 1527 1529 1528 1527 1526 1529 1527 1527 1530 1528 1529 1512 1510 1512 1509 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.347 ** 0.466 ** 0.425 ** 0.544 ** 0.526 ** 0.304 ** 0.193 ** 0.259 ** 0.169 ** 0.274 ** 0.218 ** 0.249 ** 0.196 ** 0.168 ** 0.224 ** -0.109 ** -0.182 ** -0.162 ** -0.176 ** -0.217 ** -0.196 ** 0.010 -0.005
N 1527 1526 1525 1525 1528 1525 1525 1528 1526 1527 1510 1508 1510 1507 1507 1507 1506 1509 1507 1507 1507 1508 1503
r 0.521 ** 0.413 ** 0.331 ** 0.312 ** 0.401 ** 0.293 ** 0.383 ** 0.159 ** 0.342 ** 0.296 ** 0.413 ** 0.299 ** 0.270 ** 0.291 ** -0.087 ** -0.068 ** -0.128 ** -0.116 ** -0.174 ** -0.180 ** -0.078 ** -0.017
N 1531 1530 1528 1531 1529 1529 1532 1530 1531 1514 1512 1514 1511 1511 1511 1510 1513 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.535 ** 0.450 ** 0.443 ** 0.358 ** 0.272 ** 0.364 ** 0.143 ** 0.296 ** 0.287 ** 0.340 ** 0.239 ** 0.246 ** 0.342 ** -0.109 ** -0.155 ** -0.162 ** -0.183 ** -0.247 ** -0.216 ** -0.086 ** -0.018
N 1529 1527 1530 1528 1528 1531 1529 1530 1513 1511 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.412 ** 0.379 ** 0.331 ** 0.327 ** 0.308 ** 0.131 ** 0.260 ** 0.260 ** 0.345 ** 0.273 ** 0.190 ** 0.314 ** -0.107 ** -0.108 ** -0.119 ** -0.114 ** -0.197 ** -0.170 ** -0.043 0.031
N 1526 1529 1527 1527 1530 1528 1529 1512 1510 1512 1509 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.782 ** 0.303 ** 0.197 ** 0.296 ** 0.145 ** 0.245 ** 0.236 ** 0.242 ** 0.226 ** 0.142 ** 0.244 ** -0.075 ** -0.180 ** -0.176 ** -0.181 ** -0.229 ** -0.218 ** 0.001 -0.021
N 1529 1527 1526 1529 1527 1528 1511 1509 1511 1508 1508 1508 1507 1510 1508 1508 1508 1509 1504
r 0.339 ** 0.193 ** 0.331 ** 0.150 ** 0.262 ** 0.251 ** 0.242 ** 0.213 ** 0.157 ** 0.291 ** -0.075 ** -0.169 ** -0.105 ** -0.130 ** -0.184 ** -0.167 ** 0.020 0.024
N 1529 1529 1532 1530 1531 1514 1512 1514 1511 1511 1511 1510 1513 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.406 ** 0.481 ** 0.256 ** 0.355 ** 0.296 ** 0.339 ** 0.265 ** 0.234 ** 0.284 ** -0.092 ** -0.098 ** -0.108 ** -0.111 ** -0.177 ** -0.179 ** -0.063 * 0.039
N 1528 1530 1529 1530 1512 1510 1512 1509 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.248 ** 0.268 ** 0.305 ** 0.285 ** 0.228 ** 0.194 ** 0.163 ** 0.196 ** -0.050 -0.037 -0.073 ** -0.049 -0.147 ** -0.183 ** -0.073 ** -0.009
N 1530 1529 1530 1512 1510 1512 1509 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.185 ** 0.325 ** 0.291 ** 0.356 ** 0.255 ** 0.299 ** 0.357 ** -0.036 -0.040 -0.086 ** -0.099 ** -0.124 ** -0.126 ** -0.054 * 0.032
N 1531 1532 1515 1513 1515 1512 1512 1512 1511 1514 1512 1512 1512 1513 1508
r 0.332 ** 0.217 ** 0.103 ** 0.085 ** 0.199 ** 0.197 ** -0.034 -0.055 * -0.050 * -0.034 -0.090 ** -0.125 ** 0.037 0.023
N 1531 1513 1511 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.636 ** 0.353 ** 0.286 ** 0.394 ** 0.326 ** -0.085 ** -0.060 * -0.070 * -0.035 -0.124 ** -0.146 ** -0.077 ** 0.046
N 1514 1512 1514 1511 1511 1511 1510 1513 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.375 ** 0.349 ** 0.399 ** 0.329 ** -0.038 -0.018 -0.066 ** -0.015 -0.107 ** -0.107 ** -0.074 ** 0.044
N 1513 1515 1512 1512 1512 1511 1514 1512 1512 1512 1513 1508
r 0.588 ** 0.341 ** 0.320 ** -0.055 * -0.023 * -0.091 ** -0.073 ** -0.124 ** -0.148 ** -0.082 ** 0.071 **
N 1513 1510 1510 1510 1509 1512 1510 1510 1510 1511 1506
r 0.280 ** 0.236 ** -0.019 -0.018 -0.081 ** -0.059 * -0.090 ** -0.102 ** -0.078 ** 0.037
N 1512 1512 1512 1511 1514 1512 1512 1512 1513 1508
r 0.523 ** -0.107 ** -0.055 ** -0.068 ** -0.033 -0.116 ** -0.141 ** -0.113 ** -0.021
N 1509 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r -0.116 ** -0.080 ** -0.085 ** -0.063 * -0.167 ** -0.210 ** -0.106 ** -0.002
N 1509 1508 1511 1509 1509 1509 1510 1505
r 0.458 ** 0.381 ** 0.268 ** 0.382 ** 0.405 ** 0.377 ** 0.201 **
N 1510 1511 1509 1510 1509 1510 1505
r 0.489 ** 0.418 ** 0.462 ** 0.450 ** 0.292 ** 0.186 **
N 1510 1508 1509 1508 1509 1504
r 0.663 ** 0.636 ** 0.594 ** 0.293 ** 0.189 **
N 1511 1511 1511 1512 1507
r 0.632 ** 0.552 ** 0.206 ** 0.173 **
N 1510 1510 1511 1506
r 0.762 ** 0.289 ** 0.164 **
N 1510 1511 1506






* p <.05，** p <.01
Q3-14.研究について学ぶ機会がない - 2.29 0.85 1512
Q3-15.業務知識の要求量が多い - 2.90 0.83 1513
Q3-13.人材育成を学ぶ機会がない - 2.28 0.85 1512
Q3-16.後輩指導主事への助言が難しい - 2.30 0.88 1508
Q3-11.指導主事育成システムがない - 2.56 0.87 1514
Q3-12.指導主事の資質・能力が示されない - 2.13 0.83 1512
Q3-9.自己研修時間が確保できない - 2.35 0.90 1512
Q3-10.専門外業務の支援がない - 2.09 0.80 1511
Q2-27.実践研究論文執筆 - 1.72 0.83 1512
Q2-28.研究主任・センターとして研究活動 - 2.15 0.93 1512
Q2-25.文科省・国研職員からの助言 - 1.82 0.74 1513
Q2-26.文科省・国研職員との協働 - 1.38 0.64 1515
Q2-23.大学教員の助言 - 2.14 0.78 1532
Q2-24.大学教員との協働 - 1.99 0.81 1515
Q2-21.学校訪問支援経験 - 2.68 0.91 1533
Q2-22.教育相談活動 - 2.32 1.01 1531
Q2-19.学校長との職務上の関わり - 2.68 0.79 1530
Q2-20.他業種者との交流 - 2.14 0.74 1530
Q2-17.先輩指導主事との協働 - 2.94 0.81 1529
Q2-18.同僚指導主事との協働 - 3.13 0.77 1532
Q2-15.他専門分野指導主事との交流 - 2.47 0.78 1531
Q2-16.他指導主事実施研修会の見学 - 2.23 0.74 1530
Q2-13.同僚指導主事からの助言 - 2.77 0.79 1528
Q2-14.他自治体指導主事との交流 - 2.22 0.72 1532
Q2-11.研究発表会の運営 - 2.34 0.88 1532
Q2-12.先輩指導主事からの助言 - 2.90 0.76 1530
Q2-9.長期研修生への指導 - 2.02 0.96 1528
Q2-10.調査研究業務の担当 - 2.24 0.92 1531
Q2-7.研修会での講師経験 - 2.74 0.85 1529
Q2-8.研究授業での助言者経験 - 2.61 0.90 1531
Q2-5.自己研鑽 - 2.88 0.80 1531
Q2-6.研修会の企画・運営 - 2.82 0.89 1525
Q2-3.地域教育研究会の役職経験 - 2.19 1.00 1532
Q2-4.研究会の学習者としての参加 - 2.85 0.79 1530
Q2-1.授業研究会見学・参加 - 2.88 0.75 1527
Q2-2.主任・リーダー経験 - 2.65 0.97 1528
行政事務因子 - 2.94 0.51 1335
資質因子 - 3.00 0.54 1469
訪問支援因子 - 2.64 0.55 1190
教育相談因子 - 2.60 0.73 673
研修因子 - 2.68 0.50 1428













































































表 2-5-2 研修に関する重回帰分析結果 
  β   
Q2-5.自己研鑽 0.104 ** 
Q2-6.研修会の企画・運営 0.095 ** 
Q2-7.研修会での講師経験 0.084 * 
Q2-9.長期研修生への指導 0.066 * 
Q2-10.調査研究業務の担当 0.059 * 
Q2-16.他指導主事実施研修会の見学 0.087 ** 
Q2-20.他業種者との交流 0.060 * 
－200－
 
Q2-28.研究主任・センターとして研究活動 0.071 * 
Q3-13.人材育成を学ぶ機会がない -0.158 ** 
R2 0.203   









表 2-5-3 研究に関する重回帰分析結果 
  β   
Q2-9.長期研修生への指導 0.115 ** 
Q2-10.調査研究業務の担当 0.122 ** 
Q2-16.他指導主事実施研修会の見学 0.066 * 
Q2-21.学校訪問支援経験 0.066 * 
Q2-24.大学教員との協働 0.068 * 
Q2-27.実践研究論文執筆 0.068 * 
Q2-28.研究主任・センターとして研究活動 0.140 ** 
Q3-14.研究について学ぶ機会がない -0.168 ** 
R2 0.242   








表 2-5-4 訪問支援に関する重回帰分析結果 
  β   
Q2-7.研修会での講師経験 0.115 ** 
Q2-10.調査研究業務の担当 0.091 ** 
Q2-16.他指導主事実施研修会の見学 0.075 ** 
Q2-19.学校長との職務上の関わり 0.084 ** 
Q2-21.学校訪問支援経験 0.200 ** 
Q3-13.人材育成を学ぶ機会がない -0.142 ** 
R2 0.208   








表 2-5-5 教育相談に関する重回帰分析結果 
  β   
Q2-22.教育相談活動 0.434 ** 
R2 0.187   







表 2-5-6 資質に関する重回帰分析結果 
  β   
Q2-5.自己研鑽 0.164 ** 
Q2-6.研修会の企画・運営 0.063 * 
Q2-8.研究授業での助言者経験 0.069 * 
Q2-15.他専門分野指導主事との交流 0.095 ** 
Q2-19.学校長との職務上の関わり 0.083 ** 
Q2-28.研究主任・センターとして研究活動 0.085 ** 
Q3-13.人材育成を学ぶ機会がない -0.143 ** 

































係」『大阪教育大学紀要（第 IV 部門 教育科学）』48，139-147，1999。 
厚生労働省「職業能力評価基準（事務系職種）」2018。






































































副部長・総括研究官  藤原 文雄 
〒100-8951 東京都千代田区霞が関3-2-2 
国立教育政策研究所 生徒指導・進路指導研究センター 






A）  研修について 
（１） 受講者の実態やニーズを把握し研修を企画することができる 0.0  0.0  14.1  85.9  0.0
（２） 教員育成指標とのつながりを意識した研修を企画することができる 0.0  1.6  28.1  70.3  0.0
（３） 教職員の発達や成長についての理論に基づいて研修を実施することができる 0.0  4.7  50.0  45.3  0.0
（４） センターが実施する研修の全体像を見渡した上で，研修を実施することができる 0.0  3.1  37.5  57.8  1.6
（５） 最先端の理論や情報に基づいた研修を実施することができる 0.0  1.6  51.6  45.3  1.6








0.0  0.0  17.2  82.8  0.0
（９） 研修の成果や課題を検証することができる 0.0  0.0  23.4  75.0  1.6
（10） 研修の効果検証によって得られた知見を次回の研修に生かすことができる 0.0  0.0  20.3  79.7  0.0
B）  研究について 
（１） 研究倫理を正しく理解し，遵守しようとすることができる 0.0  3.1  39.1  57.8  0.0
（２） データや資料を適切に保管し，研究に生かすことができる 0.0  1.6  45.3  53.1  0.0








0.0  3.1  39.1  57.8  0.0
（６） 大学等の研究機関と連携して研究を進めることができる 1.6  9.2  64.1  25.0  0.0
（７） 長期研修生の研究指導を適切に行うことができる 3.1  4.7  45.3  46.9  0.0
（８） 調査したデータを適切に分析することができる 0.0  1.6  34.4  64.1  0.0
（９） 分析した結果から課題やエビデンスを抽出することができる 0.0  1.6  29.7  68.8  0.0





0.0  0.0  10.9  89.1  0.0
（２） 学校に継続的に関与する等，中長期的な視野で学校改善を支援することができる 0.0  6.3  48.4  45.3  0.0
（３） センターとしての方針を踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0  3.1  40.6  56.3  0.0
（４） 学校の現状やニーズを踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.0  0.0  21.3  78.1  0.0




0.0  3.1  34.4  62.5  0.0












00.0 23.4 53.1 23.4 0.0
1 重要でない 2 余り重要でない 3 やや重要である    4 とても重要である 
選択肢（%） 1   2   3   4  NA 
－205－
D）  教育相談について 
（１） 児童生徒に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 7.8 26.6 62.5 1.6
（２） 保護者に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.6 9.4 25.0 62.5 1.6
（３） 学校に対して教育相談に関する指導・助言をすることができる 0.0 3.1 28.1 67.2 1.6




0.0 12.5 42.2 43.8 1.6
（６） 教育相談に係る研修講座を実施することができる 0.0 3.1 37.5 57.8 1.6
（７） 特別支援教育に係る教材を作成することができる 0.0 20.3 43.8 34.4 1.6
（８） 教育相談に関する基本的な知識・技能を身に付けることができる 0.0 6.3 29.7 62.5 1.6
（９） 教育相談の関係機関につなげることができる 0.0 4.7 34.4 59.4 1.6
（10） 特別支援教育の関係機関につなげることができる 0.0 9.4 32.8 56.3 1.6
E） 行政事務について 
（１） 法律や規則等の事務処理上のルールを理解し，適正に事務処理することができる 0.0  1.6  51.6  45.3  1.6
（２） 起案の仕組みを理解した上で，起案文書を作成することができる 0.0  1.6  51.6  45.3  1.6
（３） 上司・同僚と相談しつつ仕事を進めることができる 0.0  0.0  12.5  87.5  0.0




0.0  1.6  29.7  68.8  0.0
（６） 説明責任を意識した仕事を進めることができる 0.0  1.6  26.6  71.9  0.0
（７） 本庁の方針と一貫して，仕事を進めることができる 0.0  1.6  35.9  62.5  0.0




0.0  0.0  25.0  75.0  0.0
（10） 費用対効果を意識して，事業計画を企画・立案することができる 0.0  3.1  53.1  43.8  0.0
F）  資質について 
（１） 児童生徒の成長を願って仕事に取り組むことができる 0.0  0.0   7.8  92.2  0.0
（２） メンタルヘルスに留意しながら仕事を進めることができる 0.0  0.0  34.4  65.6  0.0
（３） 業務を円滑に進めるために説得や傾聴をすることができる 0.0  1.6  28.1  70.3  0.0
（４） 課題を持って学び続けることができる 0.0  0.0  15.6  84.4  0.0
（５） 社会の動きに関しての情報を収集することができる 0.0  0.0  29.7  70.3  0.0








0.0  0.0  12.5  87.5  0.0
（９） 学校教育の社会的使命を自覚し，仕事をすることができる 0.0  0.0  29.7  70.3  0.0
（10） 学習指導要領など担当業務についての最先端の知識を収集することができる 0.0  0.0  10.9  89.1  0.0







（１）様々な授業研究会等への見学・参加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   1.6  50.0  48.4  0.0 
（２）教務主任・研究主任・学年主任・生徒指導主事（主任）といった主任や校務分掌のリーダーの経
験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3.1  21.9  50.0  25.0  0.0 
※特に重要と思われる分掌名  (   省略   ) 
（３）地域での教育研究会などでの役職の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・6.3  53.1  35.9  4.7  0.0 
（４）研究会や研修会への学習者としての参加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6   3.4  60.9  28.1  0.0 
（５）書籍等による自己研鑽（けんさん） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   4.7  50.0  45.3  0.0 
（６）研修会の企画・運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   6.3  51.6  42.2  0.0 
（７）研修会や説明会での講師の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6   1.6  50.0  46.9  0.0 
（８）研究授業での助言者の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6   3.1  51.6  43.8  0.0 
（９）長期研修生への指導 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3.1  25.0  51.6  20.3  0.0 
（10）調査研究等の業務の担当 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6  15.6  59.4  23.4  0.0 
（11）研究発表会の運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6  17.2  73.4   7.8  0.0 
（12）上司・先輩指導主事からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   0.0  57.8  42.2  0.0 
（13）同僚指導主事からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   1.6  56.3  42.2  0.0 
（14）他の自治体の指導主事との交流・情報交換 ・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   4.7  62.5  32.8  0.0 
（15）専門が異なる指導主事との交流・情報交換 ・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   6.3  57.8  35.9  0.0 
（16）他の指導主事が行っている研修会の見学 ・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  12.5  67.2  20.3  0.0 
（17）先輩指導主事とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   4.7  31.3  64.1  0.0 
（18）同僚指導主事とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.6   3.1  40.6  54.7  0.0 
（19）職務上での学校長との関わり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  15.6  43.8  40.6  0.0 
（20）教職以外の他業種の方との交流 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  17.2  53.1  29.7  0.0 
（21）学校への訪問支援の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   3.1  45.3  51.6  0.0 
（22）児童生徒・保護者への教育相談活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   9.4  60.9  29.7  0.0 
（23）大学教員からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  20.3  62.5  17.2  0.0 
1 重要でない    2 余り重要でない    3 やや重要である    4 とても重要である 
選択肢（%） 1    2    3    4  NA 
－207－
【問２ 続き】 
（24）大学教員とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  35.9  46.9  17.2  0.0 
（25）文部科学省職員，国立教育政策研究所研究官・調査官からの助言 ・・・・・・0.0   4.7  56.3  39.1  0.0 
（26）文部科学省職員，国立教育政策研究所研究官・調査官とともに仕事をする経験 ・・0.0  18.8  43.8  37.5  0.0 
（27）実践研究論文を執筆する経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0  28.1  45.3  26.6  0.0 
（28）研究主任・センター職員として研究活動をする経験 ・・・・・・・・・・・・0.0   9.4  64.1  26.6  0.0 
（29）管理職（学校又は行政機関等）の経験・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.8  26.6  50.0  15.6  0.0 
（30）長期研修生等として担当する教科・領域等や教育課題について研究する機会・・4.7  31.3  56.3  7.8  0.0 
1 重要でない 2 余り重要でない 3 やや重要である 4 とても重要である 





（１）センターで主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・ 7.8  90.6  1.6 
（２）本庁で主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・10.9  87.5  1.6 
（３）出張・職専免による個人的な研修会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・17.2  82.8  0.0 
（４）出張・職専免による学会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40.6  57.8  1.6 
（５）出張による文部科学省が主催する説明会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・ 4.7  93.8  1.6 
（６）出張による全教連，所長協が主催する研修会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・ 3.1  95.3  1.6 
（７）出張による独立行政法人教職員支援機構が主催する研修会へ参加する機会 ・・・・・・・ 6.3  92.2  1.6 
（８）出張による指導主事連絡協議会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9.4  89.1  1.6 
（９）出張による他のセンターが主催する研究発表会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・17.2  81.3  1.6 
（10）出張による他のセンターが主催する研究発表会で発表する機会 ・・・・・・・・・・・・37.5  60.9  1.6 
（11）出張・職専免による所外の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9.4  89.1  1.6 
（12）出張・職専免による教職大学院が主催する研修会・シンポジウム・研究会等へ参加する機会 ・15.6  82.8  1.6 
（13）出張による教職大学院が主催する研修会で講師を担当する機会 ・・・・・・・・・・・・46.9  51.6  1.6 
（14）センター職員としての身分を有したまま教職大学院で大学院生として学ぶ機会 ・・・・・85.9  14.1  0.0 
（15）バディ・システム，メンター・システムなど複数で互いに助け合いながら業務を実施する機会 48.4  50.0  1.6 
（16）センター指導主事としての役割を伝達される機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・10.9  97.5  1.6 
（17）上司との定期的な面談を受ける機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4.7  93.8  1.6 
（18）指導主事用学習教材を配付される機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56.3  42.2  1.6 
（19）調査研究へ参画する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7.8  90.6  1.6 
（20）調査研究で指導する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21.9  76.6  1.6 
（21）部・課を横断した組織や会議において指導を受ける機会 ・・・・・・・・・・・・・・・10.9  85.9  3.1 
（22）長期研修生に対して指導する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14.1  85.9  0.0 
（23）研究倫理について学習する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・53.1  45.3  1.6 
（24）センターで主催した新任指導主事対象の研修会へ参加する機会・・・・・・・・・・・・・31.3  67.2  1.6 
１ 提供しなかった ２ 提供した 





A）  協定について 
１．センター独自で大学・大学院との協定や覚書を結んでいる   17.2%
２．センターとしては協定を結んではいないが，教育委員会（センターも含む。）として大学・大学院と協定を
結んでいる    76.6%
３．大学・大学院に教員（非常勤も含む。）としてセンターの指導主事等を派遣している   48.4%
４．大学・大学院からセンターに客員教授や研究員等（非常勤も含む。）を派遣してもらっている    29.7%





















E）  実施していない場合 
１．現在は大学・大学院との連携を行っていないが検討中である 7.8%




１．本庁で決定し，登用している 85.9%         ２．センターが関わり，登用している  26.6% 
３．登用希望者の具体的な名前をあげて要望している 35.9% ４．所属校の校長の意向を参考にしている 14.1% 
５．登用に関する規則を定めている 1.6%         ６．選考試験を実施している  9.4% 
７．研究員等として独自採用している 3.1%        ８．その他  0.0% 
問６ 貴センターにおいて指導主事等の登用が決定される際に，貴センターの要望を聞いてもらえますか。最も
あてはまるもの１つに○を付けてください。 
１．要望を言う機会がない 3.1% ２．ほとんど聞いてもらえない  7.8% 














11．研究委嘱を受けている学校への指導・助言を行っている   73.4%
12．学習状況調査等の調査結果を踏まえた指導・助言を行っている 57.8%
13．児童生徒に対して講座（理科教室など）を行っている   23.4%
14．各学校で師範授業を行っている   4.7%
15．本庁・事務所の指導主事とともに計画訪問を実施している   46.9%




（１）研修の企画・運営・分析 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.0   1.6  15.6  32.8  48.4  1.6 
（２）調査研究の企画・運営・分析 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3.1   1.6   6.3  62.5  25.0  1.6 
（３）学校訪問支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4.7  20.3  23.4  37.5  10.9  3.1 
（４）教育相談 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14.1   6.3  10.9  48.4  15.6  4.7 
（５）指導資料の作成（例 学習指導要領の説明資料）・・・・・・・・・・・14.1  40.6  20.3  17.2   7.8  0.0 
（６）教育行政職（指導主事等）対象研修 ・・・・・・・・・・・・・・・・23.4  29.7  25.0  10.9   3.1  7.8 
（７）大学・教職大学院との連携 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4.7  31.3  26.6  23.4  10.9  3.1 
（８）採用に関わる業務（例 採用試験，採用前研修）・・・・・・・・・・・34.4  60.9   4.7   0.0   0.0  0.0 














（１）一般的に優秀な指導主事を確保すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4.7   6.3  51.6  35.9   1.6 
（２）特別な分野・領域において優秀な指導主事を確保すること ・・・・・・・・・・ 3.1  17.2  42.2  35.9   1.6 
（３）指導主事の役割や資質・能力を明確にすること ・・・・・・・・・・・・・・ 3.1  34.4  34.4  26.6   1.6 
（４）指導主事の勤務時間の長さ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10.9  25.0  28.1  34.4   1.6 
（５）指導主事のモチベーションを高めること ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.1  35.9  28.1  31.3   1.6 
（６）指導主事の事務処理に従事する時間の長さ ・・・・・・・・・・・・・・・・ 7.8  25.0  34.4  31.3   1.6 
（７）指導主事の研究の時間を確保すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.1  14.1  45.3  35.9   1.6 
（８）部署や分掌を超えた指導主事の間のコミュニケーションを促すこと ・・・・・ 4.7  17.2  45.3  31.3   1.6 
（９）教師を育てるプロ集団として励まし高め合う雰囲気を作ること ・・・・・・・ 3.1  31.3  40.6  25.0   0.0 
（10）センターの指導主事が学習指導要領の説明会などに直接参加して情報を得ること ・ 9.4  37.5  31.3   20.3 
1.6 
（11）指導主事の専門性の向上を図ること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1.6  12.5  45.3  39.1   1.6 
（12）本庁の指導主事とセンターの指導主事の連携を図ること ・・・・・・・・・・ 0.0  23.4  40.6  35.9   0.0 
（13）本庁とセンターとの業務分担を見直すこと ・・・・・・・・・・・・・・・・ 0.0  29.7  51.6  19.8   0.0 
（14）新任指導主事のメンタルヘルスに対処し，専門性を高めること ・・・・・・・ 4.7  34.4  51.6   7.8   1.6 
（15）他の都道府県・政令指定都市の指導主事との交流を促すこと ・・・・・・・・ 6.3  32.8  48.4  10.9    1.6 
（16）センターの人員を確保すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.1  17.2  25.0  53.1   1.6 
（17）センターの予算を確保すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1.6  10.9  23.4  62.5   1.6 
（18）教職大学院との連携 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4.7  31.3  35.9  26.6   1.6 
（19）その他（                 ） ・・・・・・・・・・・・・ 0.0   0.0  1.6   1.6   96.9 
1 当てはまらない 2 余り当てはまらない 3 少し当てはまる 4 当てはまる 
選択肢（%） 1  2  3    4  NA 
－213－
問10 あなた御自身のことについてお尋ねします。数字があるものは最もあてはまるもの１つに○をつけ，(  )
があるものはその中に回答を記入してください。 
（１）あなたの性別を教えてください。 
１．女性 9.4% ２．男性  90.6% 
（２）あなたの年齢を教えてください。  53～64歳 （平均 57.9歳 SD 2.1）[SD：標準偏差] 
（３）センター長としての経験年数を教えてください。 通算 1～5年目（平均1.6 SD 0.8） 
（４）管理職（学校又は行政機関等）としての経験年数を教えてください。 通算 1～21年目（平均9.7 SD 4.0） 
（５）あなたは，教員出身と行政出身のいずれであるか教えてください。 
１．教員出身 95.3%    ２．行政出身 4.7% 
（６）センター長の職階上の位置づけは以下のうち，どれか最も近いですか。 





キャリア（  省略      ） 
（８）教育職である場合，あなたが直近で勤務した学校種と専門教科を教えてください。 
１．小学校 17.2% ２．中学校 28.1% ３．高等学校 46.9% ４．特別支援学校 3.1% NA 4.7% 
専門教科（   省略           ） 
（９）あなたの所属する教育研究所・センター名を記入してください。 














































副部長・総括研究官  藤原 文雄 
〒100-8951 東京都千代田区霞が関3-2-2 
国立教育政策研究所 生徒指導・進路指導研究センター 





       
（１）センターで主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・28.1  71.4  0.5 
（２）本庁で主催した指導主事対象の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31.2  68.2  0.6 
（３）出張・職専免による個人的な研修会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・39.1  60.5  0.4 
（４）出張・職専免による学会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・69.5  29.9  0.6 
（５）出張による文部科学省が主催する説明会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・46.4  53.3  0.3 
（６）出張による全教連，所長協が主催する研修会等へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・58.3  41.4  0.4 
（７）出張による独立行政法人教職員支援機構が主催する研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・47.3  42.1  0.5 
（８）出張による指導主事連絡協議会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49.3  50.3  0.4 
（９）出張による他のセンターが主催する研究発表会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・63.7  36.0  0.3 
（10）出張による他のセンターが主催する研究発表会で発表する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・75.8  23.8  0.4 
（11）出張・職専免による所外の研修会へ参加する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36.9  62.4  0.7 
（12）出張・職専免による教職大学院が主催する研修会・シンポジウム・研究会等へ参加する機会 ・・66.3  33.1  0.6 
（13）出張による教職大学院が主催する研修会で講師を担当する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・82.4  17.2  0.4 
（14）センター職員としての身分を有したまま教職大学院で大学院生として学ぶ機会 ・・・・・・・・85.5  14.0  0.6
（15）バディ・システム，メンター・システムなど複数で互いに助け合いながら業務を実施する機会 ・62.4  37.0  0.6 
（16）センター指導主事としての役割を伝達される機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33.8  65.7  0.5 
（17）上司との定期的な面談を受ける機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12.2  87.5  0.3 
（18）指導主事用学習教材を配付される機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・66.5  32.9  0.7 
（19）調査研究へ参画する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36.7  62.9  0.5 
（20）調査研究で指導する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・54.3  45.1  0.5 
（21）部・課を横断した組織や会議において指導を受ける機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・36.2  63.2  0.6
（22）長期研修生に対して指導する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40.6  59.0  0.5
（23）研究倫理について学習する機会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・64.6  34.7  0.7 
1 なかった      2 あった 




（１）様々な授業研究会等への見学・参加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0.7  32.4  44.2  22.2  0.4 
（２）教務主任・研究主任・学年主任・生徒指導主事（主任）といった主任や ・・・13.7  29.7  34.5  22.2  0.3 
校務分掌のリーダーの経験 
（３）地域での教育研究会などでの役職の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・30.3  32.8  24.6  12.3  0.1 
（４）研究会や研修会への学習者としての参加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.3  32.1  43.2  22.2  0.2 
（５）書籍等による自己研鑽（けんさん） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.1  29.3  44.3  23.2  0.1 
（６）研修会の企画・運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6.3  30.9  37.1  25.3  0.5 
（７）研修会や説明会での講師の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5.6  35.8  37.2  21.1  0.3 
（８）研究授業での助言者の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9.9  37.8  33.3  18.9  0.1 
（９）長期研修生への指導 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35.2  36.5  18.3   9.6  0.3 
（10）調査研究等の業務の担当 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21.9  43.6  23.0  11.4  0.1 
（11）研究発表会の運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16.2  45.4  26.7  11.7  0.1 
（12）上司・先輩指導主事からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0.8  31.8  43.3  23.9  0.2 
（13）同僚指導主事からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.7  37.0  40.1  19.8  0.3 
（14）他の自治体の指導主事との交流・情報交換 ・・・・・・・・・・・・・・・・・12.2  59.4  22.9   5.2  0.1 
（15）専門が異なる指導主事との交流・情報交換 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6.6  50.6  31.4  11.3  0.1 
（16）他の指導主事が行っている研修会の見学 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・12.7  57.0  24.2   5.9  0.2 
（17）先輩指導主事とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2.5  28.0  41.7  27.5  0.3 
（18）同僚指導主事とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1.9  18.7  44.3  35.0  0.1 
（19）職務上での学校長との関わり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3.2  42.6  37.2  16.8  0.2 
（20）教職以外の他業種の方との交流 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15.7  59.9  18.6   5.6  0.2 
（21）学校への訪問支援の経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8.0  38.2  31.5  22.2  0.0 
（22）児童生徒・保護者への教育相談活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24.3  34.6  25.4  15.5  0.1 
（23）大学教員からの助言 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18.4  54.6  21.0   5.9  0.1 
1 ない    2 少しある     3 やや多い  4 非常に多い 
選択肢(%)  1     2    3   4    NA 
－217－
【問２ 続き】 
（24）大学教員とともに仕事をする経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27.1  50.9  15.4   5.4  1.2 
（25）文部科学省職員，国立教育政策研究所研究官・調査官からの助言 ・・・・・・・34.8  48.9  12.4   2.5  1.3 
（26）文部科学省職員，国立教育政策研究所研究官・調査官とともに仕事をする経験 ・68.3  24.5   4.9   1.2  1.2 
（27）実践研究論文を執筆する経験 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47.0  35.9  11.6   4.1  1.4 




（１）困難や失敗を恐れず，新しいことに挑戦すること ・・・・・・・・・・・・・・ 2.0  19.6  57.4  19.9  1.2 
（２）経験したことを，何かに書きとめて振り返ったり，他の人と話したりする中で，・ 0.6   7.7  61.4  29.1  1.2 
多角的な視点から捉え直すこと 
（３）経験の結果から共通する法則を見つけたり，他のやり方と照らし合わせたりして，・ 1.0  12.5  61.6  23.6  1.3 
他の状況にも当てはまる自分なりの仕事のやり方を見いだすこと 
（４）自分のやり方が正しいかどうか，実際に実施する中で検証し，柔軟に修正を ・ 0.8  8.0  62.7  27.1  1.3 
加えること 
（５）同僚や上司の顔をみるのもいやになること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・55.6  30.4   9.6  3.3  1.2 
（６）同僚や上司と，何も話したくないと思うこと ・・・・・・・・・・・・・・・・59.9  26.9   9.2  2.8  1.2 
（７）「こんな仕事，もうやめたい」と思うこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・41.9  32.8  16.6  7.5  1.2 
（８）身体も気持ちも疲れはてたと思うこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35.3  33.3  21.4  8.8  1.2 
（９）自己研修の時間を確保できないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18.8  36.6  33.4  9.8  1.4 
（10）専門外の業務を担当するときの支援がないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・23.4  47.2  23.5  4.4  1.4 
（11）体系的なセンター指導主事の育成システムがないこと ・・・・・・・・・・・・11.4  34.2  39.7  13.5  1.2 
（12）センター指導主事に求められる資質・能力が示されていないこと ・・・・・・・21.9  48.2  22.3   6.2  1.4 
（13）教師教育や人材育成に関する専門的な知識を学ぶ場がないこと ・・・・・・・・18.6  40.5  32.5   7.0  1.4 
（14）研究に関する専門的な知識を学ぶ場がないこと ・・・・・・・・・・・・・・・18.1  40.8  32.6   7.2  1.4 
（15）業務に関する知識の要求量の多さを実感すること ・・・・・・・・・・・・・・・5.9  21.9  47.2  23.7  1.3 
（16）後輩（若しくは部下）の指導主事への助言の難しさを実感すること・・・・・・・18.5  41.0  29.4   9.4  1.6 
1 全く当てはまらない 2 余り当てはまらない 3 やや当てはまる 4 とても当てはまる 




（１）今の仕事から得られる充実感が大きい ・・・・・・・・・・・・・・・・・5.2  14.7  35.5  28.4  15.1  1.2 
（２）今の仕事で時間が経（た）つのを忘れてしまうほど熱中することがある ・11.5  21.0  33.0  24.6   8.7  1.2 
（３）最も充実していると感じられるのは仕事をしているときである ・・・・・22.7  23.2  31.8  16.1   4.8  1.3 
（４）センターで働くことに魅力を感じている ・・・・・・・・・・・・・・・10.2  20.1  31.6  23.9  12.9  1.3 
（５）センターの指導主事であることを強く意識している ・・・・・・・・・・ 3.8  10.9  21.7  34.6  27.6  1.4 
（６）センターの指導主事として責任を持って仕事をしている ・・・・・・・・ 0.8   2.1  11.9  39.1  44.8  1.2 
（７）今の職場に必要なことなら，どのような仕事でも引き受ける ・・・・・・10.0  12.5  26.2  30.0  20.0  1.2 
（８）私の専門分野はセンターにとって貴重である ・・・・・・・・・・・・・12.3  17.6  27.5  22.2  19.1  1.2 
（９）今の仕事を今後も続けたい ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21.9  20.9  25.0  18.7  12.3  1.2 
（10）センターの指導主事としての専門性を更に追求したい ・・・・・・・・・ 8.6  13.4  21.3  26.7  28.8  1.2 
（11）学校教育での活動の助けとなる仕事に高い意識で臨んでいる ・・・・・・ 1.6   5.6  19.4  36.2  35.9  1.3 
（12）今の仕事のために心にゆとりがなくなったと感じることがある ・・・・・25.2  23.4  22.6  17.5  10.1  1.2 
（13）今の仕事は私にとって余り意味がないと思うことがある ・・・・・・・・63.2  19.5  10.6   3.9   2.4  1.4 
（14）今の仕事は私の適性に合っていると思うことがある ・・・・・・・・・・17.0  22.4  31.2  20.1   8.2  1.2 
（15）学校現場に戻ったとしてもまた指導主事をしてみたい ・・・・・・・・・44.1  19.8  18.9  10.0   6.0  1.2 
1 そう思わない 2 まれにそう思う 3 時々そう思う 4 しばしばそう思う 5 いつもそう思う 










1  2  3  4  NA 0  1  2  3  4  NA 
（１） 受講者の実態やニーズを把握し研修を企画することができる 0.5  0.3  11.5  87.5  0.2 2.6  1.5  21.9  65.6   8.3  0.1 
（２） 教員育成指標とのつながりを意識した研修を企画することができる 0.6  1.4  22.2  75.4  0.4 3.8  4.3  31.6  53.2   6.6  0.4 
（３） 教職員の発達や成長についての理論に基づいて研修を実施することができる 0.6  2.8  33.6  62.7  0.3 3.3  7.8  40.4  44.0   4.4  0.2 
（４） センターが実施する研修の全体像を見渡した上で，研修を実施することができる 0.7  2.1  31.8  65.0  0.5 3.3  6.5  36.4  46.8   6.6  0.5 
（５） 最先端の理論や情報に基づいた研修を実施することができる 0.6  1.4  28.4  69.3  0.3 2.1  7.2  39.4  43.5   7.4  0.4 








0.4  0.7  16.4  82.3  0.3 2.5  2.0  18.5  60.2  16.6  0.2 
（９） 研修の成果や課題を検証することができる 0.5  1.8  25.5  72.0  0.3 1.8  5.3  38.8  47.6   6.2  0.3 
（10） 研修の効果検証によって得られた知見を次回の研修に生かすことができる 0.5  1.1  21.1  76.8  0.5 2.0  3.7  31.1  53.8  9.3  0.2 
B) 研究について
【重要度】 【実行度】 
（１） 研究倫理を正しく理解し，遵守しようとすることができる 0.5  2.9  31.4  64.8  0.4  7.6  6.7  29.9  46.4  8.9  0.6 
（２） データや資料を適切に保管し，研究に生かすことができる 0.4  1.9  29.9  67.6  0.3  7.7  5.0  29.8  48.3  8.8  0.4 








0.9  4.2  35.0  59.7  0.3 11.0  6.5  33.5  40.7  7.9  0.4 
（６） 大学等の研究機関と連携して研究を進めることができる 0.7  9.0  48.2  41.4  0.7 14.9  15.1  39.9  24.6  5.1  0.5 
（７） 長期研修生の研究指導を適切に行うことができる 1.1  6.7  41.0  50.6  0.6 20.8  7.2  27.9  35.1  8.1  0.8 
（８） 調査したデータを適切に分析することができる 0.5  2.7  34.1  62.4  0.3 10.1  8.1  34.4  41.6  5.5  0.3 
（９） 分析した結果から課題やエビデンスを抽出することができる 0.5  2.2  31.6  65.5  0.3 10.2  7.8  39.3  37.4  4.9  0.5 
（10） 研修に生かすことのできる研究を行うことができる 0.7  2.7  30.3  66.2  0.3  9.8  8.3  35.2  39.7  6.7  0.3 
1 重要でない 2 余り重要でない 3 やや重要である 4 とても重要である 





1  2  3  4  NA 
【実行度】 




0.4  0.5  17.2  81.5  0.4 12.7  3.2  16.6  53.6  13.0  0.8 
（２） 学校に継続的に関与する等，中長期的な視野で学校改善を支援することができる 0.4  2.1  29.6  67.4  0.5 16.6  7.8  38.1  31.8   4.8  1.0 
（３） センターとしての方針を踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.5  3.8  35.4  59.8  0.5 13.9  5.0  23.2  48.7   8.3  1.0 
（４） 学校の現状やニーズを踏まえた学校訪問支援をすることができる 0.4  0.7  19.2  79.2  0.5 13.1  3.3  19.2  53.0  10.3  1.0 




















1.6  14.5  45.3  38.0  0.7 17.1  18.3  42.6  18.1  2.9  1.0 
D) 教育相談について
【重要度】 【実行度】 
（１） 児童生徒に対して教育相談に関する対応をとることができる 1.0  3.1  24.7  69.9  1.4 47.6  3.5  14.3  22.4  11.4  1.0
（２） 保護者に対して教育相談に関する対応をとることができる 0.9  3.6  24.5  69.7  1.4 47.6  3.8  14.4  22.0  11.1  1.0
（３） 学校に対して教育相談に関する指導・助言をすることができる 0.6  1.6  21.9  74.8  1.2 44.1  4.5  18.3  22.8   9.2  1.1




0.6  5.0  36.0  57.1  1.2 46.8  6.5  23.9  16.6   5.3  1.0
（６） 教育相談に係る研修講座を実施することができる 0.7  2.5  29.7  65.8  1.3 47.8  6.0  18.3  18.3   8.4  1.1
（７） 特別支援教育に係る教材を作成することができる 0.8  5.3  33.7  58.7  1.4 49.6  8.3  21.4  14.3   5.3  1.0
（８） 教育相談に関する基本的な知識・技能を身に付けることができる 0.6  1.2  25.8  71.2  1.3 40.0  5.5  20.6  24.1   8.8  1.0
（９） 教育相談の関係機関につなげることができる 0.7  2.3  27.3  68.4  1.4 46.1  4.7  18.3  21.6   8.4  1.0
（10） 特別支援教育の関係機関につなげることができる 0.8  2.0  27.8  67.9  1.6 47.2  5.3  19.2  20.2   7.0  1.0
E) 行政事務について
【重要度】 【実行度】 
（１） 法律や規則等の事務処理上のルールを理解し，適正に事務処理することができる 0.4  1.0  21.2  77.0  0.3 3.1  2.1  19.6  60.7  14.1  0.3
（２） 起案の仕組みを理解した上で，起案文書を作成することができる 0.5  1.6  27.3  70.4  0.3 1.9  1.4  12.9  61.5  22.2  0.2
（３） 上司・同僚と相談しつつ仕事を進めることができる 0.3  0.3  15.6  83.6  0.3 1.6  1.2   6.6  55.6  34.7  0.2




0.3  1.2  21.8  76.5  0.2 1.9  2.1  21.5  60.5  13.8  0.2
（６） 説明責任を意識した仕事を進めることができる 0.3  0.6  20.7  78.1  0.2 1.8  1.8  18.8  60.8  16.6  0.2
（７） 本庁の方針と一貫して，仕事を進めることができる 0.3  1.3  25.1  73.0  0.3 1.8  2.7  21.3  60.0  13.8  0.3




0.3  0.8  24.7  74.0  0.2 1.8  1.8  20.4  61.3  14.6  0.1





1  2  3  4  NA 
【実行度】 
0  1  2  3  4  NA
（１） 児童生徒の成長を願って仕事に取り組むことができる 0.4  0.1  10.9  87.5  1.1 1.1  1.0   8.2  51.5  37.1  1.1
（２） メンタルヘルスに留意しながら仕事を進めることができる 0.5  1.4  24.9  72.2  1.1 0.7  5.9  25.0  50.0  17.2  1.2
（３） 業務を円滑に進めるために説得や傾聴をすることができる 0.4  0.8  23.0  74.6  1.2 0.2  2.2  15.1  60.7  20.5  1.3
（４） 課題を持って学び続けることができる 0.4  0.3  19.0  79.2  1.2 0.1  1.9  17.1  56.9  22.7  1.3
（５） 社会の動きに関しての情報を収集することができる 0.3  0.7  21.1  76.6  1.2 0.1  2.0  24.1  57.2  15.3  1.2








0.5  1.2  21.5  75.7  1.1 0.5  2.9  17.7  53.8  24.0  1.1
（９） 学校教育の社会的使命を自覚し，仕事をすることができる 0.5  0.8  22.5  75.1  1.1 0.3  2.4  15.7  58.7  21.7  1.3




１．行政事務の適正・効果的な執行に関する能力の向上  42.4% 
２．学校訪問支援（コンサルテーション）能力の向上  25.2％ 
３．研修の企画・運営・分析に関する能力の向上  46.9% 
４．調査研究の企画・運営・分析に関する能力の向上  23.3% 





A)研修の企画・運営・分析 42.2％ (SD23.2) 
B)調査研究の企画・運営・分析 17.5％ (SD17.5) 
C)学校訪問支援（コンサルテーション） 14.1％ (SD13.6) 
D)教育相談 6.1％ (SD14.6) 





（１）本センターでは，所長の理念が受講者にまで浸透しにくい ・・・・・・・・・・28.8  44.9  21.7  3.5  1.1 
（２）本センターでは，センターの目標や計画の達成に対しての関心や，参加に対する ・・36.1  52.3   9.9  0.8  0.9 
同僚所員の意識が低い 
（３）本センターでは，自分のしていることが所属する係等とどう関わっているのか・・49.4  41.2   7.4  1.0  0.9 
分からない 
（４）本センターでは，所長が所員とインフォーマルな話合いの機会をもつことが・・34.3  41.2  18.5  5.2  0.9 
   少ない 
（５）本センターでは，所内での各種会議で意見やアイデアが出されてもそれらが・・27.5  55.1  13.7  2.8  1.0 
とりあげられて実現されることが少ない 
（６）本センターでは，仕事に対する責任が不明確である ・・・・・・・・・・・・・46.8  43.3   7.4  1.6  1.0 
問７ 貴センター内の所員のみなさまについて，お考えをお尋ねします。それぞれ，下記の選択肢のうちから，
最もあてはまると思う数字１つに○をつけてください。 
（１）本センターでは，センターの活性化や改善について余り話題にならない ・・・・37.4  49.8  10.0  2.0  0.8 
（２）本センターでは，指導主事間で個人的悩みなどを相談し合うことが少ない ・・・27.3  49.9  18.5  3.5  0.8 
（３）本センターでは，ふだん受講者の変容を話題にすることが少ない ・・・・・・・38.7  51.9   7.1  1.2  1.0 
（４）本センターでは，所員に「我々（われわれ）」という意識が少ない ・・・・・・36.3  51.3  10.0  1.4  1.0 
（５）本センターでは，何事につけても工夫よりも慣行や伝統の方を重視しやすい ・・20.5  53.4  21.3  3.8  0.9 
（６）本センターでは，所内での各会議で，各所員の意見が出にくい雰囲気である ・・28.4  52.3  16.0  2.3  1.0 
（７）本センターでは，何事につけてもセンターとしての活動や考え方が前面に出される・ 11.2  53.4  30.0  4.4  1.1 
（８）本センターでは，教育に対する使命感などはふだん余り話題にならない ・・・・32.1  54.2  11.1  1.7  0.9 
（９）本センターでは，時代や社会の動向や情報は余り話題にならない ・・・・・・・44.9  49.2   4.5  0.6  0.8 
（10）本センターでは，事務的仕事の処理が忙しすぎる ・・・・・・・・・・・・・・ 6.1  37.2  39.7  16.0  1.0 
（11）本センターでは，学校現場の管理職や市区町村教委のことを余り話題に ・・・・38.2  55.1   5.1  0.6  1.0 
したがらない 
（12）本センターでは，研修をお互いに見せたがらない ・・・・・・・・・・・・・・60.6  35.4   2.6  0.5  0.9 
1 全く当てはまらない 2 余り当てはまらない 3 やや当てはまる 4 とても当てはまる 
1 全く当てはまらない 2 余り当てはまらない 3 やや当てはまる 4 とても当てはまる 
選択肢(%)  1     2     3    4    NA 




１．センターから打診があり採用された   2.9%   ２．本庁から打診があり採用された   10.1% 
３．公募や希望により採用された   4.4% ４. 所属長から打診があり採用された 26.0% 
５．人事異動内示の際に知らされた 62.8% ６. その他  2.9% （具体的に：省略   ） 
問９ あなたは，将来，指導主事を指導していく機会があるとしたら，その役割をしてみたいと思いますか。最
もあてはまるもの１つに○を付けてください。 
１．全くしたくない 20.8% ２．どちらかといえばしたくない 43.5% 
３．どちらかといえばしたい 26.0%   ４．是非したい    8.7%   NA  0.9% 
問10 あなたと本庁・教育事務所の指導主事との業務上の関わりについて，以下のうち，当てはまるものすべて
に○を付けてください。（複数回答） 
1．余り関わりがない        11.9%  2．事業の企画に当たって，協働することが多い    54.9% 
3．学校訪問を分担し合うことが多い 17.1%  4．本庁・教育事務所で企画した事業の実施に協力を求め
られることが多い   56.6% 
問11 御自身のことについてお尋ねします。数字があるものは最もあてはまるもの１つに○をつけ，(  )がある
ものはその中に回答を記入してください。 
（１）あなたの性別を教えてください。 
１．女性  30.4%   ２．男性    68.9%        NA  0.7% 
（２）あなたの年齢を教えてください。（回答者1507名） 
（ 30～60歳 平均 47.0 ）歳（SD 4.8） 
（３）指導主事としての経験年数を教えてください。（回答者；指導主事1507名・センター指導主事1502名） 
指導主事としての通算経験年数（1～24 平均3.7）年目（SD2.8）（本庁，事務所，センター，市町村教委など含めて） 
うち，センターの通算経験年数（1～22 平均2.9）年目（SD 2.0） 
（４）管理職（学校又は行政機関等）としての勤務経験があれば，経験年数を教えてください。（回答者300名） 
通算（1～28 平均4.2）年目（SD 3.5） 
（５）あなたの現在のポストを教えてください。 
１．一般の指導主事 78.5%    ２．統括クラスの指導主事  20.5%     NA 1.0% 
（６）長期研修経験の有無について教えてください。 
１．ない 67.9%   ２．ある 31.2%    NA 0.8% 
－224－
（７）法定研修を担当した経験の有無について教えてください。 
１．ない 34.1% ２．ある 64.4% NA 1.6% 
（８）あなたが直近で勤務した学校種と専門教科を教えてください。 
１．小学校 28.6% ２．中学校 25.2% ３．高等学校 35.2% ４．特別支援学校 7.8%
５．その他 1.0% NA 2.0% 




キャリア（ 省略  ） 
（10）あなたの学歴を教えてください。 
１．大学・短期大学 74.2% ２．大学院  20.8% ３．教職大学院 3.8%
「その他」およびNA 1.2% 
（11）あなたの取得した学位を教えてください。 
１．学士号 68.2% ２．修士号（専門職学位を含む）26.5% ３．博士号 0.3% 
「なし」およびNA 5.0% 
（12）あなたの所属する教育研究所・センター名を記入してください。 













































































にするために日本の教育委員会が有する機能を下記表 3-1-1 のように設定することとした。 
 
表 3-1-1 教育委員会の機能 










危機介入機能  危機に介入し問題解決を行う 
支援機能 
学校コンサルテーション機能 学校に対しコンサルテーションを行う 
教員コンサルテーション機能 教員に対しコンサルテーションを行う  
研修機能 研修機会や教職員ネットワークの基盤を提供する 
調査研究・データベース構築機能 支援のための調査研究・データベース構築を行う 
監査機能 学校監査（コンプライアンス）機能 コンプライアンスの観点から学校運営の状況を監査する 
 
































た。なお，各国の総論については，3 節にまとめる。  













営学会紀要』第 50 号，pp.170-174。 
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表 3-2-1 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 























































表 3-2-2 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 







































 米国のカリフォルニア州の教育行政機関は，州と LEA（Local Educational Agency）で構成さ
れる。州レベルの教育行政機関は，州教育省があり，LEA には，郡教育委員会（County Office of 






























表 3-2-3 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 


































































                                                  
3 2005 年の教育技能省（当時）の白書『全ての者により高い教育水準とよりよい学校を』において，
地方教育当局（LEA）は地方当局（LA）へと改められた。なお，地方当局の業務内容については主に












































                                                  
5 RCSs（regional school commissioners）は，教育知識と経験の豊富なアカデミーの元校長やマル
チ・アカデミー・トラストの理事長などで構成され，主に問題のあるアカデミーやフリースクールの
対応に当たる。教育省が任命し，イングランドの各地方に 8 名配置されている。HTB（headteacher 
board）は，地元のアカデミーの校長らで構成され，RSC に助言を行う。 
－235－
表 3-2-4 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 






























































表 3-2-5 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 
機能 機能小分類 遂行機関 担当職員の採用・資格等 
政治機能 










































































表 3-2-6 日本の教育委員会が有する機能の遂行機関及び担当職員の採用・資格等 
























































































































































 まず第 1 象限のケースである。本研究対象では，アメリカやオランダが位置付く象限である
が，教育行政機能が分業されつつあり，そこに関わる専門スタッフは多様化傾向にあるが一定の
トレーニングや免許，研修等が課されているケースである。 
 次に第 2 象限は，韓国，フランスのケースである。こちらは日本と同様に分業度は低いもの
の，教育行政専門スタッフに一定程度の研修を受けさせたり，選抜する仕組みを設けたりするこ
とで，高度化を図っているケースである。 
 第 3 象限は，日本が位置付く，教育行政機能が特定機関に統合されており，専門スタッフも
教員全体の人事の中で配置が行われる特徴をもつ。 
 第 4 象限は，ニュージーランドのように高度な分業体制がとられており，すでに専門性を備
えた人材を採用するというケースである。イギリスも公募制が敷かれているという点で，どちら
かというとこの象限に近い。 

























第 20 号，pp.59-84。 


























（日本の政令指定都市に相当），9 道（日本の県に相当）の合計 17 の広域自治体に設置された地
方教育行政の長である教育監である。教育監は住民の直接選挙で選出され，任期は 4 年間， 大




















































・基金の設置と運営に関する事項   
・大統領令で定める重要財産の取得や処分に関する事項   
・法令と条例に規定されたことを除く予算外の義務負担や権利の放棄に関する事
項・請願の受理と処理   


















2017 年現在，全国に 176 教育支援庁が設置されている（基礎自治体である市・郡・区は，2017
年 12 月現在，226 団体）。従来は地域教育庁と呼ばれていたが，2010 年 9 月より教育支援庁に
呼称が改められた。 
教育支援庁の長である教育長は，教育監の委任を受け，所管地域の幼稚園や初等学校，中学校



















1953 年に教育公務員法が制定され，初めて奨学官（School Supervisor），奨学士（Junior School 
Supervisor）が法的に位置付けられた（奨学官は奨学士の上級職）。それ以降 1963 年に教育専門
職資格証制度が廃止され，公開競争による採用方式に転換されるとともに，教育研究官













9 2018 年 3 月 30 日一部改定，大統領令第 28730 号。 








1. 大学・師範大学11・教育大学12の卒業者で 7 年以上の教育経歴や 2 年以上の教
育経歴を含む 7 年以上の教育行政経歴又は，教育研究経歴がある者 
2. 2 年制教育大学又は専門大学卒業者で，9 年以上の教育経歴や 2 年以上の教育
経歴を含む 9 年以上の教育行政経歴又は，教育研究経歴がある者 
3. 行政高等考試（日本の旧国家公務員採用Ⅰ種試験に相当）合格者で 4 年以上の
教育経歴や教育行政経歴又は教育研究経歴がある者 
4. 2 年以上の奨学士・教育研究士の経歴がある者 





1. 大学・師範大学・教育大学の卒業者で 5 年以上の教育経歴や 2 年以上の教育経
歴を含む 5 年以上の教育行政経歴又は，教育研究経歴がある者 
2. 9 年以上の教育経歴や 2 年以上の教育経歴を含む 9 年以上の教育行政経歴又は
教育研究経歴がある者 























                                                  
11 韓国語で「師範大学」と呼ばれる教員養成学部は，国公私立の総合大学に設置され，中等教員の養
成を行う。 


























配置されている教育専門職は，情報院で教育研究官 6 名，教育研究士 21 名，研修院で教育研究
官 4 名，教育研究士 21 名である。現職教員を対象とした研修を提供しているのは，研修院で，
































































































                                                  















 以上のほかにも，教育専門職の人材確保難が指摘されている。かつては教師として 25 年から
30 年勤務し，管理職への昇進を早めるためにまずは奨学士や研究士を目指すというものが定番の















































































































administratifs， rechniques， ouvriers， de service， sociaux et de santé）と呼ぶ（2006 年























































                                                  


































de l'éducation nationale：ESEN）若しくは大学区による 36 日間の研修と，企業・行政機関・地
方自治体・国際機関等でのインターンシップによって構成される。研修は個人の経験等を加味し
て全て個別にプログラムされる。大学区視学官として雇用されてからも 2 年間， 低 15 日間の
研修が義務付けられている。直接任用された者も着任後 1 年間はサポートを受けることができ，
任用後 2 年間， も高いレベルの研修を受けることができる。 
 




















加型監査（Audit à visée participative: AVP）など，多様な名称で呼ばれるいわゆる外部評価が
実施されている。外部評価は義務規定ではないが，中等学校で推奨されており，法的根拠として






















22 国民教育総視学局報告書，2005 年 
23 BUISSON-FENET Hélène et PONS Xavier, School Evaluation Policies and Educating States: Trends in 
Four European Countries, PIE-Peter Lang SA, 2014. 





倫理事項などが書かれた書籍（Conduire un audit à visée participative，邦訳『参加型監査の実

















































上記の記述の根拠 ・ Inspection générale de l ’ education
nationale （2012） 
・ESENESR による視学官の研修課程資料 




                                                  
25 詳細は以下の文献を参照されたい。佐々木織恵（2016）「参加型学校評価による教師の協同的省察
の可能性とその条件―フランス,ボルドー大学区における実践事例の検討を通して―」『フランス教育
学会紀要』第 28 号,pp.53-66. 
－255－
（エ）教育行政機能における ICT の効果的な活用  
教育行政機能における ICT の活用については，国民教育省によって開発された評価指標であ
る「学校の指導と自己評価とのための支援ツール（APAE ; Aide au Pilotage et à l’Auto-
évaluation des Etablissements）」と「学校の自己評価と方向付けのための支援ツール（OPAE ; 








ために使われ，学校長と IEN と DASEN のみアクセスできる。教育省や大学区は統計処理のた
























                                                  
26 詳細は以下の報告書を参照されたい。佐々木織恵「フランスの学校第三者評価」,『学校の第三者
評価に関する国内外の 新動向と今後の課題に関する調査研究』,平成 26 年度文部科学省委託調査
「学校の総合マネジメント力の強化に関する調査研究」, pp. 132-151, 2015 年. 
27 IGEN,IGAENR,ESEN, Promouvoir une culture de l’évaluation et de pilotage pédagogique dans notre 




米国の教育行政機関は，連邦政府に，連邦教育省（U.S. Department of Education）が，また，













局を除いた狭義の州教育委員会（California State Board of Education）のメンバーは 11 名であ
り，全て州知事に任命されるが，その内の 1 名は 1 年任期のカリフォルニアの高校生である。高






















カリフォルニア州における 2017-18 年度の学区の形態とその数は，州教育省の web ページに
よれば，「統合学区」（unified school district）が 344 学区，「小学校区」（elementary school district）
－257－
が 524 学区，「高等学校区」（high school district）が 76 学区，「そのほか」（Other）が 82 学区

























 カリフォルニア州では，2013-14 年度に LCFF（Local Control Funding Formula）が制定さ
れ，それまで約 40 年間続いた K-12 の学校財政制度が大きく改変されるとともに，この LCFF と
リンクさせる形で，継続的な学校支援に関する包括的なビジョンが打ち出された。LCFF による
継続的な学校改善支援の要は，新たな学校アカウンタビリティである「学校ダッシュボード」
（School Dashboard）と LCAP（Local Control and Accountability Plan），「3 層構造の支援」
（three-tiered framework）である。学校アカウンタビリティは，州標準テストとセットで，















図 3-3-1 州教育省の組織構成の概要 
 
「学校ダッシュボード」による学校アカウンタビリティは，児童生徒を集団の類型ごとに状況
をより詳しく明らかにすることで，LCFF が求める LCAP のプロセスを通して，様々な課題や困
難を抱えた学区や学校へのより適切な支援等を行うことが企図されている。この LCAP とは，児
童生徒のアウトカムを達成，改善するために，LEA が，3 年間の目標や行動，支援に係る計画を
策定するものである。LCAP の作成過程で，LEA が地域の課題を も解決しうる主体として，自
らを捉え直すことが期待されている。 












































ぞれの LEA や学校への格差是正策として展開されることが期待されている。 
 





れぞれに郡教育委員会が設置されているが，例えば，ソノマ郡教育委員会（Sonoma County Office 








































ソノマ郡教育委員会（Sonoma County Office of Education） 
 
（参考：https://www.scoe.org/pdf/SCOE.pdf を基に筆者作成） 
















































サンタアナ統合学区教育委員会（Santa Ana Unified School District） 
 
（参考：https://www.sausd.us/Page/1 を基に筆者作成） 
図 3-3-3 サンタアナ統合学区教育委員会の組織構成の概要 
 
（ウ）LEA による学校支援の例 
－ロングビーチ統合学区教育委員会と関係機関の協働による Linked Leaning の支援－ 
前述した学校ダッシュボードの州指標の一つは「進学と就業への準備性」である。また，学校






































（California Community College Chancellor’s Office）の協働の下で，“2008-2012 California 
State Plan for Career Technical Education”を策定した。同計画は，その後の同州におけるキャ
リア・テクニカル教育推進の基盤となった。 
キャリア・テクニカル教育の成立により，州法では，175 あった職業に関連する教科を 15 の産
業分野に分け，それぞれの職業の教科学習領域を 58 のパスウェイで示した。生徒はパスウェイ
を選択することで，教科と職業を関連付けて学ぶカリキュラム改革が目指されたのである。そし
て，カリフォルニア州では 2009 年に，州内の九つの学区（Antioch，Long Beach，Los Angeles，
Montebello，Oakland，Pasadena， Porterville，Sacramento City，West Contra Costa）で，
Linked Learning が開始された。現在は，州内の 100 以上の学区，また，マサチューセッツやテ
キサス，ミシガン，カナダと州や国境を越えて拡大している。 
 
a ロングビーチにおける Linked Learning 
ロングビーチ統合学区教育委員会と関係機関の協働によるキャリア・テクニカル教育プログラ
ムである Linked Learning を例に取り上げ，教育委員会と関係機関がどのように協働して，学校
支援を行っているのか，概観したい。ロングビーチ統合学区教育委員会は，1885 年に設立され，
現在の児童生徒数（Pre-K から高校まで）は，72,200 人で，学区内の学校数は 85 校ある。児童
生徒の人種構成比は，ヒスパニック系が 57.1%，アフリカ系アメリカ人が 11.6%，白人が 12.1%，
アジア系ほかが 6.7%となっている。また，児童生徒全体の 15%が英語学習者（English Language 
Learner）であり，65%が社会経済的に不利益を被っている層と試算されている。 
キャリア・テクニカル教育の中心概念である「進学と就業への準備性」を実現する方法として
Linked Learning の拡大が著しい。ロングビーチにおける Linked Learning の始まりは，2012
年に，ハーバード教育大学院と JFF（Jobs for the Future）によるロングビーチでの“Pathway 
to Prosperity”の評価研究に端を発する。“Pathway to Prosperity”とは，生徒が高校卒業後に，
労働市場で通用する中等後教育の資格を取得し，さらに教育を受ける可能性を持ちつつ職業に就
くことを確実にするフレームワークを意味しており，ロングビーチの中等後教育と初等中等教育，






括的なプログラムを準備する支援組織として，ロングビーチ CALL （Long Beach Collaborative 
to Advance Linked Learning）が設立されたのである。ロングビーチ CALL は，現在に至るま
で，ロングビーチ統合学区教育委員会との協働の下で，学校教育における linked Learning を展
開している。 
 
b ロングビーチ・ポリテク高校における Linked Learning の実際 
ロングビーチ統合学区内にあるロングビーチ・ポリテク高校（Long Beach Polytechnic High 




をカリキュラムに導入している。それらのパスウェイとは，“BEACH Academy of Math and 
Science”, “JUSTICE Academy”, “Poly’s MEDs”, “Parts Academy”である。これらには，
Linked Learning Pathway Coordinator がはいっており，各パスウェイに関する事業所との連携，
教科と職業との連結，それぞれの教師をパスウェイのチームへと編成させていくなどの仕事に携
わることとなる。また，それぞれのパスウェイを支援する団体が，組織的にパスウェイを支える






ーターやコンサルタント，学校の教職員，大学研究者等を対象に，COLLEGE AND CAREER 
PATHWAY RESEARCH SYPOSIA SERIES が，CCASN（College and Career Academy Support 
Network）やカリフォルニア大学バークレー校，WestEd，SRI International 等の協働の下で，






の教員の養成や研修について，カリフォルニア州立ロングビーチ校（California State University 
Long Beach）にある CSU CALL（CSU/CSU Long Beach Collaborative for the Advancement 
of Linked Learning）が重要な役割を果たしている。 
CSU CALL は，教員やカウンセラー，管理職が Linked Learning で指導的な役割が果たせる
ように養成や研修を担っている。Linked Learning の理論と実践を融合する教師教育プログラム，
学校を越えた Linked Learning のリーダーの準備教育としての修士課程を設定している。また，
教科の教員とキャリア・テクニカル教育の教員それぞれの資格を得ることで Linked Learning に
おけるリーダーシップを準備する教員養成を進めている。キャリアパスウエイを履修している生



























組織である WASC（Western Association of Schools and Colleges）が，学校認証評価を行ってい
る。WASC の認証評価対象校は，高等教育機関（4 年制大学とコミュニティカレッジに代表され
る 2 年制大学），そして，初等中等教育段階の学校であり，それぞれを担当する認証評価委員会に
よって組織されている。WASC による認証評価のプロセスは，2 段階のプロセスがあり，第 1 段
階の認証評価では，所定の書類の作成・提出後の書面審査と訪問審査で，3 段階の評価結果が付
与される（有効期間は 3 年間）。第 2 段階の認証評価は，WASC が掲げる認証評価基準に基づき，
評価を希望する学校は自己評価報告書や改善のためのアクションプラン等を作成の上，提出する。
その後に，認証評価委員会によって訪問調査が行われ，6 段階の評価結果が付与される（有効期











Jacob Olsen, 2017, Practice Brief: Building Capacity for Linked Learning Pathways: A Guide 
for School Counselor Educators. 
文部科学省（2013）『諸外国の教育行財政－7 か国と日本の比較－』ジアース教育新社. 
Superintendent’s Advisory Task Force on Accountability and Continuous Improvement, 
2016, Preparing All Students for College, Career, Life, and Leadership in the 21st Century. 
https://www.cde.ca.gov/（州教育省 終確認 2019 年 2 月 1 日） 
https://www.scoe.org/（ソノマ郡教育委員会 終確認 2019 年 2 月 1 日） 
https://www.sausd.us/（サンタアナ統合学区教育委員会 終確認 2019 年 2 月 1 日） 
http://www.lbusd.k12.ca.us/（ロングビーチ統合学区教育委員会 終確認 2019 年 2 月 1 日） 
https://lbpoly.schoolloop.com/（ロングビーチ・ポリテク高校 終確認 2019 年 2 月 1 日） 
https://www.csulb.edu/college-of-education/collaborative-the-advancement-of-linked-learning














 イギリスは，「グレートブリテン及び北アイルランド連合王国」（United Kingdom of Great 

















ネス・エネルギー産業戦略省（Department for Business, Energy and Industrial Strategy：BEIS）
に再編された。以上を踏まえた教育担当省は次のように図示することができる。 
  











設置され，1914 年に初めて「全国指導主事協議会（National Association of Inspectors of 
Schools and Education Organisers：NAIEO）」が創設された。1974 年，NAIEO は，NAIEA
（National Association of Inspectors and Educational Advisers ）と改名され，1993 年には規
模が拡大し，その独立性が改めて主張され，NAIEIAC（National Association of Educational 
Inspectors, Advisers and Consultants）と再改名された。その後，更なる規模拡大をしつつ労
働組合に吸収され，2012 年以後は Prospect（労働組合）に組み入れられた。 
 上述した地方とは連携がなかった組織として，中央政府の機関が担っていた勅任視学官
（HMI：Her Majesty's Inspector）制度が挙げられる。HMI は学校への補助金の使途を監督す
るために 1839 年に設置されたが，次第に教育的指導助言機能を備えながら，実際の学校訪問を
通して，イギリス教育のより良い実践の普及に，大きな役割を果たすようになってきた30。HMI
制度は一旦解体後 1992 年にリニューアルされ，現在は教育水準局（the Office for Standards 
in Education, Children's Services and Skills：Ofsted）に置かれる視学官が，中等教育機関以
下の学校を 3～4 年ごとに監査・指導・助言している。また設立当初，教育水準局は the Office 
for Standards in Education であったが，現在では子供のサービスや技能が局の名称に付加さ
れ，子供のウェルビーイングについても監査・指導・助言を行っている。 









































 既述のように，イギリスでは中央の教育行政機関として，教育省（Department for Education：











「地方教育当局」（Local Education Authority：LEA）の名称であったが，2006 年に LEA
（Local Education Authority：地方教育当局）は廃止されて，LA（Local Authority：地方当
局）となった。 
 また，イングランドの学校は教会を中心とする民間団体により発展してきた経緯もあり，各学









































地方当局の職員，退職校長や元勅任視学官などが多く SIPs として活動していたが，2010 年に保
守党政権に移り，SIPs のための国の予算が打ち切られることで，その存続は各地方当局の裁量に
任されるようになっている。地方当局に資金があり，需要が高いと判断された場合には存続した
が，そうでない場合には解体された。実際には，2019 年現在も多くの SIPs が学校支援に尽力し
ているが，2010 年に解体された地方当局の場合には SIPs の資格を持つ者が共同で会社を興し，
民間の教育サービスプロバイダーとして，学校に教育サービスの提供を行うことも珍しくない。 
また，支援機能の中の研修機能については，遂行機関が多岐にわたっている。学校種によって
地方当局が支援機能を担うとともに，近年では Teaching school という取組が始まり，校内研修
や学校間のネットワークを構築して学校同士が教え合う支援体制が整備されてきている31。具体







                                                  







































当時教育省の一部局であった勅任視学局（Her Majesty's Inspectorate：HMI）が，1992 年
教育（学校）法により，教育省から離れて主任勅任視学官局（Office of Her Majesty's Chief 
Inspector of Schools in England）となった。同機関は，通称「教育水準局」と呼ばれ，国王に
                                                  
32 近年では，1998 年の緑書『教員：変化への挑戦（Teacher: meeting the challenge of change）』，
2010 年の白書『教職の重要性（The Importance of Teaching）』，2016 年の白書『全ての地域に優れ
た教育を（Education Excellence Everywhere）』が挙げられる。 
－270－
より任命される主任勅任視学官（Her Majesty's Chief Inspector of Schools）を長とする独立政
府機関で，勅任視学官（HMI）を中心に，イングランドの学校視学を組織・統轄している。 













報告する（第 118 条）としている。 
 
c 教育水準局による監査 















  評定は，グレード 1「大変優れている（outstanding）」，グレード 2「優れている（good）」，
グレード 3「改善の余地あり（requires improvement）」及びグレート 4「不十分である






































                                                  
33 UCAS, Ofsted inspector （https://www.ucas.com/ucas/after-gcses/find-career-ideas/explore-








木岡一明 窪田眞二 編著（2004） 












































































































機能を中心に―」『学校経営研究』第 38 巻，pp.56-70。 
―――――（2013）「地方教育行政における指導行政の在り方―イギリスの SIPs（School 








Eurydice, United Kingdom – England ウェブサイト 




















（Inspectie van het Onderwijs）による教育監査の全面実施として具体化されることとなる。
2002 年に教育監査法（Wet op het Onderwijstoezicht）が制定されて以降，全ての初等・中等学
校に対し自己評価の実施が求められるとともに，一定の基準に基づいて教育監査局が監査を行う
ことや，監査の結果によっては改善を求められること，さらにはその結果がオンライン上で公開

















































































































































組織主任（directeur Beleidsondersteuning en Organisatie），法務主任がそれぞれの部門の責任
者として配置されている。教育監査局のスタッフは国家公務員としての身分を有しており，監査
官，分析担当職員，事務職員を合わせて，フルタイム換算で総勢 500 名ほどが在籍している。在
籍職員の内訳は，局長以下の管理職が 10 名程度，監査を主に担当する監査官が 250 名程度（う

















一般的になりつつある，という変化も生まれている（Inspectie van het Onderwijs 2015b）。 
教育監査局の事務職員は，職務内容に応じて必要な資格や給与等が規定されており，欠員が出
ると公募される。例えば，監査官のスケジュール等を管理する秘書業務を行う事務職員は，終身
雇用への切換が可能な 1 年間の任期付常勤職員として募集される。この職は MBO-4（中間管理














3 分の 1（34%）の教員は，教育監査に対し否定的な見解を示している。 
 
表 3-3-6 教育監査に対する評価（単位：％／N=3,557） 
 肯定的 どちらでもない 否定的 
学校経営理事 （n=360） 31 52 17 
校長 （N=1,022） 22 54 23 
教員 （N=1,013） 8 58 34 
保護者 （N=866） 3 87 10 
児童生徒 （N=296） 1 94 5 
















op Beroepen in Onderwijs）に規定された教師に求められる資質能力の策定や，2011 年発表の
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ニュージーランドの教育行政制度を理解するための前提条件は，第 1 に 1980 年代の大規模な
公的部門改革による制度設計が，同時期に断行された教育改革においても貫かれ，現在もそれが
継続されている点，第 2 にその教育改革により①教育省を機能別に分割，②教育委員会制度を廃
































第 2 に，150 年以上続いてきた教育委員会制度が廃止され，代わって全ての公立初等・中等学




                                                  
34 Scott, G.（1996）. Government Reform in New Zealand, International Monetary Fund, 
Washington D.C., p21。及び小松隆二・塩野谷祐一（2000）『先進諸国の社会保障 2 ニュージーラ
ンド・オーストラリア』東京大学出版会，pp.334-335。 






要は「全国学校経営指針」（National Administration Guidelines）に規定されている。BOT の責
務には，学校予算の立案・運用，校長・教員の任免，カリキュラム編成に関する事項，地域との
連携促進活動などがあり，校長評価も BOT の重要な責務の一つである。 
第 3 に，監査業務を担う機関として，教育省から独立した形で教育機関評価局（Education 



























Director of Education が統括するグループと，Deputy Director of Learning Support が統括す
るグループの業務に置かれている。前者のグループは地区ごとに六つに分かれ，各チームには①
Education Adviser（3 名程度），②Student Achievement Practitioner（1 名），③Principal Adviser
（1 名），④Early Childhood Adviser（2 名）がいる。各学校（BOT）が学校経営に当たって何ら








＜主要教育行政機関（Key Education Agencies）＞ 
 
（Ministry of Education （2015） New Zealand Education System Overview を基に筆者作成） 















Director of Education であるが，Deputy Director が各セクションの統括責任者であり，Deputy 
Directorは自身が所管する各チームのマネージャーにチームの責任を委譲している。したがって，
各マネージャーがチーム構成員の人事契約を行い，それを Deputy Director に報告し，Deputy 








 ニュージーランドでは 1990 年代初頭から学校支援のシステム化が志向され，幾度かのシステ
教育機関評価局 
（Education Review Office） 
ニュージーランド資格審査機関 
（New Zealand Qualification Authority） 
教育省 
（Ministry of Education: National Office） 
高等教育委員会 









 教員審議会 （Teaching Council）  
 エデュケーション・ニュージーランド（Education New Zealand）  
 キャリア・ニュージーランド（Careers New Zealand） 
 ニュージーランド学長委員会（Universities New Zealand）  



















後に「教師の評定」（assessing teachers）のモデルとなり，少なくとも 1970 年代以降は「専門
的指導助言」（professional advisory service）へと機能変容していった。 
 
（b）第 1 期学校支援システム（1994 年～2000 年） 











（c）第 2 期学校支援システム （2004 年－2009 年） 





                                                  
37 福本みちよ（2017）「自律的学校経営と学校支援 : ニュージーランドの学校支援システムにみる
学校支援の機能変容」『東京学芸大学紀要.総合教育科学系』Vol.68 no.2，p.372。 











表 3-3-7 学校介入の段階 












管理者（Limited Statutory manager：LSM）を指名するよう指示する。 
第 5 段階：法定監督
者の指名 

















 現在，学校支援機関の筆頭に位置づく Evaluation Associates Ltd（EA） は，民間の教育コン
サルタント会社である。学校支援や教員研修に関するプログラムを提供して 20 余年になる。2018
年に再度改変された新 PLD システムにおいては，特に新任校長に対する PLD の提供については
中心的プロバイダーである。EA の学校支援に関するアドバイザー（Leadership Advisor）は，元


























ERO による第三者評価は，1990 年の ERO 創設当初から 2008 年まで全ての学校においてほぼ





表 3-3-8 ERO による第三者評価の評価サイクル 
カテゴリー1 3 年サイクル 大多数の学校はこのカテゴリーに該当。具体的な危険性が特
に見られない場合，3 年後に次の評価が実施される。 
カテゴリー2 12 か月サイクル 深刻な問題が発見された場合に該当。評価結果を基に ERO が
教育省に対し学校介入を推奨する場合は，12 か月以内に次の
評価が実施される。 




















（エ）教育行政機能と ICT の効果的な活用 
ニュージーランドでは 2001 年以降，電子政府への積極的な取組を展開しており，2010 年には
ICT を業務改革の重要な起爆剤と位置付け，「ICT マネジメントと投資に関する方針及び重点計














2017 年 9 月の総選挙で， 大野党であった労働党が 9 年ぶりに政権を奪回した。これを契機
として，新政権はこれまでの教育政策の徹底した成果検証を行い，それを基にした教育制度の包
括的大改革に着手している。その中でも学校ガバナンス改革を企図した Tomorrow's Schools 
Review と呼ばれる学校制度改革は，「明日の学校改革」で導入された諸制度を根底から覆すよう
な「30 年ぶりの大改革」と言われている。2018 年 12 月に出された改革調査委員会による改革の









＆情報システム』2017 年 12 月号，pp.22-27。 
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ERO（2016） School Evaluation Indicators. 
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Scott, G.（1996） Government Reform in New Zealand, International Monetary Fund. 
State Service Commission （2018） A Guide to New Zealand’s Central Government Agencies  
Taskforce to Review Education Administration （1987） Administering for Excellence 
































OJT の現状，④指導主事の確保・人材育成の課題や国に対する要望である。平成 30 年 5 月と平
成 30 年 11 月～平成 31 年 1 月にかけて，以下の表 4-1-1 に示す都道府県・政令指定都市教育委
員会事務局及び教育センターを訪問し，ヒアリング調査を実施した。以下にその結果を示す。 
 
表 4-1-1 聞き取り調査を実施した都道府県・政令指定都市教育委員会一覧 










11 月 7 日（水） 
10:00－11:00 
静岡県教育委員会 教育総務課人事班長，義務教育課人事監 





11 月 19 日（月） 
10:00－12:00 
北海道教育委員会 義務教育課義務教育グループ主幹 








11 月 29 日（木） 
16:00－17:00 
福岡県教育委員会 高校教育課主幹指導主事 











12 月 5 日（水） 
10:00－11:00 
山形県教育委員会 総務課企画調整専門員 
12 月 6 日（木） 
14:00－15:00 
長崎県教育委員会 義務教育課参事，高校教育課参事，総務課主任主事 















12 月 21 日（金） 
13:30－14:30 
滋賀県教育委員会 幼小中教育課長 





1 月 18 日（金） 
16:00－17:00 
新潟市教育委員会 学校人事課長 





教職員第 2 課主任人事主事 


































11 月 21 日（水） 
15:00－16:00 
大阪府教育センター カリキュラム開発部長，教育企画部企画室長 

















12 月 5 日（水） 
14:00－15:00 
高知県教育センター 所長，企画調整部チーフ 
12 月 10 日（月） 
14:00－15:00 
長崎県教育センター 所長，総務企画部長，企画課総合企画班主任指導主事 






























11 月 30 日（金） 
11:00－12:00 
福岡市教育センター 研修・研究係長 















































                                                  
1 平成 30 年度現在，8 府県（三重・滋賀・大阪・奈良・和歌山・山口・徳島・長崎）において教育事
務所を設置していない。 
2 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 18 条第 3 項。 








できる。平成 30 年度現在，都道府県の事務局体制をこの三つのタイプに分類すると，表 4-2-1
のとおりである4。各都道府県の状況については，節末掲載の表 4-2-3 も参照されたい。 
表 4-2-1 都道府県教育委員会事務局の組織編成 




8 12 27 
（出典：「平成 30 年度全国教育委員会一覧」（文部科学省）） 
 
 前述したとおり，事務局には県立籍と義務籍の指導主事が置かれているが，「指導系」の業務に








































































                                                                                                                                                            



































































































表 4-2-2 教育委員会数と指導主事数の変化（平成 10 年～平成 29 年） 
 都道府県 市区町村 
 平成 10 年 平成 29 年 平成 10 年 平成 29 年 
教育委員会7 47 47 3,419 1,811
指導主事数 1,131 1,913 3,163 5,480














































































表 4-2-3 事務局の体制・教育事務所数の状況 











市 町 村 計 
1 北海道 ◯ 14 (14) 35 (34) 129 (154) 15 (24) 179 (212)
2 青森県 ◯ 6 (6) 10 (8) 22 (34) 8 (25) 40 (67)
3 岩手県 ◯ 6 (12) 14 (13) 15 (30) 4 (16) 33 (59)
4 宮城県 ◯ 5 (7) 14 (10) 20 (57) 1 (2) 35 (69)
5 秋田県 ◯ 3 (3) 13 (9) 9 (50) 3 (10) 25 (69)
6 山形県 ◯ 4 (7) 13 (13) 19 (27) 3 (4) 35 (44)
7 福島県 ◯ 7 (7) 13 (10) 31 (52) 15 (28) 59 (90)
8 茨城県 ◯ 5 (5) 32 (20) 10 (48) 2 (17) 44 (85)
9 栃木県 ◯ 7 (8) 14 (12) 11 (35) (2) 25 (49)
10 群馬県 ◯ 5 (5) 12 (11) 15 (32) 8 (27) 35 (70)
11 埼玉県 ◯ 4 (9) 40 (43) 22 (38) 1 (11) 63 (92)
12 千葉県 ◯ 5 (11) 37 (31) 16 (44) 1 (5) 54 (80)
13 東京都 ◯ 4 (4) 26 (27) 5 (5) 8 (8) 39 (40)
14 神奈川県 ◯ 4 (7) 19 (19) 13 (17) 1 (1) 33 (37)
15 新潟県 ◯ 3 (4) 20 (20) 6 (57) 4 (35) 30 (112)
16 富山県 ◯ 2 (4) 10 (9) 4 (18) 1 (8) 15 (35)
17 石川県 ◯ 4 (4) 11 (8) 8 (27) (6) 19 (41)
18 福井県 ◯ 1 (1) 9 (7) 8 (22) (6) 17 (35)
19 山梨県 ◯ 4 (8) 13 (7) 8 (37) 6 (20) 27 (64)
20 長野県 ◯ 4 (6) 19 (17) 23 (36) 35 (67) 77 (120)
21 岐阜県 ◯ 6 (6) 21 (14) 17 (51) 2 (30) 40 (95)
22 静岡県 ◯ 2 (3) 23 (21) 12 (49) (4) 35 (74)
23 愛知県 ◯ 5 (9) 38 (31) 14 (47) 2 (10) 54 (88)
24 三重県 ◯ (7) 14 (13) 15 (47) (9) 29 (69)
25 滋賀県 ◯ 13 (7) 6 (42) (1) 19 (50)
26 京都府 ◯ 5 (7) 15 (12) 8 (31) (1) 23 (44)
27 大阪府 ◯ (7) 33 (33) 9 (10) 1 (1) 43 (44)
28 兵庫県 ◯ 6 (6) 29 (21) 12 (55) 41 (76)
29 奈良県 ◯ 12 (10) 15 (20) 12 (17) 39 (47)
30 和歌山県 ◯ (7) 9 (7) 20 (36) 1 (7) 30 (50)
31 鳥取県 ◯ 3 (2) 4 (4) 14 (31) 1 (4) 19 (39)
32 島根県 ◯ 5 (5) 8 (8) 10 (40) 1 (7) 19 (55)
33 岡山県 ◯ 2 (4) 15 (10) 10 (53) 2 (10) 27 (73)
34 広島県 ◯ 3 (6) 14 (13) 9 (67) (6) 23 (86)
35 山口県 ◯ (7) 13 (14) 6 (37) (5) 19 (56)
36 徳島県 ◯ 8 (4) 15 (38) 1 (8) 24 (50)
37 香川県 ◯ 2 (6) 8 (5) 9 (38) 17 (43)
38 愛媛県 ◯ 3 (5) 11 (12) 9 (44) (14) 20 (70)
39 高知県 ◯ 3 (3) 11 (9) 17 (25) 6 (19) 34 (53)
40 福岡県 ◯ 6 (6) 28 (24) 30 (65) 2 (8) 60 (97)
41 佐賀県 ◯ 2 (5) 10 (7) 10 (37) (5) 20 (49)
42 長崎県 ○ (6) 13 (8) 8 (70) (1) 21 (79)
43 熊本県 ◯ 9 (10) 14 (11) 23 (62) 8 (21) 45 (94)
44 大分県 ◯ 6 (6) 14 (11) 3 (36) 1 (11) 18 (58)
45 宮崎県 ◯ 3 (7) 9 (9) 14 (28) 3 (7) 26 (44)
46 鹿児島県 ◯ 7 (11) 19 (14) 20 (73) 4 (9) 43 (96)
47 沖縄県 ◯ 6 (6) 11 (10) 11 (16) 19 (27) 41 (53)
合計 8 12 27 181 (279) 791 (670) 740 (1968) 182 (564) 1713 (3202)











































                                                  
8 地方教育行政組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 30 条。 
9 千々布敏弥「教員の資質向上をめざす教育センターの動き（第 2 回）教育センターの歴史」『週刊教




する教育センター67 か所のうち設置規則が明らかとなっている 65 か所の条例等に記載されてい
る主な業務内容項目とその割合を表 4-3-1 に示す。 
 































表 4-3-2 条例等に記載されている各センターの事業内容（都道府県） 
No. センター名 設置条例名 制定年度 最新改正年度 事業内容 
1 北海道立教育研究所 北海道立教育研究所条例 昭和 32 年 4 月 1 日条例
第 26 号 
平成 21 年 3 月 31 日条例









平成 10 年 3 月 25 日 青
森県条例第 4 号 
- 一 学校教育に関する教育関係職員の研修に関すること。二 学校教育に関する専門的、技術的事項の研究に関すること。






昭和 37 年 3 月 31 日 教
育委員会規則第 2 号 
- 1 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。 2 教育関係職員の研修に関すること。 3 教育相談に
関すること。 4 教育に関する資料の収集及び提供に関すること。 5 情報教育に係る学校の支援に関すること。 6 市
町村立の中学校（義務教育学校の後期課程を含む。）並びに県立中学校及び県立高等学校の学習指導の指導に関すること。
7 県立高等学校の入学者選抜の学力検査に関すること。  
4 宮城県総合教育センター 総合教育センター条例 平成 24 年 12 月 20 日 宮
城県条例第 71 号 
- 一 教育職員の基本研修に関すること。 二 教育行政、学校管理及び学校経営に係る研修に関すること。 三 各教科、
道徳及び特別活動等に係る研修に関すること。 四 情報教育に係る研修に関すること。 五 特別支援教育に係る研修に
関すること。 六 教育相談及び生徒指導に係る研修に関すること。 七 教育相談に関すること。 八 教育に関する調査
研究、開発、普及及び啓発に関すること。 九 教育に関する情報の収集、整理、保管及び提供に関すること。 十 情報
教育に係る生徒の実習に関すること。 十一 科学巡回指導に関すること。 
5 秋田県総合教育センター 秋田県教育委員会行政組
織規則 
昭和 61 年 3 月 26 日 教
育委員会規則第 4 号 
  一 教育に関する専門的・技術的な事項の調査研究に関すること。二 教職員の研修に関すること。三 情報教育に関す
ること。四 教育に関する資料の収集及び提供に関すること。五 教育相談に関すること。 
6 山形県教育センター 教育機関の組織及び運営
に関する規則  
昭和 41 年 4 月 1 日 山形
県教育委員会規則第 2 号 
  (1) 教育関係職員の研修に関すること (2) 教育課程、学習指導、生徒指導及び進路指導に関すること (3) 教育に関す
る専門的、技術的事項の調査研究に関すること (4) 教科用図書及び教材に係る研究指導に関すること (5) 学校教育指導
資料に関すること (6) 教育研究団体に関すること (7) 県立高等学校入学者の選抜に関すること (8) 情報教育に関す
ること (9) 環境教育に関すること (10) 国際理解教育に関すること (11) 特別支援教育に関すること (12) 教育相談
及び指導に関すること (13) 教育に関する資料の収集、刊行及び提供に関すること (14) その他教育センターの運営に
ついて必要な事項に関すること  
7 福島県教育センター 福島県教育センター条例 昭和 46 年 3 月 20 日 福
島県条例第 26 号 
  一 教育関係職員の研修に関すること。二 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。三 情報処理教




平成 4 年 3 月 23 日 茨城
県教育委員会規則第 2 号 
  (1) 教育関係職員の研修に関すること。(2) 教育に関する専門的，技術的事項の研究に関すること。(3) 校内研修支援
に関すること。(4) 教育相談に関すること。(5) 情報教育に係る高等学校及び中等教育学校の生徒の実習に関すること。




平成 4 年 6 月 12 日 栃木
県条例第 26 号 








昭和 42 年 3 月 19 日 条
例第 10 号 
平成 5 年 12 月 24 日条例









平成 11 年 12 月 24 日 条
例第 73 号 
平成 22 年 12 月 24 日条
例第 59 号 4 
一  教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。 二  教育関係職員の研修に関すること。 三  教育に
関する研究の援助に関すること。 四  教育相談に関すること。 五  教育に関する資料の収集及び活用に関すること。 六
その他総合教育センターの設置の目的を達成するために必要な事業に関すること。  
12 千葉県総合教育センター 教育機関設置条例  昭和 32 年 4 月 1 日 条例
第 4 号 
平成 24 年 3 月 23 日条例
第 33 号 
一  教育に関する基礎的かつ実際的な調査研究に関すること。 二  教育関係職員の資質向上のための研修に関するこ
と。 三  教育に関する資料及び情報の収集、作成及び利用に関すること。 四  特別支援教育（特別支援学校及び特別
支援学級における教育その他の教育上特別の支援を必要とする児童生徒等に対する教育をいう。第十五条第一号において




研修並びに教材の収集、製作及び利用に関すること。 六  視聴覚教育の振興に資するための調査研究、研修並びに教材






平成 12 年 12 月 22 日 条
例第 206 号 
  一 公立学校の教職員(以下「教職員」という。)の研修に関すること。 二 東京都教育委員会の任命に係る職員(教職員を







平成 14 年 3 月 29 日 条
例第 10 号 
平成 19 年 1 月 30 日条例




昭和 41 年 7 月 15 日 新
潟県条例第 33 号 
  ※研修計画などには明記されているが，法的根拠は把握していないとのこと。 
16 富山県総合教育センター 富山県総合教育センター
条例 
昭和 57 年 3 月 23 日 条
例第 2 号 
  (1) 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。(2) 教育関係職員の研修に関すること。(3) 教育相談







昭和 32 年 3 月 27 日 条
例第 14 号 
  教育関係職員の研修及び教員養成に関すること。 
石川県教育委員会事務局
等組織規則 
昭和 40 年 3 月 31 日 教
育委員会規則第 5 号 




昭和 32 年 1 月 14 日 福
井県条例第 7 号 
  一 教育の理論および実践に関する専門的、技術的事項の調査および研究 二 教育関係職員の研修 三 教育に関する相




昭和 46 年 3 月 30 日 条
例第 10 号 
平 4 条例 12・改称 一 教育関係職員の研修二 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究及び開発三 教育に関する情報の収集及び活用
四 教育に関する相談五 その他教育センターの設置の目的を達成するため必要な業務 
20 長野県総合教育センター 長野県総合教育センター
条例 
平成 8 年 3 月 25 日 条例
第 17 号 
平成 26 年 3 月 20 日条例





昭和 53 年 3 月 31 日長野
県教育委員会規則第 4 号 
平成 30 年 9 月 27 日教育
委員会規則第 8 号 
第 19 条 長野県総合教育センターは、長野県総合教育センター条例に規定するところにより、教育の充実を図ることを
目的として、教育関係職員の研修及び生徒の実習を行うとともに、専門的、技術的事項の研究及び調査、情報の収集及び
提供並びに教育相談を行うところである。 
 第 21 条 長野県総合教育センターに、その事務を分掌させるため、総務部、企画調査部、教科教育部、教職教育部、生
徒指導・特別支援教育部及び情報・産業教育部を置く。 
 2 総務部は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 
(1)庶務及び会計に関すること。(2)他の部の所管に属さないこと。 



























昭和 38 年 3 月 30 日 教
育委員会規則第 7 号 
  
平成 30 年 4 月 1 日教育




一 教育職員の研修に関すること。二 教育の情報化に関する企画立案及び調整に関すること。三 教育関係機関との連





静岡県条例第 33 号 平成
7 年 7 月 21 日制定 





昭和 49 年 7 月 24 日 条
例第 38 号 
平成 12 年 3 月 28 日条例
第 46 号 
一 教育に関する専門的、技術的事項の研究に関すること。二 教育関係職員の研修に関すること。三 教育相談に関す







昭和 52 年 3 月 28 日 三
重県条例第 2 号 
平成 14 年 3 月 26 日三重
県条例第 13 号 
一  教育に関する専門的技術的事項の調査及び研究に関すること。 二  教育関係職員の研修に関すること。 三  教育




昭和 46 年 3 月 25 日 条
例第 25 号 




昭和 56 年 3 月 31 日 京
都府条例第 11 号 
  (1) 教育に関する専門的、技術的事項の研究に関すること。(2) 教育関係職員の研修に関すること。(3) 教育相談に関
すること。(4) 教育に関する図書及び資料の収集及び活用に関すること。(5) 前各号に掲げるもののほか、教育の振興に
関し必要な事業 
27 大阪府教育センター 大阪府教育センター条例 昭和 37 年 3 月 29 日 条
例第 5 号 





昭和 38 年 4 月 1 日条例
第 41 号 
平成 18 年 2 月 9 日条例
第 1 号 
(1) 教育関係職員に研修を行なうとともに、その研究を助成すること。(2) 教育に関する専門的技術的事項の研究を行な
うこと。(3) 教育に関する各種調査を行なうこと。(4) 教科書センター及び教育図書資料室を経営すること。(5) 教育
相談を行なうこと。(6) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要があると認める業務 
29 奈良県立教育研究所 奈良県立教育研究所条例 平成 5 年 3 月 29 日 条例
第 26 号 







平成 17 年 3 月 29 日 教
育委員会規則第 21 号 
  (1) 教育関係職員の研修に関すること。(2) 学習指導、生徒指導及び教育相談に係る学校における教育活動の支援に関す
ること。(3) 教育関係の専門的及び技術的事項の調査研究に関すること。(4) 教育関係の資料及び情報の収集及び提供に




昭和 48 年 3 月 30 日 教
育委員会規則第 4 号 
  (1) 教育関係職員の研修に関すること。(2) 教育(特別支援教育を除く。)に関する研究調査、資料の整備及び提供に関す
ること。(3) 情報教育の推進に関すること。(4) 学校教育の総合的かつ専門的支援に関すること。(5) その他教育の充
実及び振興を図るために必要な事業に関すること。 
32 島根県教育センター 島根県教育センター条例 昭和 46 年 3 月 12 日 島
根県条例第 9 号 
平 21 条例 24・改称 - 




第 16 条 教育センターは、次に掲げる業務を行う。 
(1) 教職員の研修に関すること。(2) 教育に関する調査・研究に関すること。(3) 教育情報に関すること。(4) 教育相
談に関すること。(5) 学校・教職員の支援に関すること。(6) 前各号に掲げるもののほか、教育センターの目的を達成す
るために必要な事項に関すること。 




平成 19 年 3 月 20 日 岡
山県条例第 24 号 
- 一 教育関係職員の研修 二 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究及び助言その他の援助 三 教育に関する資料
及び情報の収集及び提供 四 教育相談 五 特別支援教育の推進 六 情報教育の推進 七 前各号に掲げるもののほか、
センターの目的の達成に必要な業務  




置条例  例第 55 号 第 37 号  市町立学校に係る教育指導を行うこと。 四 高等学校生徒の実習を行うこと。 五 教育に関する資料を収集し、作成し、






昭和 42 年 3 月 24 日 山
口県条例第 4 号 
平 20 条例 20・改称 一 教育関係職員及び社会教育指導者の研修に関すること。 二 教育に関する専門的、技術的事項の研究に関すること。







平成 16 年 3 月 30 日 条
例第 25 号 
  一 教育関係職員の研修に関すること。二 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究及び指導助言に関すること。三
教育に関する資料及び情報の収集及び提供に関すること。四 教育相談に関すること。五 情報教育の推進に関すること。
六 生涯学習の振興に関すること。七 その他センターの設置の目的を達成するために必要な事業を実施すること。 
37 香川県教育センター 香川県教育センターの設
置に関する条例  
昭和 46 年 3 月 20 日条例
第 2 号 
平成 13 年 3 月 27 日条例
第 18 号 
(1)  教育に関する専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。 (2)  教育関係職員に対する研修に関すること。




昭和 41 年 3 月 25 日教育
委員会規則第 2 号  
平成 24 年 4 月 1 日教育
委員会規則第 5 号  
(1) 教育に関する専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。 (2) 教職員の研修に関すること。 (3) 教育相談
に関すること。 (4) 教育に関する資料及び情報の収集及び整備並びに提供に関すること。 (5) 調査及び研究結果の公表





昭和 39 年 3 月 28 日条例
第 15 号 
昭和 43 年 10 月 17 日条




平成 31 年 4 月 1 日組織
再編による改正予定 
  (位置) 
第 21 条 高知県教育センター設置条例(昭和 39 年高知県条例第 15 号)により設置された高知県教育センター(以下「教育
センター」という。)の位置は、高知市とする。 
[高知県教育センター設置条例] 
全部改正〔平成 27 年教育委員会規則 4 号〕、一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号〕 
(内部組織) 
第 22 条 教育センターの内部組織として、企画調整部、教職研修部及び学校支援部を置く。 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・27 年 4 号〕 
(事務分掌) 
第 23 条 企画調整部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 庶務に関すること。(2) 所内の事務の総合調整に関すること。(3) 教育センターの事業の基本方針、年間計画の策
定等に関すること。(4) 教職員並びに保育所、幼稚園、認定こども園及び認可外保育施設の職員の研修に関する企画及び
調整に関すること。 
一部改正〔平成 30 年教育委員会規則 4 号〕 
(5) 学校事務職員の研修に関すること。(6) 教育に関する専門的・技術的事項の調査研究の企画及び調整に関すること。
追加〔平成 19 年教育委員会規則 2 号〕 
(7) 教職員の情報教育に関する研修及び指導に関すること。 
全部改正〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕、一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号〕 
(8) 前各号に掲げるもののほか、所内の他の部の所管に属しない事務の処理に関すること。 
[第 1 号] [第 2 号] [第 3 号] [第 4 号] [第 5 号] [第 6 号] [前号] 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・21 年 13 号・22 年 9 号・25 年 8 号〕 




一部改正〔平成 20 年教育委員会規則 7 号・30 年 4 号〕 
(2) 教職員の人権教育及び学級経営・教科教育等の研修に関すること。 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・24 年 6 号・30 年 4 号〕 
(3) 教職員の人権教育、学級経営・教科教育等及び指導力向上の在り方に関する専門的・技術的事項の調査研究及び指導
に関すること。 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・24 年 6 号・30 年 4 号〕 
(4) 教職員の人権教育、学級経営・教科教育等及び指導力向上の在り方に関する資料の収集、整理及び提供に関すること。






追加〔平成 20 年教育委員会規則 7 号〕、一部改正〔平成 30 年教育委員会規則 4 号〕 
(6) 保育所、幼稚園、認定こども園及び認可外保育施設の職員の保育及び教育に関する資料の収集、整理及び提供に関す
ること。 
追加〔平成 20 年教育委員会規則 7 号〕、全部改正〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕、一部改正〔平成 30 年教育委員会規
則 4 号〕 
(7) 特別支援教育に関する研修に関すること。 
追加〔平成 30 年教育委員会規則 4 号〕 
(8) 特別支援教育に関する専門的・技術的事項の調査研究及び指導に関すること。 
追加〔平成 20 年教育委員会規則 7 号〕、全部改正〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕、一部改正〔平成 30 年教育委員会規
則 4 号〕 
(9) 特別支援教育に関する資料の収集、整理及び提供に関すること。 
追加〔平成 20 年教育委員会規則 7 号〕、一部改正〔平成 30 年教育委員会規則 4 号〕 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・20 年 7 号・23 年 7 号・24 年 6 号・25 年 8 号・30 年 4 号〕 
3 学校支援部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 教職員の資質・指導力向上に関すること。 
全部改正〔平成 20 年教育委員会規則 7 号〕、一部改正〔平成 24 年教育委員会規則 6 号〕 
(2) 教職員の職能に応じた研修(管理職等研修)に関すること。 
追加〔平成 22 年教育委員会規則 9 号〕、一部改正〔平成 24 年教育委員会規則 6 号・24 年 6 号〕 
(3) 学校経営の調査研究及び支援に関すること。 
追加〔平成 22 年教育委員会規則 9 号〕、全部改正〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕、一部改正〔平成 23 年教育委員会規
則 7 号・24 年 6 号〕 
(4) 教育課題の調査研究に関すること。 
追加〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕 
(5) 教職員の教科研究の支援に関すること。 
追加〔平成 22 年教育委員会規則 9 号〕、一部改正〔平成 23 年教育委員会規則 7 号・24 年 6 号・25 年 8 号〕 
(6) 教職員の教科教育等に関する専門的・技術的事項の調査研究及び指導に関すること。 
追加〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕 
(7) 教職員の教科教育等に関する資料の収集、整理及び提供に関すること。 
追加〔平成 25 年教育委員会規則 8 号〕 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・20 年 7 号・22 年 9 号・23 年 7 号・24 年 6 号・25 年 8 号〕 
一部改正〔平成 19 年教育委員会規則 2 号・20 年 7 月・21 年 13 号・22 年 9 号・23 年 7 号・24 年 6 号・25 年 8 号・30
年 4 号〕 
40 福岡県教育センター 福岡県教育センター設置
条例  
昭和 45 年 4 月 1 日 福岡
県条例第 25 号 
  一 教育に関する専門的、技術的事項についての研究及び調査に関すること。 二 教育関係職員の研修及び情報処理教育




昭和 54 年 3 月 10 日 条
例第 10 号 
  - 
佐賀県教育センターの管
理に関する規則 
昭和 54 年 3 月 31 日 教
育委員会規則第 5 号 
平成 28 年 12 月 17 日教
委規則第 12 号 
総務課(1) 庶務に関すること。(2) 会計に関すること。(3) 施設及び設備の管理に関すること。(4) 関係団体との連絡
協調に関すること。(5) その他他課の所掌に属しない事務に関すること。研修課(1) 基本研修に関すること。(2) 専門
研修に関すること。(3) 長期研修に関すること。(4) 科学教育に関すること。(5) その他研修の事務に関すること。研
究課(1) 研究調査に関すること。(2) 教育経営に関すること。(3) 教育相談に関すること。(4) その他研究調査及び教
育相談の事務に関すること。情報課(1) 情報教育に関すること。(2) 情報システムの管理・運用に関すること。(3) 教
育課程の支援に関すること。(4) 教育に関する情報、資料、図書等の収集及び活用に関すること。(5) 情報処理教育に係
る生徒の実習に関すること。(6) その他情報教育及び教育課程の支援の事務に関すること。(昭 57 教委規則 2・昭 63 教
委規則 4・平 5 教委規則 8・平 14 教委規則 18・一部改正) 
42 長崎県教育センター 長崎県教育センター条例 昭和 47 年 3 月 21 日 長
崎県条例第 34 号 




昭和 46 年 6 月 8 日 条例
第 35 号 
昭和 47 年 3 月 28 日条例
第 26 号  
(1) 教育関係職員の研修に関すること。 (2) 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。 (3) 教育相
談に関すること。 (4) 教育に関する図書及び資料の収集及び活用に関すること。 (5) 情報処理についての生徒の実習に
関すること。 (6) その他教育の充実及び振興を図るために必要な事業  
44 大分県教育センター 大分県教育センター設置
条例 
昭和 44 年 12 月 19 日 大
分県条例第 47 号 
- 一 教育の制度、内容及び方法についての調査研究に関すること。 二 教育関係職員の研修に関すること。 三 高等学




育に関する図書及び資料の収集及び活用に関すること。 七 その他必要な事業  
45 宮崎県教育研修センター 宮崎県教育研修センター
管理規則  
昭和 43 年 4 月 1 日 教育
委員会規則第 2 号 
平成 28 年 3 月 31 日教育
委員会規則第 2 号  
(1) 教育関係職員の研修に関すること。 (2) 教育の情報化の推進に関すること。 (3) 教育相談に関すること。 (4) 教
育指導及び教育施策の調査及び研究（以下「調査等」という。）に関すること。 (5) 調査等に基づく学校教育、社会教育






昭和 43 年 10 月 4 日 条
例第 39 号 
  (1) 教育に関する専門的，技術的事項の調査研究に関すること。(2) 教育関係職員の研修に関すること。(3) 特別支援






昭和 47 年 5 月 15 日条例
第 24 号 
平成 24 年 3 月 30 日条例
第 42 号 
(1)  教育関係職員の研修に関すること。 (2)  児童・生徒の実習に関すること。 (3)  教育に関する専門的、技術的事
項の調査研究に関すること。 (4)  教育に関する資料の収集及び提供に関すること。 (5)  教育に関する研究の援助に関
すること。 (6)  教育相談に関すること。 (7)  前各号に掲げるもののほか、総合教育センターの目的を達成するために
必要な業務に関すること。  
 
表 4-3-3 条例等に記載されている各センターの事業内容（政令指定都市） 
48 札幌市教育センター 札幌市教育センター条例 平成 12 年 3 月 31 日 条
例第 34 号 
平成 21 年 6 月 4 日条例
第 42 号  
(1) 教育に関する専門的、技術的事項の調査及び研究並びに研究成果の普及 (2) 教育に関する図書及び資料の収集及び
提供 (3) 教育関係職員の研修 (4) 生徒、児童及び幼児の教育相談 (5) 視聴覚教育に関する相談並びに教材及び機材の
提供 (6) 市民の学習活動のため、センターの施設を使用に供すること。 (7) その他センターの設置目的を達成するため
に必要な事業  
49 仙台市教育センター 仙台市教育センター条例 平成 4 年 12 月 16 日 条
例第 63 号 
- 一 教育関係職員の研修に関すること二 教育についての調査研究に関すること三 教育についての情報の収集及び提供
に関すること四 教育相談に関すること五 その他第一条の目的を達成するために必要と認められる事業 
50 さいたま市立教育研究所 さいたま市立教育研究所
条例  
平成 13 年 5 月 1 日 条例
第 120 号 
  (1) 教育に関する専門的及び技術的事項の調査研究に関すること。 (2) 教育関係職員の研修に関すること。 (3) 教育




昭和 47 年 3 月 30 日 条
例第 27 号 
  (1) 学校教育及び社会教育に資するための基本的事項及び専門的事項の調査研究に関すること。(2) 教育関係職員の研修




昭和 49 年 6 月 15 日 条
例第 40 号 
  (1) 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究及び相談に関すること。(2) 教育関係職員の研修に関すること。(3) 音
楽、演劇等の発表会等の開催及び市民の集会の場所の提供に関すること。(4) その他前 3 号に準ずる事業 
53 川崎市総合教育センター 川崎市総合教育センター
条例 
昭和 61 年 3 月 31 日条例
第 25 号 
平成 27 年 3 月 23 日条例
第 2 号 
(1) 教育に関する調査研究に関すること。(2) 教育関係職員に対する研修に関すること。(3) 教育に関する情報の作成、





平成 19 年 3 月 30 日 
教育委員会規則第 17 号 



















昭和 49 年 3 月 30 日条例
第 3 号  
平成 18 年 12 月 21 日条
例第 111 号  
(1) 教育に関する専門的，技術的事項の研究及び調査に関すること。 (2) 教育関係職員の研修に関すること。 (3) 教
育相談に関すること。 (4) 教材，教具その他の資料の収集及び管理運営に関すること。 (5) 前各号に掲げる事業のほか，
教育の振興に関し必要な事業を行うこと。  
56 静岡市教育センター 静岡市教育センター条例 平成 15 年 4 月 1 日 条例
第 267 号 







57 浜松市教育センター 浜松市教育センター条例 昭和 49 年 3 月 30 日 条
例第 36 号 
  (1) 教育職員の専門的な研修に関すること。(2) 社会教育諸団体の教育振興に関すること。 
58 名古屋市教育センター 名古屋市教育センター条
例 





昭和 61 年 10 月 2 日 条
例第 12 号 
  (1) 教職員の研修(2) 教育に関する調査及び研究(3) 学校訪問による学習指導，生徒指導その他教育に関する指導(4)
前各号に掲げるもののほか，教育委員会が必要と認める事業 
60 大阪市教育センター 大阪市教育センター条例 昭和 59 年 4 月 1 日 条例
第 43 号 
  (1) 教職員の研修 (2) 教育に関する基本的事項及び専門的、技術的事項の調査研究 (3) 情報処理教育に関する生徒の




平成 5 年 12 月 22 日 条
例第 33 号 
- (1) センターの施設、附属設備その他器具備品等を市民の文化活動その他公共の利用に供すること。(2) 市民の生涯学習
及び文化活動の推進に関すること。(3) 教育相談、教育研究及び教職員の研修に関すること。(4) 科学教育の振興に関す




平成 2 年 3 月 31 日 条例
第 61 号 
  (1) 教育職員の研修に関すること。(2) 教育に関する専門的及び技術的事項の研究並びに研究成果の普及に関すること。







昭和 62 年 9 月 24 日 市
条例第 42 号 
  (1) 教育に関する調査研究に関すること。(2) 教育関係職員の研修に関すること。(3) 教育に関する資料の収集，整理
及び提供に関すること。(4) その他教育の振興を図るために必要な業務に関すること。 
64 広島市教育センター 広島市教育センター条例 昭和 53 年 7 月 11 日 条
例第 40 号 




昭和 55 年 3 月 31 日 条
例第 13 号 
  (1) 教育に関する専門的、技術的事項の調査及び研究 (2) 教育関係職員の研修 (3) 教育相談 (4) 教育に関する資料及
び情報の収集及び提供 (5) その他教育委員会が必要と認める事業  
66 福岡市教育センター 福岡市教育センター条例 昭和 32 年 3 月 30 日 条
例第 24 号 
昭和 57 年 4 月 1 日条例
第 34 号 
(1) 学校教育及び社会教育に関する専門的，技術的事項の調査研究(2) 教育関係職員の研修(3) 教育相談(4) 視聴覚教
育に関する資料の収集，保管及び供用(5) その他第 1 条の目的を達成するために必要な事業 
67 熊本市教育センター 熊本市教育センター条例 
 
昭和 62 年 3 月 16 日条例
第 12 号 
平成 21 年 12 月 22 日条
例第 36 号抄 




(4) 前 3 号に掲げるもののほか、熊本市教育委員会(以下「教育委員会」という。)が必要と認める事業 








































































































































資質の 6 領域に関してそれぞれ 10 項目（合計 60 項目）について「1 重要ではない」から「4 と























































































表 4-3-5 新任指導主事対象の年間プログラムの概要 
 内容 講師 会場 









第 3 回 （7 月） ・議会対応，学習評価 ほか 本庁関係者・有識者 























県の年 7 回，佐賀県の年 10 回，高知県では毎月 1 回，長崎県の年 15 回のほか，表のとおり新潟




表 4-3-6 教育センター指導主事対象の年間研修プログラム（一部抜粋） 
 内容 形態 講師 





第 3 回 5 月 9 日 マイスター養成塾授業評価 
・・・ ・・・ ・・・ 
第 4 回 5 月 23 日 出前講座の留意点 
・・・ ・・・ ・・・ 
第 9 回 9 月 5 日 マンツーマン指導の勘所 
・・・ ・・・ ・・・ 
第 16 回 12 月 13 日 小学校外国語教育 
・・・ ・・・ ・・・ 
第 18 回 2 月 2 日 マネジメント研修 
・・・ ・・・ ・・・ 














体系的な研修よりも OJT が積極的に評価されるのに対して，表 4-3-7 より，教育センター指導主
事の資質・能力を構造化しその向上を図るための体系的な研修が企画しうることが示唆される。 
 




① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
所員研修会 
第 1 回 心構え ○ ○       
第 2 回 ファシリテーター    ○ ○   ○
第 3 回 学習指導要領  ○ ○  ○ ○   
・・・ ・・・         
指導主事基礎力向上 
研修 
第 4 回 授業分析     ○ ○  ○
・・・ ・・・         
新任指導主事研修  指導主事の知識・技能 ○  ○ ○ ○  ○ ○
①行政職員として ②教育情報の活用 ③喫緊の教育課題の理解 ④研修企画運営 
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